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序　論

　本研究は，交通施設の整備が地域におよぼす諸便益の定量的計測方法の確立の一環

として位置づけられる。

　従来から交通施設の便益としては，その提示目的に応じて，便益の内容の一部ある

いは地域への波及過程の一断面がとり出され計量化がなされてきた。

　しかしながら交通施設整備による経済的，社会的あるいは環境的変化の統一的←一

元的）評価指標が直接的には存在しないこと，および効果の波及過程で多様な経済主

体を経由する時に効果の独立性あるいは移転性の判断が困難である1）ことなどから，

それらの個別便益を総合化し整備に帰因する本来の便益をとり出す手法はまだ確立さ

れていない。本研究は，この点をふまえ，交通施設整備の固有の便益の抽出のため整

備が経済主体の行動におよぼす影響を考慮しつつ行動の前後における厚生の比較を行

う比較静学アプローチによることを基本的前提とする。

　比較静学アプローチの特徴は，あるインパクトに対して経済主体の行動を想定して

いることであり，このアプローチによる場合は諸経済主体の行動のモデル化と行動結

果としての新たな均衡状態の評価（特に変化前の均衡状態との相対的比較）の2段階

にアプローチが分かれることになる。

　インパクトを受けた経済主体の行動は，各主体の合理化行動を前提としてモデル化

されるが，この行動に伴って変化する要因が評価の対象となる。本研究は，交通施設

の整備による主体の行動をモデル化したうえで，その行動に伴う，評価に影響を与え

る要因の変化をモデル化することにより，統合的評価手法の確立を行ったものである。

ここでの「統合」に対して本研究は二つの意味と意義を持たせている。

　第1は，一般均衡論的変化の比較静学アプローチによる評価を前提とすることによ

り，効果あるいは評価の重複，欠陥を避けることである。このアプローチによりwith

and　without　comparisonは，明らかに交通施設整備の固有の効果のみを抽出すること

ができることになる。

　第2は，変化要因の個別評価の総合化を意味するものであり，交通施設の便益の定
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義と測定方法の理論的根拠を主張しつつ，特に経済的要因の評価と非経済的要因の評

価との統一尺度化をモデル化したものである。福祉要因が各主体の行動における意志

決定要因として，また評価要因として重要性を増しつつある昨今において，この統一

尺度化は大きな意義をもつものと考えられる。

　本研究は2編からなり，第1編には従来の費用便益分析を拡張することによる交通

施設整備の統合的評価手法の理論的展開とその具体的適用方法の考察を行ったもので

ある。第1章は交通施設整備の評価に従来の費用便益理論を適用するにあたっての問

題点を指摘し本研究の課題としたものである。第2章では，各主体の行動基準，均衡

条件をふまえて交通施設インパクトを一般均衡論的に把握するためのモデル構築を行

い，交通施設の統合的評価のための理論フレームを検討した。

　第3章では，交通施設の統合的評価の重要な分野である外部財の評価の組み込みに

ついて，従来の費用便益分析の枠組を拡張することにより可能であることを明らかに

し，その計測理論についても示した。さらに，交通施設の便益計測が可能であれば，

その整備のための費用負担方式についても，「公正性基準」を仮定することにより設

定が可能であることを示した。

　第2編は，第1編における拡張した費用便益分析による評価理論を用いて，交通施

設整備の各分野での適用事例の研究を行ったものである。第4章は，住環境変化の評

価と住宅立地行動の予測を同一の効用関数に基づかせたモデルにより，都市交通シス

テムの導入による通勤時間の変化からのインパクト，および便益評価を行ったもので

ある。第5章は外部財の計測理論を航空機騒音の評価に適用し社会的費用の計測事例

としたものである。第6章は，交通施設のもたらす経済的効果，ここでは道路整備効

果および旅客時間の節約効果について，一般均衡論的アプローチに沿った簡便評価手

法についての検討を行った。第7章は，第3章で提案した負担方式に沿って，国と地

方自治体の間の空港整備費用の負担割合の算定を行い，負担方式間の比較，現行制度

との比較を行ったものである。
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第1編　拡張した費用便益分析による評価理論



第1章　費用便益理論の交通施設評価への適用に関する問

　　　　　題点と課題

　水資源開発計画とともに発展してきた費用便益分析理論は，交通分野に適用される

におよんでさらに発展をとげた。そもそも交通分野に費用便益分析が適用される理由

としては，交通基礎構造の準公共財的性質および交通投資の外部経済効果を考慮し

て，交通投資が公共的判断のもとに行われる必要があるからである。近年、厚生経済

学の展開による補償原理の登場により，費用便益分析はプロジェクトの社会的評価指

針としての理論的基盤を確保するに至った。対象プロジェクトが誘発する市場価値

と，喪失される市場価値とを単一尺度で比較するという簡明な評価方式であり，シス

テマティックな投資プロジェクト選択基準の，政策上の必要性からも重宝であると

いってよい。

　ここで，特に交通施設の費用便益評価に関して出てくる問題点および課題について

整理したい。第1に評価項目の問題がある。交通施設の整備は，空間的に時間的に広

汎な効果の波及を辿るので，その評価を何に基づいて行えばよいのかということであ

る。交通投資の便益項目について，既往の分類例Dもあるが，特に間接効果とよばれ

ているものについては，ありうる諸波及を並べただけであり，プロジェクトの定量的

評価のためにはどの側面をみればあるいは定量化すればよいのかが明らかでない。こ

の第1の問題は費用便益理論そのものの問題点ではなく，交通分野への応用のため

の，効果波及についての理論フレームの不足ということができよう。したがって交通

施設整備の固有（ネット）の効果を抽出しうる，各主体の行動の均衡モデルフレーム

が必要となる。第2に，費用便益理論は，個人の支払対価（willingness　to　pay）に基

づく価値づけを前提としており，したがって個人にたいして何らかの効用関数を仮定

していることになるが，交通施設整備による各主体の行動の変化，すなわちインパク

ト分析にさいしては別の行動規準が用いられている場合が多い。主体の行動の予測と

行動の評価は同一の行動規準より導かれるべきである。第3に費用便益理論の本来の

評価対象は，市場財（すでに支払い対価によって価値づけられた）の獲得，喪失であ
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るが，交通施設整備のインパクトとしては，汚染，騒音，震動などの環境財への影

響，時間節約などの非市場財のアウトプットが多いことである。これについては，市

場財便益を定義する場合と同じく，厚生基準にのっとって便益定義ができるかどうか

の検討を必要とするものである。また，同時に実際のプロジ＝クト評価への適用とい

う観点から，その定義にしたがった計測方法の確立が必要がある。第4は，費用負担

問題である。いうまでもなく，費用便益理論は，プロジェクトの社会的視点からの成

否の判断材料を提供するのみであり，誰が費用を負担するかについては関与しない。

交通施設整備は，一般に多大な投資を要するものが多く，補償理論を一歩越えたとこ

ろから，負担理論への展開を図る必要があると考えられる。
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第2章　交通施設の統合的便益評価手法

　本章では，主な形態の交通投資によって誘発される，さまざまな（市場的，非市場

的また直接的，間接的）変化を統合的な手法によって評価する方法論について明らか

にする。さらに，この統合的手法によって評価された便益が，交通投資が地域におよ

ぼす開発効果と一体であることを示す。

2－1　地域厚生の評価要因

　交通施設の評価とは，交通施設の存在，利用により誘発される種々の環境の変化

を，それが社会にとってどれだけ望ましいのか，また，そうでないのかを判断するこ

とである。

　したがってそこでは，誰が判断するものか，判断する材料（厚生に影響する要因，

評価要因）は何であるのかを決めることがまず必要となってくる。

　上記の評価要因の広がりを従来の費用便益手法の直接的な便益（すなわち輸送コス

ト低下）に限ることなく，この従来の便益も含めて結局“人の厚生，福祉”にプラス

するのか，マイナスするのかを，直接・間接のつながりを考慮して分析していくとこ

ろに本研究の意義のひとつがあると考えられる。

　地域厚生は，その地域で行動する各主体の厚生の総和であり，地域の発展，成長と

は地域厚生の評価要因のレベルが望ましい方向に変化することを意味している。

（1）交通投資効果の波及の仕方

　交通施設の効果の発現は概略すると以下の過程をふむ。

　ある主体が施設を提供し，企業，家計は自らの行動の評価基準にもとついて，この

施設の利用を決定する。従来の直接効果による評価の場合はここまでの効果体系を考

えていたが，本研究は，これを拡張して上記の直接的利用を契機とする経済・社会の

諸変化の評価にふみこむものである。図2．1は交通施設投資による居住環境，生産環
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境の変化を受けて，経済主体が新たな最適行動をとる（調整）結果，従前の状況と比

較されるべき新たな状況が生み出されることを示している。

交　通　投　資

新しい行動環境

経済主体の最適化行動（均衡調整）

1日　均　衡

一一一一一 iインパクト）　＿＿＿＿

新　均衡

図2．　1　交通インパクトを受けた均衡調整

（2）各主体の評価内容

　主体は本研究をつうじて以下の分類がなされる。

　①　家計

　②　企業

　③　政府

　この3つの主体の中で家計は下に列挙するような財，サービスの消費，住環境（社

会・自然）の享受を通じて，直接的に地域の厚生を実現する，直接的評価主体となる。

　①消費する財の量

　②居住環境（景観，騒音，雰囲気，便利性，住みやすさなど）

　③消費するレジャーの量

　②，③については，消費するということでは①と同じであるが，GNP，GDP評価等

の貨幣評価の可能なもの（市場財）と，②，③のように市場価格の存在しないもの

（非市場財，外部財）との区別は，従来の費用便益分析と区別する上において重要な

場合がありうるので，概念的に区別を行っている。

　企業は直接的な評価主体ではないが，生産活動を通じて，消費の前提となる財，

サービスの供給，また労働提供に対する所得支払いを通じて家計（直接的評価主体）

の評価に影響を及ぼす。
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　政府も企業と同様に直接的な評価主体ではないが，交通施設を整備することにより

企業行動，家計行動を通じた諸効果を誘導し，最終的に家計の評価に影響を及ぼすも

のである。したがって交通施設を提供するための負担のあり方，および企業，家計の

当該施設に対する評価そのものが政府の評価要因となる。
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2－2　交通施設整備による便益評価統合化モデルD

（1）統合化の意味

　交通施設整備による直接的改善内容は，下表2．1のように輸送対象および輸送範囲

によって仕分けることができる。

表2．1　交通施設整備による改善内容

　　輸送範囲

A送対象
地　　域　　内 地　域　間

貨　　　物 域内貨物輸送交通の改善 域間貨物輸送交通の改善

旅　　　客 域内旅客交通の改善 域間旅客輸送交通の改善

　本章で展開する交通便益評価の統合化モデルは，これらの類別化された交通改善に

対して，下記の点で一般化されたものとして提案されるものである。

　①基本的モデルのバリエーションとして，それぞれの類別化された便益を表現で

　　きること。

　②便益の評価は，いずれも帰着（すなわち各主体の経済行動の結果の状態）とし

　　ての家計の効用の変化に基づいていること。

　③効用概念を導入することにより，市場財と非市場財（環境や時間）とを同一尺

　　度で評価できること。

　③は非市場的要因を評価体系にとりこむことを意味している。また②の家計の帰着

便益の評価に際しては，一般的均衡論アプローチ2）一資源量を固定した場合の諸変

化を考慮する一によるインパクトモデルを導入することにより，従来からの間接効

果に付随する問題点である“二重計測”からの分離を可能にしている。

（2）主体の行動のモデル化

　ここでは，交通施設の整備が

　・家計の効用に与える変化
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　・家計の効用の変化に基づく居住地選択の変化（人口移動）

　・企業の利潤の変化に基づく生産地（立地場所）選択の変化（資本移動）

を明らかにするための基礎となるべき経済体系をモデル化する。

　このモデルは，交通施設の直接的なインパクトによって，整備前後の均衡状態が如

何に変わるかを定式化したものであり，特に本研究のひとつの視点である地域開発

（帰着）効果の大きな要因となる地域間の人口移動，資本移動のメカニズムを組み込

んだものである。

　上記の分析目的のため，以下の簡略化のための仮定をおく。

（仮定1）2地域2財の経済を考え，それぞれの地域は一・方の財の生産に特化されて

いるものとする。

（仮定2）交通の費用として，ある特定の財の消費および時間の消費を考え，交通施

設の整備は，直接的には，これらの財および時間の消費分を軽減するというインパク

トを，この経済に与えるものとする3）。

（仮定3）両地域の合計の家計数は固定されており，両地域間の家計分布は，両地域

の家計の効用が等しくなり移動のメリットのない状態で均衡するものとする。

（仮定4）両地域の合計の資本量は固定されており，両地域の資本分布は両地域の資

本に関する生産性が等しくなって資本移動のメリットのない状態で均衡するものとす

る。

（仮定5）企業の生産は労働投入量および資本設備量に依存する。また生産関数とし

ては収穫一定（Constant　Return　to　Scale：CRS）および生産要素に関しての限界生産

性の逓減を仮定する。

（仮定6）財（貨物）の輸送サービスを行う企業は，輸送対象財の生産地での購入費

用プラス輸送に要した費用を消費地での売却収入により回収するものとする。

　モデルの構造は以下のとおりである。

①　家計分布

　二つの地域をそれぞれ地域1，地域2とよび両地域の家計数をN，（i＝1，2，以下

この表記は省略する），総家計数をノVとすると（仮定3）は，次式で表わされる。

　　　　　　　ノ＞tl「ト1～「2＝1～「　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　1）
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②　労働分布

　家計は1単位の労働を，どの家計も固定的に，また居住地域と同一の地域において

提供するものとする。この場合，両地域で生産に寄与する労働力は，Lt（＝N、），両地

域合計でL（＝ノV）であり，

　　　　　　　L，十L2＝L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　2）

となる。各家計は，要素所得として地域1，2でそれぞれWl，ω2を受けとる。

③　資本分布

　資本は両地域全体としてK単位（以下Kとのみ記す）を家計全体が平均的に保有し

ているものとする。資本の計測単位は任意であるので，家計の保有分を1単位と定義

する。どちらの地域の生産に投資を行うかは，全く自由（労働提供が属地的なのに比

べて異なる）であり，常に資本利子（レント）rが両地域で等しくなるように，κ，，

κ2に配分される。

　　　　　　　Kl一トK2＝＝K　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2．　3）

　したがって両地域の家計は，等しくrを要素所得として受けとる。

④　企業行動

　企業は，両地域において，f、＝F、　（E、，　K，）なる生産関数を具えているものとする。こ

こにE，は，労働投入量のうち交通に投入される分を除いた実質的な労働投入量であ

り，のちの交通投資による時間短縮の効果の分析のため導入された概念である。すな

わち，生産量f、に応じて，また単位あたりの生産に必要な労働投入量（eとする）に

応じて交通への労働投入量が変化し，したがって実質的な生産に回される分が変化す

るという関係を次の式でモデル化する4’。

　　　　　　　E、－1－2。ft＝＝L，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　4）

　交通施設整備による所要時間の短縮はeの減少で表現されることになる。

　企業は，上式の制約のもとに，インプットの量を調整することにより利潤を最大化

するものとすれば，次の最適化問題として企業行動が定式化できる。

　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　㍑・FP・×∫rω・・L・一・Ki　　　　　（2・5・・）

　　　　　　　　　sub．　to　E∠十2。∫、＝L‘　　　　　　　　　　　　　　（2．　5．　b）

（2．5．a）式の最適化条件としての
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　　　　　　　　i　　　　　　　（Pl一ωi・　e）・　fiEi＝wl　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　6．　a）

　　　　　　　1）：×∫iκ、＝r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　6．　b）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　iおよび（2．5．b）を解くことにより企業行動はLi“（P‘，ωi，r，　e），Ki“（Pl・，Wi，r，　e），

Ei“（pL　wi，r，　2），∫i“（Ei培，Ki“　）等の最適解として，1）1，w、，r，　Eの関数の形で表わされる。

この場合，企業の最大化された利潤は，

　　　　　　　　　　r　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　π＊（1）i，Wi，r，1！）＝＝Pl・∫i“一ωt・Li“－rKi“　　　　　　　（2．7）

として間接利潤関数として表わすことができる。ここにPl，1）；は，二つの財のそれぞ

れの生産地べ一スでの価格であり，ん、，∫、K，はf，のL，及びK，による偏微分，すなわ

ちi財の生産に関する労働生産性及び資本生産性を示している。

⑤　家　計

　家計は，居住地の選択および二つの財の消費を調整することにより，効用を最大化

するものとする。この行動は下のような最適化問題として表わすことができる。

　　　　　　　・Vax　u（　x；，x＞，Q、）→　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2。　8．　a）

　　　　　　　｛xl，x：｝

　　　　　　　sub．　to　l）1’xl十」P…’xl＝yt　　　　　　　　　　　　　　（2．　8．　b）

　ここにエ；（i＝1，2，」ニ1，2，以下この表記は省略する）は，i地域において両

財の価格がP㌔，P，，家計の所得がyiである場合のゴ財の需要量，　Q，はi地域での居住

環境を表わす。

　上記の最適化行動の結果は，両財に対する需要関数として表わすことができる。

　　　　　　　x；＝Z）ノ（ゴ　tノ）1，P2，ッ、，Q、）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2・　9）

⑥　交通生産

　他地域において生産される財に対する需要（㎡，i≠ブ）は輸送を必要とする。（仮定

2）によりこの輸送費用は以下の式で表わすことができる。

　　　　　　　t、＝ヱ1×α（i≠」）　　　　　　　　　　（2・10）

　ここにαは輸送投入係数，すなわち，ノ地域へのi財への輸送にさいして同一財を消

費する割合（スカラー）であり，t，はi財の物量で表示された輸送コストである。

　また，ここでは交通企業は（仮定6）により原価を回収するのでその収入および支

出は下式のように均衡している。

　　　　　　　1）；’xざ一ノDl’（ti→－rf）＝0（i≠」）　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　11）
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⑦　所得分配

　生産要素は労働および資本であり，家計は1単位の労働と資本を提供するので，

　　　　　　　ッFω‘十れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．12）

が成立する。

⑧　財の需給均衡

　二つの財について，両地域での消費需要と輸送投入需要とが生産量に一致しなけれ

ばならない。したがって以下の需給均衡式が成立する。

　　　　　　　　　　　1　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　2　　　　　　　X，＝L，・ヱ1十Ll・xl十L2・tl＝L，・x1十L2・xl・（1十α）　　（2。13．　a）

　　　　　　　　　　　2　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　1　　　　　　　×2＝L2・x2十Li・x2十L，・t2＝L2・x2十L，・x2・（1十α）　　（2．13。　b）

　なお，X，は∫、（L，，　K、）で決定されるi財の地域全体の生産量を示している。

⑨家計の効用の両地域間均衡

　地域iの家計の最大化された効用を間接効用関数の形でV、（1）；，pl，yt）で表わすと

　　　　　　　　　　1　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　2　2　　　　　　　Vl（1）1，p2，　y，）＝V2（1）i，1）2，Y2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　14）

の条件においてはじめて人口移動が停止した状態となる。

　以上の（2．1）～（2．14）の方程式体系は，25個の変数（Pl（うちPlはニュメ

レール価格としてPf…≡1），・y，，　Wi，　N。　K，　E、，　r，　x｛、，　t，，ム，　X．）および25個の独立な方程

式（ワルラス法則により全体のうち1個は従属である）5）より成っており，経済の均

衡体系を記述しているものである。

（3）交通投資便益の定義

　（1）で構成したモデルにより，交通投資のインパクトを受けた各主体の行動による状

態の変化を導くことができる。評価とは，この状態の変化を，望ましさを表現する事

であり，ここでは，その望ましさを，次の便益の定義によって尺度化する。なお，こ

の便益の定義の厚生経済理論的裏づけの詳細，また，本研究における評価の一般化の

ひとつの対象となる公共財（時間，環境）の評価において，この定義が，理論的整合

性をもっていることの説明は、本研究の第3章において詳述する。

　厚生経済理論の立場に沿った便益の定義として，補償的変位（Compensating

Variation；CV）と等価的変位（Equivalent　Variation；EV）とが従来用いられてき
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た6）。いずれも効用変化の貨幣ターム換算額（所得補償額あるいは支払意思額の形を

とる）であるが，プロジェクトによる環境の変化の前の状況において変化後の効用を

達成するための所得補償てあるか，また変化後の状況において変化前の効用を維持す

るための所得補償額であるかによって異なり前者がEV，後者がCVの定義である。こ

こでは，第3章に詳述するが，CVが変化後の効用レベルおよび変化後の状況に依存

する一方で，EVは変化後の効用レへベルのみに依存する点を理由として，EVの定義

に従うことにする（以下このEVの定義による支払対価を単にEVとよぶ）。

（4）交通投資便益の評価

　1）　交通投資による改善の定式化

　（2）のモデルの経済体系への直接的な交通インパクトとしては，一般的には下のよう

な両地域間の輸送費用の低下および輸送時間の節約を考えることができる。

①輸送費用節約

②輸送時間節約

　以上の直接インパクトの形態のうち貨物所要時間の短縮によって生じる便益は，貨

物の劣化（農産物，生鮮品など）の程度を抑えることによるその財への対価の上昇に

よるものが大きいことから，個別の実態的市場の観察によって便益の定量化が可能に

なるものであり，本研究のモデルフレームを外れるものとして対象外とした。また時

間短縮については家計に生じたものは直接市場評価できないことから第3章での外部

財評価の項で考察することとして．本章では市場評価できる企業活動に生じるものを

対象とした。つぎに輸送費用節約については，貨物輸送であれ，旅客輸送であれ特定

の財を消費する形態は同じである。したがって（2）の体系でモデル化した貨物輸送費用

のみをここでの対象とした。

　以上により，一般化および市場評価が可能なインパクト，すなわち貨物輸送費用の

節約，および企業活動に生じた旅客時間の短縮を本章では対象とする。なお，市場評

価できない財の評価については第3章で考察する。したがってモデル中の輸送投入係
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数，1単位の貨物輸送のために必要なその財の投入量αの減少，および1単位の生産

に必要な旅客投入時間1の減少が直接的インパクトの定義であり次のように定式化で

きる。

　　　　　　　（改善前）　　　　　（改善後）

　　　　　　　α＝α・　　α＝α1＝α・（1一ん）　（0≦h≦1）
　　　　　　　　　　　⇒
　　　　　　　e＝2・　2・＝e1＝α・（1－h）　（　”　）

　ここにサフィックス0および1はそれぞれ，新道路の建設，新港湾の仮置などの交

通施設整備による改善の前後の輸送投入係数であることを示す。

　以下は，α，t，の変化が及ぼす諸影響の評価について明らかにする。

　2）家計の便益

　前述したように，本研究における交通投資便益は，家計の便益を意味している。1）

のインパクトは一般的には，対象とする地域間に異なった量の便益を発生させ，その

結果，両地域の居住に関する効用の均衡のための人口移動（migration）を誘発すると

考えられる。この人口移動後の状態と，移動前の状態を，EVを用いて比較することに

より，家計の便益は，その家計の人口移動のパターンごとに以下のように表わすこと

ができる。前記（2－2，（3））したようにEVはインパクトの前の状態すなわち月（o），

Yi（o）が変わらないとした時，インパクト後の効用レベルV，（P；（1），　yi（1））に達するた

めの所得補償額として便益を定義しているのでB、iをi地域から」地域へ移動した家計

の便益とすると，B、、は次の式を満足する貨幣額となる。

　　　Vi（pl（0），P；（0），ツ1（0）十Bl1）＝＝V，（pl（1），P；（1），yl（1））　　　（2。15．　a）

　　　Vi（pl（0），Pk　O）．y2（0）十B；2）・＝V2（pi（1），P；（1），y2（1））　　　　（2．15．　b）

　　　　　り　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　　　　　　　　　　り

　　　V2（P≡（0），pl（0），ツL，（0）十B22）＝V2（」pl（1），」P；（1），Y2（1））　　　　　（2．　15．　c）

　　　V2（P；（0），Pl（0），Y2（0）十B21）＝Vi（Pl（1），Pl（1），yl（1））　　　（2．15．　d）

　ここに価格等に付した（o），（1）はそれぞれ，交通インパクトによる変化の前後におけ

る状況を表わすものである。

　式（2．15）は消費関数eT）を用いて解くことができ，したがって各家計の便益は以

下のように表わされる。

　　　Bll＝e（1）1（0），γ】（1））－e（ノ）1（0），Vi（0））　　　　　　　　　　（2．16．　a）
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　　　　　　　B12＝e（1）2（0），V2（1））－e（Pl（0），Vl（0））

　　　　　　　B22＝e（P2（0），V2（1））－e（P2（0），V2（0））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　B21＝e（P2（0），Vl（1））－e（1）2（0），V2（0））

ただしP’はi地域での価格ベクトル（Pl，1）Dを示すものとする。

ここで（仮定4）より均衡は，Vi（1）＝V，（1）が成立するので

　　　　　　　Bll＝B12

　　　　　　　B22　＝B21

16．b）

16．c）

16。d）

（2．17．　a）

（2．15．　b）

となる。すなわち移動した家計も居住し続けた家計も同様の便益を享受することにな

る。

　3）地域の便益

　社会の便益は家計の便益を総計したものとすると社会（国）全体の便益（ST）は，

N，、をiから」へ移動した家計の数とすると，式（2．17）を用いて

　　　　　　　STニS，＋S2＝（Nll＋N12）・Bll＋（N22＋ノV21）・B22　　　（2．18）

となる。ここにSiC＝1，2）は地域iの帰属便益である。すなわち，社会全体の便

益の計測にあたっては，両地域の居住し続ける家計の便益と初期（変化前）の人口分

布があればよいということになる。しかしながら地域別の便益計測の場合は状況が異

なる。いま人口移動が生じた場合には，移動者の便益は移動後の地域に帰属させるも

のとすると，地域別の便益は

　　　　　　　Sl＝ノVll・Bll－F／V21・、B21　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　19．　a）

　　　　　　　S2＝∧／22．B22十∧／12．B12　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．19．　b）

として算定される。この場合は人口移動N，、のデータ，事前評価のためにはN，、の予測

が必要となる。

　4）　交通便益の統一的評価式

　2），3）は特に交通にとっての特有な便益に関する定義では無かった。ここで各グル

ープの便益を展開していることにより交通便益の性格を明らかにする。以降，Plによる

偏微分，eのγ1による偏微分，∫iのL，による偏微分等は，それぞれV、　，1，e。，sf、　L、と表

示する。

　いま地域1に居住し続ける家計の便益B11を例にとると（2．16）式より次のよう
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に表わすことができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　Bn＝e（Pi（0），Vi（Pl（1），Pl（1），Yi（1），Q】（1）））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　－e（P1（0），Vlrp1（0），P2（0），γ1（0），Q1（0）））

　　　　　　　－1、。、．（1㌦（Vlpl・dpl＋㌦・4P；胸・d・i＋㌦・dQi）

（2．20）

　（2．20）式は（1）itPl，Yi）についての変化前の状況（A）から変化後の状況（B）までの

線積分を表わしている。このBl1こそ種々インパクトに対応できかつ，非市場財（環境

財Q）も含んだ交通投資便益の統一的評価式ということができる。

　5）　交通便益の性格

　4）で導いた交通投資の統一的評価式を用いて，1）で想定したインパクト別に，その

誘発する便益の性格を明らかにすることができる。

　（i）貨物輸送対象投資の場合

　　この場合は，貨物の輸送費用の低下を表わすαの減少α。→α1（α。〉α1）に伴

　う便益が問題となる。なお，ここでは簡単のたあe＝0と仮定する。

　　まず上記の便益式に要因として含まれている価格については1地域第1財をニュ

　メレール財とすると

　　　　　　　　1　　　　　　　p1≡1　　　　　　　　　　　　　　　（2．21．　a）

　　　　　　　　2　　　2　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　1）2＝p2／p1≡1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．21．　b）

　とすることができる。また移入財の価格Pl，1）1については（2．11）より生産地価

格に輸送費用を加えたものとなるので次式となる。

　　　　　　　　1　　　　　　　1）2＝（1十α）P　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2．21．c）

　　　　　　　パ＝（1＋α）・pl　一（1＋α）　　　　　　（2．21．　d）

　したがって価格変化については

　　　　　　　　1　　　　　　　dPi＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．22．　a）

　　　　　　　　1　　　　　　　dl）2＝（1十α）・iプ・dα十P・dα　　　　　　　　　　 （2．22．　b）

である。次にRoiの定理3）により

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　陥＝一工1・陥＝一工・　　　　　　　　（2．23）

が成立するので（2．21）～（2．23）を用いて便益式（2．20）を書き換えると
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次の積分形となる。

　　　白Fll㍍・〔VI・1・1　一　・1・rp’・・＋P’＋P）＋小器α’〕4・　（2・24）

　同様にして4Pl＝∂α，dpi・・dPなので，地域2に居住し続ける家計の便益は次

の式で表わすことができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．25）B22－
轣B㌢己｛－x；・P’－xi＋・・’｝＋芸・Q・’〕・d・

　ここでαの微小な変化にたいしては

　　　　　　e・Vlyl＝e・V2y2＝1
　　　　　　　VI　　　　　　　　　　V2

であるので，

　　日1－∫1工一x；｛P’＋（P・）’｝＋Yl’＋認Q1’〕d・

B22－
轤撃堰m（x22P’－xi＋・，・’）＋㌦》‘Ql’〕d・

　さらにYi’およびy2’についてはyi’＝ω1’十〆，

　　　　　　ω1’＝flLL・L，’十∫ILκKI’

　　　　　　W2’＝（f2LLL2’＋んκ・κ2’）×1）＋∫2L×P’

（2．26）

（2．　27．　a）

（2．27。　b）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Y2’＝ω2’＋〆であることから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．28．　a）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．28．　b）

　　　　　〆＝∫IK・LLI’十∫1κκKI’＝（∫2κLL2’十f2κκK2つ・P十∫2κ×P’　　　　（2．29）

を代入して

　　yl’＝（∫1乙L＋∫1κム）ム1’＋（∫1乙κ＋∫1κκ）κ1’　　　　　　　　（2．30）

　　y2’＝｛（∫2ρL十∫2κL）L2’十（∫2Lκ十∫2κκ）κ2’｝×P十（∫2κ十ノ2D×P’　　　　　（2．31）

と表わすことができる。

　ここでは貨物輸送対象投資の場合を考えているので企業行動モデルの（2．4）

における時間係数をe＝＝oとするとL，＝E，となりfiLL・L，，∫、κ、・L，’等は生産性の変

化を表わすことになる。ここに∫、LL，∫．Lκ，みκ等はi財の生産に関する生産資源の2次

偏微分であり，∫，の変化に関連するものはL，，K、であるのでサフaックスiはfiの

後では以降省略して，ん、κ，等とすべきところをんκ等と記すことにする。

　以上の〆1，y’、の分析により所得変化はL’lpL’、，κ’1，κ’2，の資源移動量とそれ

に基づく∫iLL，fiLκ，fiκκ等の生産性の変化，および価格変化P’によって起きるとい

うことができる。

　これらのことにより，家計の交通便益を構成する要因は，交通費用の低下に直接

帰因するもの（－xl・P・4α，一云・dα），誘発された一般財価格Pの変化に帰因す
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るもの（－xl・（1＋α）・P’，一鵬1）’，（∫2κ＋f2L）．P’）および誘発された資源移動に

基づくもの（（∫ILL＋fiκL　）・L，’＋（∫1κκ＋f1κκ）・K，’，｛（∫UL＋∫2κL）・L2’＋（∫2Lκ＋

faκκ）・κ2’｝・p）の市場財を用いて評価した3類型と市場価格をもたない広義の環

境財の変化の評価分（ev、・V、’・4Q）とに分けることができることが明らかにされた。

ii）旅客輸送時間短縮（企業活動に生じたもの）

　交通投資の主要なインパクトのひとつである時間短縮の便益について考察する。

ここでは，企業行動モデルにおける，生産のための旅客（業務）所要時間の減少

（e，→4i）に伴う便益が問題となる。

　i）の費用節約の場合と同様にEVにしたがうことにより，財価格の変化，所得の

変化にもとついて，eが変化することによる便益は両地域について次のように表わ

される。

　　　　B・・　・∫i：〔一（1＋・）e」cl・P’＋〆＋∵器・Q1’〕de　（2・32）

　　　　B22－∫i：〔一x；・P’＋ツ・’＋∵1‘・Q・’〕de　　（2・33）

　ここに1の変化による価格の変化については

　　であることから，　　　　　　　　　　　　　　　　　　であり，Bl1，B22は

これらの価格変化が代入された結果である。これらの便益は，貨物輸送節約の場合

に比べて，交通費用の低下に直接帰因する，一司4αおよび，－xldαが落ちた形と

なっている。所得の変化〆1，y’2については貨物輸送費用の場合と同じく，要素所得

の変化となるが（ω’1＋〆，w’2＋〆），この中に時間短縮の変化が織り込まれる。こ

のことは次のように説明することができる。

　まず（2．6．a）式により

　　　　Wl一ラ＋｝／flE　　　　　　（2・34）

を導くことができる。この式の分母は追加的な1単位の生産に要する労働力（必要

な旅行時間（これは常にのに追加的な生産に必要な労働時間1／んを加えたも

の）を示しており，したがってVV，は生産の全体系の中に投入される追加的労働力

（L，）の1単位に対する限界生産量を示していることになる。

　（2．34）式で示された要素所得ω1のeによる変化は

　　　　Wl’一一｛会耀そ一吉嬬　　　（2・35）
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として表わされる。この式は

　　　　∫1ε’＝∫IEE・d」1＋∫1Eκ・dK

および再び制約式（2．5．b）からの

　　　　dE，＝dL，－d（9・∫i）

を代入することにより

Wl’рP一
i　一d2Q＋1／f1E）、一ゐ狽狽vik，　fili，）き耐伝’dK’

と表わすことができる。同様にして，ω、，〆についても

　　　　　　　　　　　　　　一d互

（2．36）

（2．37）

w・’
р?E－P’・∫・L＋P・〔（e＋1／／f2ε）、

　　　　　　　　｛dL，－d（」2・∫2　（e・f2E＋1）吉垣＋∫亘些〕

　　〆・4吻二∫1ぺ＝∫1κE・dE，＋∫iκκdK，

　　　　　　　＝∫iκπ｛dL一d（2・∫i）｝＋∫iKKdKi

　　　　　　　＝∫2KF．｛dL2－d（2・∫．・）｝十ノ：Kκa「K2十P’・∫2八

と書くことができる。

以上のことから時間節約をもたらす投資の便益も，

（2．38）

（2．39．　a）

（2．39．　b）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eの変化に直接的に帰因する

便益（－dE／（2＋1／fiE）2，－P・d9／（e＋1／∫2E）2），価格の変化に帰因す

る便益（一（1＋α）・xl・P’・fan，ノ）”f2K，－x；・P’）および資源移動による生産性の変

化にもとつく便益（一〔｛dL一d（2・∫1）｝・∫IEE＋∫iEκ・dKi〕／（e　・AE＋1）2，－P

．〔｛dL2－d（e・f、）｝・f2EE＋f2Eκ・dκ，〕／（2・丘＋1）2，　flκE｛dL，－d（e・∫1）｝

＋∫1κκ・dK，，∫aXE｛dL，－d（2・∫2）｝＋f2κκdK2）をその類型として挙げることがで

きる。したがって貨物輸送節約の場合と同じ類型として捕えることができることに

なる。

（5）交通投資便益の量的性格

　（4）においては，交通投資による便益を決定する要因について整理し，仕分けを行っ

た。これらの仕分けの中で環境財の評価については，他の区分の便益に純粋に追加さ

れるものであるが，他の区分の便益については市場財便益であるので独立性や地域的

帰属について整理する必要がある。
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　したがってここでは，それらの市場財便益について，交通投資プロジェクトの評価

に資するための，量としての性格，すなわち便益の独立性や地域的帰属について考察

する。

　1）　地域別便益

　前項で定式化された便益の中で市場財評価分を再掲すると，交通費用の低下

　（dα），旅客交通時間の短縮（dl）について共に

　　B11＝＝－al（P（1十α））’dα十dy，ニー　cl（1十α）dP－xlPdα十dWl＋dr　　（2．40．　a）

　　　　　　fi　　　　　　　　　　つ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　fi　　　　　　　　　　へ

　　B22＝＿x；d　a－x；P’dα＋dy2＝一、ガ4α一ari1）’dα＋dw2＋dr　　　　　　（2．40．　b）

　と表わすことができた。ここでdeが陽に出てこないのは，　yi’およびy、’すなわち所

　得の変化要因としてしかdeが影響しないからである。　deの影響を明らかにするため

　に以下のようにy，’sッ2’を展開する。

　　いま，企業の行動は（2，5）にしたがって利潤πの最大化を達成している。し

　かも仮定により生産関数は収穫規模が不変であるので，利潤≡0である。これは

　（2．7）より

　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．41．　a）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．41．　b）

　　　　π1＊（ρ1，Wbr，の≡0

　　　　　　　2　　　　π2＊（P2，w2，r，　2）…≡0

として表わすことができる。

両辺の変分を求めると

　　　　　　　1　　　　π】pl　dp1十πIWidw1十πidr十πIE・d2＝0

　　　　　　　2　　　　π2房dp2十π2．，dw2十π2dr十π2c・de・＝0

ここでRoiの定理により

　　　　π　lpl　＝十Xl＊，π　lw、＝－L，＊・π1・＝－Kl“

　　　　π　2pi　＝十X2＊，π　2w，＝－L2＊・π・2r＝－K2“

が成立する。またπtt，π2ξについては以下のようにして

　　　　π19ニー∫1・flE，　Z　2　EニP・（一∫2）・玩

を導くことができる。

（2．　42．　a）

（2．42．　b）

（2．43．　a）

（2．43．　b）

（2．44）

まず地域1についての，時間投入係数eの変化による利潤π1の変化は

　　　π1‘＝∫】‘一ωIL】‘－rKi　c＝（∫iE・Ei　f十∫iκ・Kl　fi）一ω］L】‘－rKi‘　　　　（2．45）
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である。ここでπllは最適状態間での変化とすると

　　　　∫1κ＝r＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　46）

　　　　∫iL＝∫1EEL　1＝ω1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　47）

が成立している。企業行動における時間制約式（2．5．b）式ef，　＋E、　＝・L，をL，で

微分することにより，労働の追加的単位雇用による限界的な生産への投入増は次式

で表わされる。

　　　　ELI＝1－e・fLl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．48）

　すなわち単位雇用によって結局増加する生産量ノ、，に必要な交通に投入される労

働e・f，、をさし引いたものが生産に投入されるということを示している。

　（2．46）（2．47）および（2．48）を利潤の変分式π、E（2．45）に代入すると

ると

　　　　πIE＝∫iE×Eie－ZVILIE　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．49）

　　　　　　＝∫iE×Eie－∫iE（1－2　fL，）・Lie

　　　　　　＝flE（Elε一Lig）十∫IE・2・fL1・Lie

となり，さらにこの式に再び時間制約式をこんどはeで偏微分したもの

　　　　1・∫iE一ト∫1十Ele＝Lie　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　50）

を代入すると結局

　　　　πIE＝∫iE・（－E・ん一∫1＋e・fLi・ム1D

　　　　　　＝∫iE・（－9・ん一∫，十E・ん）

　　　　　　＝∫iE・（一ノ1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　51）

を導くことができる。

　（2．51）は企業にとっての時間投入係数の減少の効果はf，，，　e（一∫i）・dl，すな

わち所要時間短縮に伴う労働の生産投入増加分（－fi・ne，　de＜0なのでこれは正）

に労働生産性f，Fを乗じたものとして表わすことができるということを示すもので

ある。

　地域2の企業についても同様にして

　　　　π2e＝ノ）・∫2E・（一∫2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．52）

が成立する。
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　（2．42）に（2．43）及びdl）1＝0，dl）iニdl）を代入するとき，結局企業行動に

ついて

　　　一Li’dWl－Ki・dr－∫i・∫iε・d2＝0　　　　　　　　　　　　　　　　（2．53．　a）

　　　X2’dP－L2’dw2－K2’dr－∫2・∫as・d2＝0　　　　　　　　　　　　（2．53．　b）

が成立することになる。

　地域毎の全体便益は，それぞれSB，，　SB2とすると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SB，＝Ll・Bll＝－Lドェ2・（1十α）・dP－L，・」τ2・P・dα十Li・（dw1十dr）　（2．54．　a）

　　SB、＝L、・B22＝－L、・xi・d・－L、・xi・dP＋L、・（dw、＋dr）　　（2．54．　b）

である。

　（2．13．b）のX、＝L2・Xl・（1＋α）および（2．53）を（2．54）に代入する

ことにより結局

　　SB，＝・－L，・．，・1・（1＋・）・dP－L，・xl・P・d・－f、・f、E・de　　（2．55．・）

　　SB、一＋L，・xl・（1＋α）・dP－L、・xi・dα一P・∫、・f、，・de　　（2．55．　b）

として，地域別の便益が表わされる。

　SB，，　SB2は，交通投資の直接的効果である投入係数α，eの変化dα，de（共に

負）および一般均衡的調整の結果生じる一般財の価格変化dPの変化，すなわち交通

投資にとっては間接的な効果によりなっている。表2．2に効果の仕分け別，地域別

表2．2　地域別便益の帰属

　　地域

�ﾊ
1地域 2地域

直接的な効果

費よ

pる
ﾟも
�ﾌ
ﾉ

＿L1必・Pばα

i財2購入額の節約）

　　2－L2・κ1・4α

i財1購入額の節約）

時よ

ﾔる
ﾟも
�ﾌ
ﾉ

一∫1εプ1・〃

i財1の生産高増）

P・∫2プ2ピ〃

i財2の生産高増）

間接的

�@果

　　　1－L1・κ2・（1＋a）・4P

i財2購入額の増加）

L1畦・（1＋α）・4P

i財2の移出額の増加）

表中の（）書きは．dα＜0，dl〈O，dP＞0の場合の前提とした
ものである。
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　　に効果内容を示したが，次のことから明らかにされたと考えられる。

　①直接的な効果については，交通を必要としている量（移入量，業務旅客所要

　　量）が大きい地域ほど節約便益が大きい。

　　　これは，dα，deが両地域について同一の直接的インパクトであるという仮定

　　にもよるが，この仮定を外してdαi，dα、，de，，　de、としてインパクトに差を与え

　　たとしても，この性質は変わらない。

　②間接的な効果は，両地域には正反対の効果となる。生産地での価格変化は，そ

　　れが移出入される場合には売る方と買う方で売上げ増と購入増という裏返しの効

　　果となって地域差を生ぜしめる。

　③（仮定3）より，両地域の家計あたりの便益は均等であるので地域別便益につい

　　て

　　　　　SB，　SB，

　　　　　L，　L2
　　　　　TSB＝SB，十SB，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　56）

　　が成立しているはずである。したがって直接的な効果の発生量の差違が間接的な

　　効果によって上記の均等式が成立するように調整されていることになる。このこ

　　とは，家計あたりの直接効果便益が等しくない（これが通常である）場合には，

　　必ず一般財価格の変化が起こり，間接的な効果が両地域に誘発されることを示し

　　ている。

　④③の（2n56）式より両地域の便益SB，，　SB、は共に負かまたは共に正である。

　　ここで後記するように社会全体の便益SB，＋SB2は通常正であることから，交通

　　投資の便益はSBI＞0，SB2＞0となり，両地域において正であるということが

　　できる。

　2）　社会全体の便益

　交通投資を，プロジェクト自体として評価する，すなわち帰属には目を向けず，総

計としての評価（国民経済的評価）を行う場合は，両地域の便益合計が問題となる。

　社会全体の便益TSBは両地域便益SB！，SB2の和であるので（2．55）式より

　　　TSB＝SB，十SB2＝－L，・rl・P・dα一L2・xi・dα一∫iE・∫1・de－∫2F．・∫2・de　　（2・57）

となり，間接的なdノ）による効果部分が相殺される。したがって社会全体の便益をみる
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上では一般財に間接的に及ぼされた価格変化の効果は考慮しなくても良いということ

がわかる。

　通常の交通投資の場合は，dα＜0，d4＜0であるので社会全体の便益は明らかに

正である。そしてこの事実は地域別便益も正であることの根拠ともなっている。
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2－3　交通投資の地域へのインパクト

　インパクトとは，一般的には，交通施設整備によって変化する経済社会の側面を意

味しているが，ここではもっと厳密に，一般均衡体系の変化，すなわち各主体の最適

行動の変化の結果生じる新しい均衡と旧均衡との差異として定義することができる。

　交通施設整備の直接的インパクトは，交通費用を低下させ（α），所要時間を節約し

（の，騒音，大気汚染の発生のように環境を劣化させる（Q）ことの組み合わせから成っ

ている。諸インパクトは，これらの直接インパクトの他に，外的条件（直接インパク

ト）変化に伴う最適行動の変化としても出てくるが，地域便益に関連するこれらの

構…造的変化要因は具体的には（2．55）より家計数L，，L2，家計あたり移入量xl，

云，生産量XI，X2および価格Pであることがわかる。

　これらの要因の変化（インパクト）は，家計の効用関数及び企業の効用関数を特定

化することによって正確に把えることができる。したがって，ここでは，定性的に判

断できる事項を，直接的インパクトとして交通費用の低下があった場合についての地

域間交通量へのインパクト，人口移動，資本移動へのインパクトに絞って明らかにす

るものである。

（1）輸送へのインパクト

　交通量は，第2財についてみると，全体で

　　　　　G、－L、・易　　　　　　　　　　　　（2・58）

で表わすことができる。ここにG，は第2財の地域間輸送量である。交通費用の低下

dαによるG、の変化分（インパクト）は，L，およびゴをαの関数とみて

　　　　　dG，＝L1・dxl十xl・dL，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．59）

である。dL，，すなわちαの変化にたいする家計の分布関数（人口移動関数）および

dxl，すなわち地域1における家計の第2財にたいする，αに関する需要関数がわか

ればよいことになる。L、，司に限らず他の関連変数も，種々のαを与えた時の，本章

（2）の一般均衡モデルの解として需要関数，供給関数，家計の分布関数を知ることがで
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きる。L，についてはαの変化によるインパクトは次項で考察する。　xlについての需要

関数は，価格体系Pl，門および所得ylで決定され，また，これらの変数はすぺてひと

つのαにたいして1組の値が均衡値として決まることを考慮すると，xlは

　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　ニτ2（α）＝二τ2（P1（α），ノ）2（α），yl（α））　　　　　　　　　（2．60）

と表わされる。したがって，PKα）≡1，ノ）1（α）＝P（α）・（1＋α）であるのでαに

よるxlの変化は

　　　　　dxl（α）－xl・｛（1＋・）・dP＋Pd・｝＋鋤，・dy1　　（2．61）
　　　　　　　　　　　pl
となる。地域間輸送量の変化は結局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dG，＝L，・エ2　・P・dα＋L】・エ2　・（1十α）・dP＋Li・x2yl十x2・dL，　　　（2．62）
　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　ρ2　　　　　　　　　　　　　P2

で表わされる。すなわち，直接費用の低下のみによるインパクトL，・xl　pl・P・dα（図

2．2のA），一般財の価格変化によるインパクトLi・rl　pi・（1＋α）・dl）（図2．2のB），所

得の変化によるインパクトL，・xl・dy，（図2．2のC），および家計移動によるインパク

トxldL　，（図2．2のD）とにインパクトを仕分けることができる。

α0

α1

　　　　　　　　　　　　図2．2　交通インパクトの区分

　上記の4つの仕分けのインパクトの中で，Aについてはdα＜0，轟｛＜0より通

常は正である。他のB，C，Dのインパクトについては，　dl），　dy、，dL，の符合に依存

しており，ここでは決定することはできないが，家計の効用関数および生産関数を特

定化すればそれぞれのインパクト，さらにはそれらを総合した輸送量へのインパクト

dG、を知ることができる。
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（2）人ロ・資本の移動へのインパクト

　人口の移動の源泉はここでは，両地域間の家計効用の差であり，交通費用の低下と

いう外的要因によって生じた両地域の家計の効用差は，家計がどちらの地域に居住し

ても同等である状態まで人口移動を通じて調整される。また，資本の移動の源泉は両

地域間の資本利子率の差であり，同じように交通費用の低下によって誘発された利子

率差は両地域において同等となるまで資本移動を通じて調整される。

　これらの2つの種類の調整は，同時になされるので，両資源の移動量は次に示す2

つの条件式（2．62）および（2．63）を満足する必要がある。まず人口移動につい

ては，αの変化に対して両地域の家計の効用の変化分4γ，，c71”ti「、について

　　　　　dV1＝ゴレ2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　62）

が成立する必要がある。さらに資本移動については両地域の資本利子率の変化分dri，

dr　2について

　　　　　dri＝dr2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2。　63）

が成立しなけれぽならない。

　両式について両資源移動量の性格を明らかにするため以下の展開を行う。

　まず，（2．62）式は（2．14）式の微分形であり，

　　　　　avt＝＝V㌧メ》1’dpl十Vilb；・d∫）1→－Vi　yt・dy、　　（i＝1，2）　　　　　　　　　　　　　　（2．　64）

と表わすことができる。ここでRoiの定理3）により

　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　Vilbノ：＝＿Vi　yt．．cノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　65）

　式（2．65）は，所得の限界効用と，ゴ財購入量との積で表わされた，価格P，に関

する限界効用式でありこれを（2．64）に代入すると

　　　　　　　　　　　　：　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　；　　　　　（7rii／、＝－Vi　yt・（Xl・dP1十x2・dP2－dy、）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　66）

と書き替えることができ，（2．64）式は結局，次の価格変化，所得変化および購入量

で表わすことができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　2　　　2　　　2　　　　　　1　　　1　　　l　　　1　　　　　xl．dp1＿x2．dp2＿dy，＝＝xl．dp1十x2・di）2－dy，　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　67）

（2．67）の中で，dy，，　dy、は，（2．12）式によりそれぞれdω1＋dr　i、および

dw，＋dr　2に等しいので（2．6）式を微分することにより

　　　　　dyi＝dω1十dri＝（∫IKK十∫ILκ）・dK，十（∫ILL十∫ILκ）・dL，　　　　　（2．68．　a）

一29一



　　　　　dツ2＝4ω2＋drz＝P・（∫2κκ＋∫2Lκ）・dK，＋P・（ん汁∫2Lκ）・dL2

　　　　　　　　　　　　＋（ノ2κ＋ノ2L）・dP　　　　　　　　　　　　　　　（2。68．　b）

となり資源移動量（dLi，　dKi）および生産物の実質価格の変化による生産性の変化に

よって表わされることになる。

　ここで導入された資源移動量（dL　i，　dKi）についてここでは仮定により両地域で固

定されているので

　　　　　dL，＝－dL　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　69）

　　　　　dノ（2＝＝－dK，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．　70）

が成立する。

　さらに（2．67）式中の価格変化dl）ltdPl，dl）1，d」Piは前述した方法により，相

対価格化によりdP　l＝0，dP　l＝（1＋α）dP＋Pdα，dP　i＝dP，　dノ）1＝4α（∵1）1≡

1，Pi＝（1＋α）P，　pi＝P，　P？＝（1＋α））と置きかえられるので（2．67）式は結

局，次の（2．71）のような地域1の資源移動に関する式として表わすことができる。

　　　　　　　　　　　　2　　　エ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　AdK・＋BdL・ニ（x一x2・P）・dα一｛（1＋α）・x、－x、＋∫、κ＋∫、L｝・dP（2．71）

　ただし　A＝flκκ十∫ILκ十P・∫2κκ十P・∫2Lκ

　　　　　B＝flLL＋∫ILκ＋P・∫2LL＋P　・　facκ

である。また，（2．63）式についてはrl＝P｝・∫1κ，r2＝P；・∫2κ，およびpl＝〃）；＝1）より

　　　　　dri＝∫1κκ．dK，十∫1κL・dL，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．72．　a）

　　　　　dr2＝d1）．f2κ→＿p（∫2κκ．dK2十∫2κL．dL2）　　　　　　　　　　　　（2．72．　b）

であるので，同じように地域1の資源移動の式として表わすことができる。

　　　　　（∫1κκ一1一ノ）f2κκ）・dK2－F（flκL十1）∫2κL）dL，＝一∫2κ・d1）　　　　　　　　　　（2．　73）

（2．73）式を用いると（2．71）式の独立な部分だけをとり出すことができ，（2．

73）一（2．71）式により，人口移動条件式（2．71）式は次の（2．74）式と書き

かえられる。

　　　　　　（flLκ＋Pf2Lκ）・dK，＋（flLL＋PfZL）dL2

　　　　　－（　2　　1x一r2P）d・一｛（1＋α）．，1－　，；＋∫、、｝dP　　　（2．74）

（2．73）式は，交通投資に誘発された財の価格の変化による資本生産性の変化の両

地域間の相違を，また（2．74）式は，交通費用の低下の両地域間の相違および財の
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価格の変化による労働生産性の変化の両地域間の相違を，共に人口および資本の移動

による実物労働生産性および実物資本生産性の変化の両地域間の相違によって埋め合

わせる（均衡させる）ことを示している。

　なお，資本移動による調整の中で，交通費用の低下による効果が表われないのは，

仮定により生産関数の中に交通費用を含んでいないことによっている。すなわち，資

本移動が生産サイドの利潤最大化行動であるので，dαによる直接的な影響は無く，

財価格の変化を通じてのみはたらくことになる。この仮定を外しても（2．73）式の

右辺に交通費用の変化の項目がつけ加えられるのみで，アプローチの方法は基本的に

同じである。

（2．73），（2，74）両式を満たすdK　2，　dL　2を確定するためには，家計の効用関数

（あるいは間接効用関数），企業の生産関数等の特定化を行えばよいが，インパクトの

仕分けに応じて次のことは定性的に判断できる。

①直接効果（dα）によるものを考えた場合

　　（2．73），（2，74）式よりdK　2を消去すると

　　　　　　｛（flκκ＋P・∫2κκ）（flLL＋P・f2LL）一（flLκ＋P・∫2LK）2｝dL・

　　　　　＝（xl－xl1））・dα・（∫1κκ十ノ）・∫2κκ）　　　　　　　　　　　　　　　（2．75）

　が導かれるが，ここで生産関数∫i，ノ2については（仮定3）より収穫一定（CRS）

　であるので次の理由により（2．75）の左辺の｛｝は≧0となる。まずCRSより

　ft＝L、・fiL＋K，・fiKが成立する。この式を㍑およびKiで微分するとそれぞれL，・

　fiLL＋K，・∫iKL＝0，　K、・∫iκκ十L，・fiLκ＝0となる。この両式のKi／L　iを等しくおくと

　∫，LL　”　fiκκ＝f、Lκ2が導かれる。｛｝内を展開してこの関係を用いると｛　｝＝P・

　（∫2κκ・∫ILL＋flκκ・f2LL－2・∫ILκ・∫2Lκ）＝ノ）｛（～疏㌃一后㌃）2｝≧0となる。

　この関係とdα＜0，さらに限界生産性は逓減することが仮定されているので（∫1κκ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　1　＋∫）f2Kκ）〈0であることからdL2の符合は（x一riP）の符合に等しいことにな

る・したがって最；Pに応じてdL・ミ・すなわち池地域からの移噸の大き・・

　方の地域に対して他方地域からの人口移動が生じる。これは直接効果としての交通

　費用節約はもとの移入額の大きさに比例するため，移入額の大きい方の地域での交

　通費用節約による家計の効用増の方が他の地域よりも大きくなることを示している。
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　　また（2．75）式において（∫1κκ＋P∫axκ）〈0，（∫1κL＋P∫aκL　）＞0であるので，

　dK　2，　dL　2は同じ等符合である。したがって，人口と同じように交通費用節約額の

　より大きい地域へ資本を移動することになる。

②昂財価格Pを通じた間接効果（dl））によるものを考えた場合

　　この種の効果のみをとり出すため，計算上dα＝0として（2．73），（2．74）よ

　りdK，を消去すると

　　　｛（∫1κκ＋P・ノ2κκ）・（∫ILL＋P・∫2LL）一（∫ILκ＋P・f2Lκ）2｝・dL2

　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　＝｛‘ti　一（1十α）・エ2－∫2L｝・dP・（∫1κκ十P・∫2κκ）十∫2κ・d」P・（ノ1κL十P∫2κL）（2．76）

　が導かれる。①の直接効果の場合と同じ仮定を生産関数に適用すると，左辺｛｝

　≧O，（∫1κκ＋1）・∫2κκ）〈0である。さらにCRSにおいては上記したようにf、κL　＝－Li

　・∫iLL／K、＞0が成立するので（flκL＋P∫aXL）＞0となる。符号の既知であるも

　のは以上のもののみであるので，この場合のdL　2については正負，大小の判断を一

　意に決定することは出来ないが，次のような場合が一例として挙げられる。dP＞0

　の場合（1＋α）娼（他地域への移出），∫，L（第2財の労働生産性），∫、。（第2財の

　資本生産性）が大きいほど，また堀（地域2の第2財の購入量）の小さいほど，地域

　2への人口移動量が大きいことが示されている。すなわち，いずれの項目も（dP）

　を乗ずることにより実質所得の変化を示すものであり地域2の実質所得を高めるほ

　ど地域2への流動が起きることが判断できる。

　　資本の移動は（2・73）式より・4曄・・カ・っdL・≧・・すなわち第2財価格が

　上昇し，かつ，それも総合的結果として第2地域の実質所得を増加させた場合，

　dK，はdL　2の符合と一致し，人口移動の方向と同じとなる。

　上記の例は，ありうるケースのうちの只一例であり，実際のインパクトは，家計の

効用関数，企業の生産関数の特定化をふまえたdl），　dL　2の情報を必要とするものであ

る。
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2－4　結　　言

　交通投資の地域的便益について，一般均衡アプローチを導入することにより，各経

済主体の最適化行動に基づいて生じる変化を評価するモデルの構築を試みた。そして

この方向で求められる交通投資便益の定量的性格についての考察を行ったが，得られ

た結論として次のことが挙げられる。

　①家計効用の地域間均衡化の仮定を一般均衡経済体系に導入することにより，家

　　計の地域的分布および資本投入の地域的分布を決定論的に求めるモデルの構築が

　　可能である。このことは，交通投資の影響を広域的な比較の観点から把握するこ

　　とを可能にするものである。

②上記モデルにより，交通投資が，人口移動，その他の経済行動に与える影響

　　（インパクト）を，家計の効用関数および企業の生産関数の特定化を前提とし

　　て，定量的に計測することが可能である。このことは，便益を等価的変差（Equ－

　　ivalent　Variation）による支払対価で定義するとき，この支払対価状態間の効用

　　差に基づいていることから，便益の定量的導出を同時に可能にするのものである。

③交通便益を誘発する要因は，交通費用の低下に直接帰因するもの，生産活動に

　　おける所要旅行時間の短縮により生産性が向上することによるもの，誘発された

　　一般財価格の変化によるもの，資源移動による生産性の変化によるものの市場評

　　価できる要因4類型と，家計時間の短縮によるもの，環境質の変化によるものの

　　非市場要因2類型とに分けることができる。

④交通便益の量的計測にあたっては，交通施設の直接インパクトとして微小なも

　　のを考える場合，すなわち他の価格体系，均衡値が変わらない場合（ケース1），

　価格体系は変わるが他の均衡値は変わらない場合（ケース2），均衡体系が変わ

　　る場合（ケース3）と3段階に分けて考えることができる。ケース1の場合は従

　来から実用的に用いられてきた把え方であり，需要を固定した場合の費用低下に

　　よる費用節約額，生産性の増加による生産高の増額で便益を計測するものであ

　　り，両地域に正の便益が発生する。ケース2の場合は，新たに一般財の価格の変
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　化の影響が表われる。この影響は，価格変化を正とした場合，その財の移出者に

　正の便益を，移入者は同量の負の便益として表われる。したがって，移出入の多

　寡に応じて各地域に異なった便益を誘発するが，社会全体からみると，これらの

　合計は相殺されてゼロとなる。ここでの負の便益を受けた地域でも，ケース1の

　いわゆる直接便益を加えると必ず正である。これは各家計は効用が均等化される

　ように分布し，かつ，社会全体の便益は正（価格変化の効用はゼロでありケース

　1の便益は正である）であることによる。ケース3の場合は，均衡解の変化を逐

　一求めるためのインパクト分析を必要とするものである。

⑤インパクト分析は，家計分布，輸送量，生産量などの均衡値の変化（構造的変

　化）を求めるものであり，交通投資の便益をより正確に把握するためのものであ

　る。直接的インパクトの部分については，交通費用低下による輸送量増加，従前

　の移入額の大きい地域への人口流入などを定性的に明らかにすることができる

　が，その他の諸々のインパクトについては，家計の効用関数，企業の生産関数の

　特定化を行ったのちに，本章での一般均衡モデル体系を用いて均衡値の変化を求

　めることにより定量的，総合的に明らかにすることができる。
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第3章交通施設による便益の定義と評価理論

　本章は第2章で用いた，等価的変差で定義された支払対価による便益評価（EV評

価）を公共財の評価に拡張し，さらに費用負担方式の決定にも適用が可能であること

を明らかにするものである。具体的には，交通施設整備の効果が，非市場財を通して

も表われるため本来，市場財に関しての評価理論である厚生経済学アプローチを拡張

し時間や環境などの公共財を含む市場財についてもEVによる便益評価が可能である

ことを示した。

　また，交通施設そのものが公共財的性格をもつために，私的には供給されず，した

がって供給のための費用負担についても評価する必要がある。前者のEVは効率性基

準によるものであるが，費用負担は所得配分上の何らかの公平性基準を必要とするも

のである。

　本研究では，租税理論における能力説の考え方から，いくつかの公平性の定義を仮

定し，さらに所得の限界効用の計測値を仮定することにより，費用負担方式の決定に

もEVの適用が可能であることを示している。

3－1　費用便益理論による交通施設便益の定義と測定

　本節は，厚生経済学的根拠に基づいて交通プロジェクトの費用便益分析の展開を行

う場合の便益（あるいは費用）の定義およびその定義に沿った計測方法についての考

察を行ったものである。計測は，一般的均衡分析的立場に立った場合に言いうるこ

と，計測の視点に応じた簡便化をふまえて実際の適用へのあり方を考察したものであ

る。具体的には，交通投資のインパクトが，市場財におよぶ限り，また個別の帰属を

みない限り，財価格の変化は所得の変化に相殺されること，したがって実質的な効果

は心理的な評価か，実質的な財の増減を外部的にもたらすものかのどちらかにしかよ

らないことを明らかにしたものである。そしてこれらの実質的な効果の計測方法につ

いての検討を行ったものである。
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（1）公共財評価の必要性

　従来の研究において，私的財，すなわち市場の競争価格が存在している財の世界で

は，補償所得による便益の定義が，効率性基準に合致したものであることが明らかに

され，このことが費用便益理論の適用についての裏づけを与えてきた。

　さらに近年，非市場財を使用（コストとなる），または供給するプロジェクトについ

て補償所得評価の枠組の中で評価することが可能であることが，一部の研究において

明らかにされているD。交通プロジェクトの提供する効果の中で非市場的なものの占

めるウェイトが少なくないことを考慮すると，この結論は，交通プロジェクトの評価

に大きな意義をもっているといえよう。

　ここでは，費用便益分析（Cost　Benefit　Analysis；CBA）の厚生経済学的裏づけに

関する近年の主張，すなわち等価的変差EVによる便益定義の主張が，特に公共的性

格をもつ交通便益についても妥当であることを明らかにする。

（2）市場財における便益の定義

　近年，厚生経済学が，CBAの理論的裏づけとして次の主張を示した。その主張は次

のように要約することができる。

　「公共プロジェクトのすべての損失と利得の貨幣換算値である個人の純利益（Net

Benefits）は，等価的変差によって定義すべきである。ここに，　EVとは，影響を被っ

た個人が“よい”影響をあきらあるために必要であると考える最小補償額あるいは

“わるい”影響を避けるために支払うに値すると考える最大支払意思額）と定義する。

社会的純便益は，これら個人のEVの合計値ΣEVと定義し，費用便益基準（Cost

Benefit　Criterion，略してCB基準）としてはΣEVが正のときプロジェクトの実行を

正当化する基準（これをΣEV＞0基準という）とすべきである。」

　厚生経済学が，上記のように，EVなる概念に基づくCBAの実行を主張している理

由は，私的財（Private　Goods）のみで成り立つ経済体系下において，以下に述べる4

つの命題が成立することにその根拠をおいている。すなわち，

　①EVは，個人の効用関数の単調変換であり，したがって，効用関数のそのものと

　　みなしてよい。したがって，誰も損失を被ることなく誰かの効用が増加するとい
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　うパレート改善（Pareto　Improvement）となる変化に対しては，ΣEV＞0とな

　り，またその逆も成立する。そこで，パレート改善となる変化をもたらすプロ

　ジェクトを採用するという判断基準をパレート基準（Pareto　Criterion）とよぶこ

　とにすると，ΣEV＞0なるCB基準は，パレート基準と等価であるということが

　できる2）・3）。

②EVが効用関数のそのものであるという性質より，いかなる社会的厚生関数

　（Social　Welfare　Function，略してSWF）に対しても，その関数形を与件とすれ

　ば，個人のEVを測定することによって，その特定化されたSWFに基づくプロ

　ジェクトの是非を判断することができる。とくに，ΣEV＞0基準は，それ自身が

　特殊なSWFそのものとしての性質を備えている3）。

③EVとよく対比される補償的変差CVに関しては，上記の3つの命題のいずれも

　成立しない2）’‘）。ここにCVとは，“よい”変化に対してその変化を獲得するために

　支払うに値すると個人が考える最大支払意思額であり，“わるい”変化に対して

　はその変化に耐えるため必要とすると個人が考える最小補償額をいう。またΣ

　CV＞0基準は，補償基準上の十分条件ではないが，必要条件であることは証明

　されている5）’6）’7）。

④EVは，少なくとも私的財に関するかぎり，個人の通常の需要関数を用いて測

　定することが可能である。すなわち，プロジェクトによる価格と所得の変化，お

　よび価格の変化する私的財の需要関数（および価格の変化する生産要素の供給関

　数）を知れば，EVを測定することができる2）’3）。

（3）費用便益理論による外部財便益の定義8）

　　－EVの時間財，環境財評価への適用一

　上記の私的経済体系下での等価的変差による便益定義の主張の交通プロジェクト評

価への適用性についてここで明らかにする。

　具体的には，交通プロジェクトは，その特有な効果として時間という資源財を供給

し環境財へ少からず影響を与えるということが挙げられるが，これらの一括の公共財

（Public　Goods）の評価についても，Evで定義される便益が適当であることを示すも
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のである。

1）経済行動のモデル化

　　私的財に加えて時間という資源と環境財を含む費用便益評価を行うためには，こ

　れらの資源および財の存在する世界での家計の効用最大化行動および企業の生産に

　関する利潤の最大化行動を記述することが必要である。ここでは家計については環

　境財および時間財がその効用に影響し，また企業においては時間財のみがその利潤

　に影響するものとした。

　i）家計の効用最大化行動

　　　時間および環境財を陽に取り入れた，家計の行動モデルは以下のように定式化

　　することができる。

　　　　　v（P，t，P・x，Q，T）＝Max　u（x，Q）　　　　　　　　　　　　（3．1．a）
　　　　　　　　　　　　　（x）
　　　　　　　s．t．　　」P・x＝P・x－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　1。　b）

　　　　　　　　　　t・x＝T　　　　　　　　　　　　（3．1．c）

　　　ただし，

　　　X：価格ゼロの余暇時間を含む私的財の消費ベクトルであり，生産要素の供給

　　　　　はマイナスで示す（変数），

　　　Q：環境水準を示す公共財ベクトル（パラメータ），

　　　P：Xの価格ベクトル（パラメータ），

　　　t：1単位のxを消費するに要する所要時間ベクトル（パラメータ），

　　　x：私的財の所有ベクトルから一括固定税（Lump　Sum　Tax）を差し引いた値

　　　　　（パラメータ），

　　　T：利用可能総時間（パラメータ），

　　　U（・）：効用関数，

　　　V（・）：達成可能な効用水準（＝間接効用関数）。

　　上記の一般的定式を，交通プロジェクトのCBAに適用できるような簡単な場

　合で応用すると以下のとおりとなる。この簡単な場合には，5つの私的財（また

　は私的活動）を想定する。すなわち，価格1で1単位の消費所要時間ゼロの合成

　財z，価格ゼロで1単位の消費所要時間1の余暇時間e，価格Pで所要時間tの
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交通利用量x，価格（＝賃金）wで1単位の所要時間1の労働時間tw，および価

格（＝レント）rで所要時間ゼロの所有資源量（二土地）Kである。次に，1つ

の環境水準指標Qと一括固定税mを想定する。このとき，個人は，所得（w・t、

＋rK－m）で，利用可能な時間の制約下で，私的財Z，e，X，ちをコントロー

ルして効用を最大化する行動は以下のように定式化できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　u（之，」2，z，tw，Q）（3．2．　a）　　　v（P，w，t，r・K－m，Q，T）＝　　Max
　　　　　　　　　　　　　　　（Z，2，X，t，W）

　　　　　s．t．　　z十1）・x－w・tw＝r・K－m　　　　　　　　　　　　（3p　2．　b）

　　　　　　　　　2＋t・x＋tw＝T　　　　　　　　　（3．2．　c）

　（3．2）式が（3．1）式の特殊な場合であることは，（3．1）式におい

て，

x＝
ε工

ω

zO

　x＝， 仇
　000κ

一 ，P＝

　とおけばよいことはただちにわかる。

ii）生産活動

10ρωr

　t＝，

01ε10

　生産活動への時間財の影響は，業務旅行に要する時間を介して表われるものと

する。（3，1）式を具体化した（3．2）式と同じように，企業活動も具体化し

た変数でモデル化すると以下のとおりとなる。

　いま企業は，労働投入量w、および土地K，を用いてi財の生産を行い，ωiの中

の生産行程にふり向けられる分E，とK，でi財の生産量が定まる生産関数fiを具え

ているものとする。企業にとっての労働投入量Wは，家計の選択する（上記モデ

ルで決まる）単位家計あたりの労働時間t、と，企業の雇用する労働者（家計）数

Lの積L×t。によって表わされる。また，この財の生産にあたっては，商談，契

約業務，打ち合わせなどのために単位生産量あたりe　（人・時間）の業務旅行

（移動）を必要とするものとする。

　この場合，企業行動は価格P，の第i財を，賃金W，土地費用rのもとに，雇用
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量W‘，土地量Ktをコントロールすることにより，利潤πを最大化する行動として

次のように記述できる。

　　　　　　　　　　　　Max　π＝Pi・Xi一ω・VV一rKi　　　　　（3．3．　a）　　　　π＊（ω，r，　e）＝
　　　　　　　　　　　　（w，k）

　　　　s．t．　　X，＝∫t（E，K）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．　b）

　　　　　　　　2×Xi十El＝W‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．　c）

　　ここにE，は，全労働投入量W，から業務交通への労働投入を除いた生産工程に

　ふり向けられる労働投入量である。

iii）支出関数

　　ここでEVによる便益定義と，　i），　ii）のような主体の合理化行動を結びつけ

　る道具として支出関数（Expenditure　Function）を導入する。支出関数は，直接的

　には家計の効用に関連したものであり，本研究の基本的方向である家計への帰着

　ベースでの便益定義および測定ということに合致している。なお，生産活動は，

　後に展開するが，それによって家計の獲得する所得を介して間接的に帰着ベース

　便益に影響する。

　　家計の効用最大化行動とEVとは，以下で定義される支出関数e（・）を介してリ

　ンクする。

　　さて，（3．1）式をxについて解くと，個人の私的財需要関数および生産要素

　の供給関数ベクトルx（p，t，毒，　Q，　T）を得，これを（3．1．a）式の

効用関数に代入すると，いわゆる，間接効用関数（lndirect　Utility　Function）v

　（p，t，毒，　Q，　T）を得る。　v（・）は，個人にとってのパラメータp，　t，

p元，Q，　Tが与えられたときに，達成可能な効用レベルを示すものである。この

　間接効用関数V（・）は，所得ρ元に関して増加関数であることが証明されている。

そこで，一定の効用レベル万を与えて次式

　　　　tノ（P，t，e，Q，T）＝毒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・　4）

　を満足する所得eについてとくと，

　　　　e　＝e（p，t，Q，T，fi）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　5）

　を得るが，このe（・）を支出関数（Experditrue　Function）とよぶ。支出関数の値

　は，p，　t，Q，　Tの値を与件として，一定の効用レベルuを達成するために必
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　要な最小必要所得を示す。すなわち，e（・）は，次式で定義される目的関数の値で

　ある9）・L°）川。

　　　　e（P，t，Q，T，fi）ニpc＝Min　I）x　　　　　　　　　　　　　（3．6．　a）

　　　　　　　　　　　　　　（x）
　　　　s．t．　　u（．τ，Q）≧元　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　6．　b）

　　　　　　　t．c＝＝T　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3。　6．　c）

　　ここで定義されたe（・）は，ディメンジョンは貨幣であり，しかも同一効用上

　のものであるので補償所得に関連しており，次に展開する等価的変差による便益

　定義の基礎となるものである。

iv）EVとCVの定義

　　以上の準備のもとに，交通プロジェクトの効果を考える。第一に，交通プロ

　ジェクトの建設費用は，税金で負担されるものとして，1人あたりの一括固定税

　の増分を△mとする。これは，（3．1）式の一般的定式化では元の変化として表

　現できる。第2に，交通プロジェクトは，交通に要する投入の削減（△α，第2

　章の交通費用投入係数（α）の低下）により，交通利用老に交通価格の低下をも

　たらし，さらに交通利用時間の短縮（△のをもたらす。第3に，業務交通にも

効果（△のをもたらし，生産性の向上という効果をもたらす。第4に直接，間

接を問わず環境質の変化△Qをもたらす。これらの4つの直接的インパクトは相

　まって市場メカニズムを通して交通価格も含めた価格体系全体を変化させる（△

　P，△p5）ことにより家計の効用に変化をもたらす。

　　以上の効果の発現形態のうちEVの前提となる家計の効用においては△eは陽

　には現われず，この影響は家計の獲得する所得の断面でみるものである。した

　がって交通プロジェクトの効果の帰着は，結局，個人の広義の環境（（3．1）式

　におけるパラメータ）の値p，t，西，　Qの変化として表現することができる。

　そこで，ある交通プロジェクト以前のパラメータの値がp°，t°，　lt，°・牙，　Q°であっ

　たものが，このプロジェクトによってpi，　tl，ρ田，　Qtに変化したものとする。こ

　の変化によって，（3．1）式で示されている個人の最適行動はピから，ttに変化

　し，したがって，達成可能な効用レベルがv°からvlに変化したものとする。
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　このとき，個人の純便益の2つの尺度EV，　CVを定義どおりに定式化すると次

式を満足するEVとCVの値となる。

　　　　　　　v（1）o，to，Poxo十EV，Qo，T）＝vl　　　　　　　　　　　　（3．　7．　a）

　　　　　　　v（ノ）1，t1，lb】xl，－CV，Qi，T）＝　vo　　　　　　　　　　　　（3．　7．　b）

ただし　　　vlニv（P1，tl，Pl　rl，Qi，T）　　　　　　　　　　　　（3，8．　a）

　　　　　　　vo＝v（ノ）o，tO，POxo，QO，T）　　　　　　　　　　　　　　　（3．　8．　b）

　あるいは，支出関数（3．5）式を用いて次式のように表現することもできる

9）川2）
B

　　　EV＝e（1）o，tO，QO，T，vl）一ノ）Oxo　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　9．　a）

　　　CV＝pixi－e（1）1，tl，Qi，T，vo）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　9．　b）

　さらに，（3．6）式より，消費ベクトルfおよびcを（3．10）で定義し，

　　　eニ（P°・t°・Q°・T・vl）≡P°ノ＝㌍3｛P°・T　i　u（x・Q°）≧v1・t°JC一ア｝（3・1°・・）

　　　e＝（P’・t’・Q°・T・v°）≡plc＝㌍5｛ρ1・1晦・Ql）≧v°・t’・－T｝（3・1°・b）

　さらに戸ピ＝p°元゜，p’エ1＝p｝元｜を考慮すれば，（3．9）式はつぎのようにも表

現できる。

　　　EV＝P°（∫－5°）＝P・（∫一エ・）　　　　　　　　（3．11．　a）

　　　cy＝1）1（X1－C）＝1）1（xi＿c）　　　　　　　　　　　　　　　　（3．11．　b）

　（3．7），（3．9）または（3．11）式を満足するEVおよびCVの値は，本

章（2）で定義したEVおよびCVに等しい。なぜならば，（3．7．a）式において

右辺は変化後の効用水準を示し，左辺の個人の環境は変化前の状態であるから，

対象とする変化をあきらめている。この変化をあきらめても，もしEVなる補償

があれば，変化後の効用を維持することができることを示している。したがっ

て，EVは，変化後の効用vlを維持するという条件のもとで変化をあきらめるた

めに個人が必要とすると考える最小補償額を示している。（3．7．b）式で定義

されているCVについても全く同様に，変化前の効用v°を維持するという条件の

もとで，個人が変化後の状態を獲得するために支払うに値すると考える最大支払

意思額を示している。
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　　さて，EVが効用関数の単調変換であることは，（3．9．　a）式からただちに

　わかる。すなわち，（3．9．a）式においてスーパスクリプト0のついているバ

　ラメータは，プロジェクトによって変化しない。変化するのは，達成可能な効用

　レベルvlのみである。一方，　CVについては効用関数の単調変換とはいえない。

　なぜならば，（3．9．b）式の右辺の第1項p’．ciはe（pi，ゴ，　Q1，　T，　vl）に

　等しいのでCVはvlの関数であるが，同時にpi，　tl，　Qiの関数でもあるから，　v’

　の“単調変換”ではない。たしかに，EVの場合とは逆に，基準を変化後vlとし

　て，v°の関数とみなしたときには，　CVはv°の単調変換である。しかし，プロ

　ジェクトが2つ以上ある場合の効用変化の大きさを比較するときには，vlとv°，

v2とv°を比較するわけであるから，CVを効用として用いることができなくなる。

一方EVの場合には，複数個のプロジェクトの比較に対しても単調性が保存され

　ている。

　　以上のことより，厚生経済学のいう第1と第2の命題が時間と環境財の存在す

　る交通経済の世界でも成立することが明らかにされたことになる。すなわち，

　EVは個人の効用関数の単調変換であり，したがって，公平性を明示的に考慮し

　たいかなる社会的厚生基準に対しても，EVを使用することができることがわか

　る。したがって，EVを用いて次のようにCBA基準を設定することができる。

v）プロジェクト評価基準

　　上記においてEV尺度のプロジェクト評価への適用性が述べられた。これを用

　いてプロジェクトの評価基準を次のように設定することができる。

　　ΣEV＞0基準：EVの値をすべて個人について集計した値ΣEVが正の時，プ

　　　　　　　　　　ロジェクトを実行すべきである。

　　上記のCB基準は，（3．10．　a）式を用いてつぎのように表現することができ

　る。すなわち，

　　　　ΣEV＞0⇔P・（F－X・）　　　　　　　　　　（3・12）

　　ただし，

　　　　xo＝Σxo，FニΣ∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．13）

　　　（Σはすべて個人に関して集計することを示す。）
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（4）外部財便益の測定可能性

　本節では，EVが，個人の行動が市場で顕在化したところの需要関数を用いて測定

することが可能であることを示す。このため，（3．9．a）のEVの定義にもどり，

これに（3．8．a）式およびp°x°＝e（p°，　t°，　Q°，　T，v°）であることを適用すれ

ば，次式が得られる。

　　　　　EV＝e（po，tO，RO，T，tノ（P】，ti，piエi，Qi，T））

　　　　　　　－e（po，to，Qo，T，v（∫）o，to，ρo　to，Qo，T））　　　　　　　　　　　　（3．14）

　（3．14）式のe（・）の最初の4つの変数p°，t°，　Q°，　Tは固定しているパラメータと

みなし，v（・）のの内のp，　t，Px，　Qを変数とみなしたとき，（3．14）式の右辺

は，v（・）の中の変数（p，　x，Px，　Q）に関して，点（p°，　t°，　p°x°，　Q°）のまわり

のテイラー展開を行ったものと考えることができる。したがって，（3．14）式は，次

式のように近似することができる。

　　　　　EV＝eOp　’　dP十eOt・dt十eOメdy十eOQ・dQ

　　　　　　　＋去｛・・…dP・＋e・tt・d・・＋・・…dy・＋・・QQ・dQ・｝

　　　　　　　十eOPt・dPdt十eOpン・dPdy十eOQP・dPdQ

　　　　　　　＋eO，ン・dtd．y＋eOQt・dtdQ十θOQy・dydQ

　　　　　　　十・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　15）

　ここに，右下のサブスクリプトをつけた変数は，サブスクリプトに関する微係数ベ

クトルを示し，右肩のスーパスクリフ゜ト0は点（p°，t°，　y°，　Q°）での評価値を示す。

また，yニp5としている。さらに，　dP＝ρ1一ρ゜，　dt＝tt－t°，　dy＝ヅープ，　dQ

＝Qi－Q°である。

（3．15）式を変形していくために，まず，次の恒等式に着目する。

　　　　e（po，tO，QO，T，v（po，tO，ツ，QO，T））≡y

両辺をyで微分すると，

　　　　eOン（y）・＝1，eOγy（ツ）＝0，

次に，（3．1）式に包絡定理（Envelope　Theorem）を適用すると1°｝，

　　　　ep＝e．　’　Vp　＝＝　－e．’Vy’x＝－eγ’x

　　　　et＝e．t／t＝－e．VT・コじ＝－eア゜」τ

（3．16）

（3．17）

（3．18．a）

（3．18．　b）

一44一



　　　　epツ＝一εヅヱーey・Xy　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．

　　　　etン＝一θアン・x－eT・ヱy　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．

　　　　ePP＝－eγP・x－eン・エP＝ey〆　c2十eン・xッ・x－ey・エP　　　　　　　（3．

　　　　ett＝－eTt・x－eτ・Ct　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．

　　　　ePt＝一θ〆エーey・　r・　・eTor・x2＋eτ・Xor・x－eッ・．Ct　　　　　　（3．

（3。18）式を点（p°，t°，　y°，　Q°，　T）で評価すると（3．17）式より，

　　　　eOp＝－JcO，eOt＝－eOT・．trO，eOン＝1，

　　　　eOPP　＝＝－xOp十xOxOp，

　　　　eOtt＝－eOTt・xo　一　eOτ・xo，eOyor＝O

　　　　eOPt　＝　eOTor・（xO）2＋eT・xOy・．cO－　rOt，

　　　　eOPy　＝　－xOン，

　　　　　eOtγ＝一ぴ・エ0ρ0τ・xoor，

となり，（3．19）式を（3，15）式に代入すると，

　　　　　Ey＝一τ0・dP－eOア・xO・a！；＋dy＋θOQ・dQ

　　　　　　＋去｛（－xOp＋are　一　a　Oor）dP・＋（一・・Tt・X・－e・T・・rOt・）

　　　　　　・dt2＋e・QQ・dQ2｝＋｛e°T，・（エ゜）2＋e°T・X°，エ゜－X°t｝

　　　　　　・dPdt－X°ジψ∂ツー（e°τ，・X°＋eT・X°，）・dtdy

　　　　　　＋eOQt・dtdQ＋θOQッ・dツdQ＋・・……・……・…・…・

18．c）

18．d）

18．e）

18．f）

18．9）

（3。19）

（3．20）

　（3．20）式のうちで，エおよびその導関数は市場の個人の行動より理論的には観測

可能である13）。またe°，は変化前の限界時間価値14）’15），e°Qは公共財に対する変化前の限

界価値であり16）’｜η，これらの測定方法には種々の方法が提案されている。したがって，

時間価値と公共財の価値の測定の可能性を前提として，私的財に対する需要関数を知

れば，EVが測定可能であることが判明した。

　これで，厚生経済学のいう命題4が明らかにされたことになる。

　なお（3．20）式において，dyに着目すると

　　　　　d，　・・　yl　－y・＝plxl一ρ・x・＝（P一po）x・－pi（エ・一エ1）　　　　　　　（3．21）

　となり，右辺第1項目はプロジェクトによる所有資産価値の上昇による所得増大効

果，第2項は，プロジェクトコストの個人負担分を示し，いわゆるプロジェクトコス
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トにほかならない。また（3．20）は2次項までのテイラー展開に基づいたものであ

るが，3次以降についてもまったく同様に展開可能である。したがって，EVは必要に

応じていくらでも正確に測定することができることになる。

（5）外部財便益計測への適用一時間財と環境財の評価一

　本章では，（4）の測定理論によって結論された便益定義式に，さらに，一般均衡論的

考慮を加えることにより，本研究での外部財の具体的計測方法の明確化（簡便化）を

行うものである。

1）理論的便益式の実際的適用

　　（4）で結論された便益の定義式は理論的には，市場において観測可能であることが

　明らかにされた。しかしながら便益の実際の計測という観点からは，テイラーの近

　似式の多次数にわたる観察は不可能であり，ここでは簡便化という目的から理論便

　益式の中の一次形の部分をとりあげる。

　すなわち，

　　　　　1）Bl＝－xo・∂ρ一θoτ惚o・dt＋dy＋eOQ・dQ

　　　　　DB・一＋去｛eO…dρ・＋e・tt・dt・＋・W＋・・QQ・dQ・｝

　　　　　　　　十eOpt・dPdt十eOPor・dPdy十eOQP　・　dPdQ　　　　　　　　　　　　　　（3．22）

　　　　　　　　十eOt，　・　dt　dy十eOQt・dtdQ十eOQン・dydQ十………　　　　　　　　　（3．23）

　とすると，

　　　　　EV≒Z）B1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　24）

　とおくことのできる状況を考える。この状況としては，

　①外部環境の変化，dt，　dQ等が非常に小さく，（dP）2，（dQ）2，（dt）2，（ddP・

　　dQ），……等がゼロとみなされる場合。

　②概略的な効果を見る場合。

　　などが考えられる。EVのDB，でのおきかえが，概略的であるという条件において

　　は許されるのは，第1に従来の費用便益評価においては「直接効果」としてこの

　　部分を用いてきたこと，第2に近年の研究において，EVの全体のうち約80％程

　　度がDB，によって説明されるという実証的研究例18）もあることによっている。
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2）計測項目の抽出

　　ここでEV＝DBIと近似した場合に実際の交通便益の計測上，結局何を測れば良

いのかを議論する。

　　このため，DB，を構成する変化要因の重複性の整理を，一般均衡体系の考慮のも

とに行い，第1に，その結果として結論されることになるネット（純）の変化要因

を抽出する。結論的には，直接的交通費用，生産活動面および家計行動面における

時間短縮，環境変化が抽出されるが，第2にこれらの変化についての，便益計測方

法の検討を行う。

　　まずDB，を構成する変化要因は，　dP，　dt，　dy，　dQであるが，これらの要因は，何

らかのインパクトを受けて均衡状態が変化した場合のそれぞれの動きでありすべて

が相互に独立ではない。したがって計測方法の検討のためには，これらの変数につ

いての整理，すなわち独立な変数によって便益式が構成されることがのぞましい。

　いま，これらの変数についての関連は，すでに本章の（4）に述べたことであるが，

交通施設の改善による直接的インパクトムαi（単位交通利用あたりに費すi財の

量，第2章では用いたものと同一である），△t（家計交通所得時間の短縮），△e

　（業務交通所要時間の短縮），△Q（環境状態の変化）を独立的な変化要因として，

これらのインパクトの均衡調整の結果としてDB，を構成する要因が変化するという

図式があてはまる。帰着結果としての均衡価格の変化△pは，下記の整理のために

は，交通サービス価格変化△P。（△α、の影響に間接的な一般財価格変化の影響も加

わったもの），労働財価格（賃金）変化（△W），およびその他一般財価格変化△

Pcに分けることができる。

△αi

△　ε

均衡調整 △P（△PG，△PT，△W）

@　　　△y

@　　　△t

@　　　△Q

△　t

△　Q

図3．1　直接インパクトと帰着
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　ここで，X，　pを，交通サービス（Xr），労働サービス財（t。），その他の一般財

（Xc）に区別し，対応する価格をそれぞれP。，　w，P．とすると（3．22）のDB，は

次式で表わすことができる。

　　　　DB，＝＿Xc・dPc－XT・dPアーeT・」CT・dt十dγ十eQ・dQ＋tw・dw　　　　　　　　　　　（3．　25）

　この時，誘発される一般財の価格変化dPGおよび，いわゆる，所得の変化（dy

＋t、・d。）すなわち市場的変化の部分のDB，への影響は，結局一・zrr・Pアに等しくな

る。すなわち第2章での結論と同じように，市場（貨幣的）的波及は相殺しあい，

直接的な交通費用低下の効果のみとなる。

　具体的には，ここでは以下のようにこのことが導かれる。

　まず（3．3）の間接利潤関数は，収穫一定を仮定する限り常にゼロの値となる。

　すなわち，

　　　　πt＊≡0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．26）

である。また，この利潤の変分はπ、＊がすでに最適化されたものであるので第2章

（5）で記述したと同様に，

　　　　dπ、＊＝X，．dl），＿Kl．dr＿Wt．dw十πi9　．　d　e　　　　　　　　　　　　（3．27）

と書くことができる。dπ　、＊はやはりゼロであるので，

　　　　X、．dl）、十πiE．d吻＝W‘．dW十Ki．dr　　　　　　　　　　　　（3．28）

　ここにX，，W、，　Klはそれぞれi財の生産量，その生産に関する雇用全体量，およ

び投下する資本の合計である。

　ここでi財の需給について，Xrの交通はα、・2Tだけのi財を消費すること，また

どの家計も均一であることから，

　　　　Xi＝L・（xl十Cti　rτ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．29）

　すなわちi財の供給（生産）量と単位家計の需要（交通の消費α・iXTと交通以外の

消費ri）に家計数を乗じた総需要に等しい。この関係を（3．28）に代入すること

により，

　　　　L・（X，十α　，Xr）・dP，十πie　・d2＝K、・dr十Wt・dw　　　　　　　　　　　　（3．30）

となる。

　再びどの家計も均一であることからΣκ／L＝＝K，ΣW‘／L＝ちであるので，

一48一



　（3．30）式を財全体について合計することにより，

　　　　　Σ（Xi十α、i．　trT）dl），十Σ（π　i　e／L）de・＝κ・dr十t．，・dw　　　　（3．31）

　を得る。（3．31）式は（3．25）式の市場的変化の一部である次式を導くことがで

　きる。

　　　　　＿エG．dPc＋dy＋t．dω＝（Σα、d、p，）・Xr＋（Σπit／L）dE　　　（3．32）

　　残りの市場的変化一XT・dP，については以下のように加えることができる。交通費

用は価格1）、のi財をα，単位ずつ消費するので，

　　　　　Pτ＝ΣαiPt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．32）

　である。したがって，その変分は次式である。

　　　　　dP，＝Σ（αidPi＋Pidα、）　　　　　　　　　　　（3．33）

　　以上により，市場的（貨幣的）変化の全体としては（3．32）式に（3．33）式

からのdP。を用いた一rア・dP，を加えることにより次式で表わすことができる。

　　　　　－Xc・dPG－CT・dPτ＋dy＋tw・dw＝＝一．Tr・Σ］P、・dα，＋Σ］（πtC／L）de　（3．34）

　（3．34）式は交通便益DB、のうちの市場的評価の部分は，交通費用係数（α、）の

低下dα1に基づく直接的費用の低下Σ1）、dα、による効果一．TT・Σ1），・dα、と生産側面

から生じる利潤向上分Σ（π、〆ム）・deとに帰着させることができることを示して

いる。したがってDB，の最終形は，

　　　　　DB，＝＿XTe（Σp，．dα，）＿eT．XT．dt十eQdQ十Σ（π、‘／L）dゼ　　　　（3．35）

　となり，それぞれの項目を計測して合計すれば，二重計測はないことがわかる。

　次にそれぞれの項目の計測方法について考察する。

3）外部財便益の計測

　　上記により，交通投資による便益は，

　①交通費用の低下によるもの（dα）

　②交通時間の短縮によるもので業務交通に生じるもの（ue）

　③交通時間の短縮によるもので家計の消費する交通に生じるもの（dt）

　④交通による環境変化によるもの（dQ）

　　による効果を計測すれば良いことが結論された。

　交通投資自体が税金（政府支出）でまかなわれるので，広義では①～④すべて
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が，交通施設利用者にとっては外部効果といえる。しかしながら本研究では，外部

性を狭義にとり，発生した効果に対する市場（マーケット）の存在の有無により仕

分けることにし，この意味で①，②は市場財，③，④は外部財とした。①，②につ

いてはその評価方法を第2章で述べた。ここでは③，④の外部財の評価計測につい

てその方法論をそれぞれ家計交通時間の時間価値評価，環境価値評価として順に展

開する。

i）家計交通時間の時間価値

　　家計における交通所要時間の変化dtの評価はEVに基づく便益式（3．35）式

　によれば，この式中の

　　　　ρ夢・エ；・d，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　36）

　を求めることに帰着する。上記したように，Crについては市場に顕現する交通需

　要を，プロジェクトによる変化前の時点について計測すればよく，したがって

　θタの計測が課題となる。ここでは，凶が市場賃金率Wによってほぼ近似できるこ

　とを明らかにする。

　　まずePを次のように変形する。

　　　　e；，ニθ：．1ノ；．（tノ｝／vY）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　37）

　　ここで（3．17）式によりe3・vl・＝1．0であるので

　　　　e｝＝v｝／vY　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．38）

　である。vア，　v，については（3．2）式の最大化のためのラグランジェアン式

　　　Φ＝U十λ（Z十tw十t’ヱT－T）十μ（rc・PC十PT・rT一ω・tw）

に包絡定理1°）を適用することにより

　　　vτ＝一λ

　　　vン＝一μ

を導くことができる。したがって（3．38）式に代入して

　　　e｝＝λソμ゜

が求める限界時間価値となる。

　ここで（3．

きる場合には，最適化の条件のひとつとして

（3．39）

（3．40）

（3．41）

（3．42）

2）式の最適化において労働時間とレジャー時間が自由に選択で
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　　　　；£－u・w＋λ一・・w－・　　　　　（3．43）

が成立する。しかしながら，労働市場が不完全なため，労働時間の選択が自由に

できない場合は，（3．43）式の左辺は次の2とおりの雇用状況に応じて正または

負の値となる。

　　第一の状況として，雇用機会が不足していて望むだけの労働時間が確保できな

いような場合には

　　　　∂Φ
　　　　　　＝u，w十λ一μ・w＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．44）
　　　　　∂tw

であると考えられる。∂Φ／∂tw＜0であるならば，現状の時間以上の労働は家計

効用を減ずることになり，より多くの労働を望むはずがないことがその理由であ

　る。

　次に，第2の状況として，何らかの理由で希望以上の労働時間振り向けを強い

られているような場合には，（3．44）式とは逆に

　　　　∂Φ
　　　　　　＝u，、L，＋λ一μ・w＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．45）
　　　　∂tw

であると考えられる。希望以上の労働に従事している事自体がすでに，労働の限

界効用が負に転じていることを示しているからである。

　　（3．43）～（3．45）式におけるu，wは労働そのものの限界効用であるので，

簡単のため，ここではu，。・＝0と仮定すると，これらの関係を用いてeTの値は次

のように整理することができる。

①er＝w（労働市場が完全な場合）　　　　　　（3．46．　a）

②eT＜w（雇用機会が不足している場合）　　　　（3．46．　b）

③eT＞w（過重労働を強いられている場合）　　　　（3．46．　c）

　　したがって，揚としては雇用機会が不足しているような場合には賃金率ωを用

いるのは過大評価となるので賃金率より低い値を用いなければならない。また，

希望以上の残業等により過重労働の状況となっている場合には，凶としてwを用

いるのは過小評価となるので，賃金率より高い値を用いなければならない。そし

て，これらのような労働市場の歪みがなく，自由に労働時間を選択する場合に

　は，賃金率ωによる評価が正当なeSを与えることになる。

ii）環境価値の評価

一51一



　i）の時間価値と同様に，EVに基づく便益式を構成するe8・dQを計測するもの

である。

　e8は下に述べる，環境状態の変化の家計効用への影響を貨幣タームで定義した

経済的被害というべきものであり，一般的には，以下のように定式化される。

　任意の家計を取りあげ，この家計の効用U，は，簡単化のため，この家計の所得

yおよび環境状態Qのみによって決定される。すなわち

　　　Uh＝Uh（y，Q）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．47）

であるものとする。いま，環境状態がQ，この家計の所得はyであるとすれば，

この家計の享受している効用のレベルはUA（＝Uh（y，Q））である。ここで何

らかの環境改変行為によって環境状態QがQに変わったときQ→Qが環境状態の

悪化をますものならばUh＜Uh（y，Q）であり，効用レベルは低下することにな

る。この場合，効用レベルがUhに低下するのを防ぐためには，いくらの所得支払

いに応ずるかという支払対価がEVによる等効用貨幣換算額である。

　環境がQからQに変わるとき，他の場合と同様に支出関数を次のように定義す

ると，上のEVによる支払い対価を表わすことができる。

　　　eh（Q）＝eh（Q：tth（Q））－e（Q：Uh（Q））

　　　　　　　ニeh（Q　：Uh）－e（Q　：Uh（Q））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　48）

所得

y

en（Q） ^

　　Q　＿＿＿＿＿＿＞　Q　　　　　環境レベル

　　　　　（悪化）

図3．1　支払対価による環境価値（eh（Q））
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　　変化前の環境レベルとしてQを閾値水準（Q≦Qでは効用に影響がない）を

とると，環境価値eh（Q）がまさに経済的被害として，閾値水準からの環境変化によ

る効用の損失と同等の効用をもたらす貨幣量，等効用貨幣（money　equivallent）

として，また変化が微小な場合には，貨幣と環境との限界代替率として定義され

たといいかえることができる。さらにいいかえれば，上の補償所得は，環境の悪

化（改善）に対して家計が以前と同一の効用を保つうえでその対価として支払っ

てもよい最高額を示しているので，個々の家計による環境変化に対する支払い対

価（Willingness　to　pay）として経済的被害が定義されたことになる。

　以上のような環境価値の一般的定義にしたがえば，図3．1においては環境レベ

ルの変化した分に応じた，無差別曲線上の所得変化分がEVに沿った環境価値と

いうことになる。

　ここで，計測すべきe8はこのような一般的定義による計測方法の簡便化された

ものであることが以下のように示される。

　まずeQは次のように変形することができる。

　　　eQ＝ev’vγ’（t／Q／1ノッ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　49）

　EVの定義上，　dv＝0であるので，簡単のため，間接効用関数をv（Q，　y）で

表すと

　　　VQdQ十tノ”y＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　50）

　したがって

　　　VQ／vッ＝－dy／dQ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．51）

が成立する。

　（3．17）式によるe：・vl＝1．0および（3．51）式で（3．49）式に代入するこ

とにより

　　　eQ＝－dy／dQ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．52）

が導かれる。この（3．52）式の右辺は等効用上のものであるので，結局，図3．

1における無差別曲線の傾き，すなわち微小な環境の変化に対応した等効用貨幣

量，あるいは環境と貨幣の限界代替率であることがわかる。したがってe8は，上

記の一般的定義に沿い，かつ一・次近似を行ったものということができる。この
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e8の定義に沿った，実際の計測方法としては

①環境変化による資産価値の変動を，自由な市場調整ということを前提とし

　　て支払い対価とするもの。

②環境質への選好を被害者の主観に委ねて，支払対価を導くもの。

③環境変化への対応の際の経済的支出（騒音防止壁など）を支払対価とする

　　もの。

　などが挙げられ，従来からも事例研究がなされている。実際の計測例，各方法

　の理論的特質については第5章の騒音の評価事例に詳述する。
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3－2　費用負担原則への拡張

　3－1で展開したEVによる便益評価方法あるいは便益の定義は，厚生経済学理論

における効率性基準としての潜在的パレート基準（potential　parate：補償を前提とす

るパレートの成立性）を前提としてプロジェクト実施の妥当性を評価する場合に合目

的である。

　周知ながら潜在的パレート基準は，個人間の効用の比較可能性を前提としていない。

潜在的パレートである限り，プロジェクトの費用を誰が負担するかについては，答え

を出していない。すなわち，ΣEV，≧0が成立したとしても，同じ答えを出すプロ
　　　　　　　　　　　　　1
ジェクト費用の各主体の負担αの組み合わせは無限にありうる。したがって，プロ

ジェクトの費用負担については，潜在的パレートを超える必要がある。このため，こ

こでは租税負担原則をよりどころとして，交通施設便益をとり入れた費用負担方式に

ついて一試論を展開する。

　実際の負担を前提とするアプローチは，公共財政学における租税理論にその切り口

をみることができる。租税理論では利益説と能力説を二大原則としており，前者は享

受する利益に応じた負担，後者は支払能力に応じた負担を，両極端であるがその特徴

としている。

　本研究では，これらの租税負担原則に基づいて，便益に基づく方式，費用に基づく

方式を整理し，これらの両方式の折衷案をとるという形で交通施設便益を用いた費用

負担方式の提案を行う。

　便益に基づく方式は，受益者負担方式の現実化，費用に基づく方式は，便益は特定

の構成員に帰属させることができない状況において，負担支払による効用損失の公正

化を意図したものである。これに対して，両者の折衷案は，便益の推計を外生的に行

うことにより，利益に基づく方式の弱点を補正し，さらに負担費用の効用損失の考慮

を加えたものということができる。
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（1）従来の租税負担原則

1）利益説による方法（便益に基づく方式）

　i）リンダールの方法19）

　　　利益説に基づく場合の最も市場原理に近い負担方式の例として，次のようなリ

　　ンダールの導いた，公共財の最適供給量および供給費用の負担の同時決定方法

　　（リンダールの解）があげられる。

　　　まず政府，あるいは公共体が問題となっている公共財（施設）の供給費用

　　（G）の各人の負担率（のを任意に設定し，この負担率を前提とした場合の，各

　　人の共公財需要量（D、）を申告させる。この場合構成員N人について

　　　　　Z）1＝Z）2＝L）3＝・・・・・・…　＝1）‡＝・・・・・・…　＝Z＞v≡iDt　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　53）

　　が成立すればDn単位の公共財供給が，各人のtt×Gの負担によって合意されるこ

　　とになる。（3．53）式の成立はtiを適当に設定することにより可能となるが，そ

　　のt，の性質は次のように説明することができる。

　　　個人iは合理的に，すなわち公共財の需要規模に関して，自らの効用を最大化

　　しているものとすると，公共財の消費（D，）と，それに伴う負担t、×Gについて

　　は，それぞれの消費の限界効用Ub、と負担の限界費用t，×Gρ，について，

　　　　　ulQ，＝ti×G．・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　54）

　　が成立している。ここでD，を各人について等しくD＊とおくと，

　　　　　　l　　　　　ttD＝tl×GD冶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．　55）

　　となる。G，＊は各人にとって共通であるので，　t、はUb，すなわち各人の申告する

　　公共財消費の限界効用（需要量を申告することによって顕現する）あるいは，支

　　払対価に比例することがわかる。

　　　このリンダールの方法によるD＊の決定が最適供給量であることは，

　　　　　Σ砿＝Σt，G。・＝G、・　　　　　　　　　（3．56）
　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　l　　すなわち，社会的限界評価（Σ莇＊）＝公共財供給の限界費用（Gき）が成立してい

　　ることにより明らかである。

　ii）適用上の問題点

　　　リンダールの方法は，上記したように供給量を最適に設定し（D＊），また同時
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に費用負担もt，を求めることにより決あることができる。

　　　しかしながら，個人の支払対価の正直な申告を期待できない面が問題（フリー

　　ライド問題）となる。すなわち支払対価の大きさに比例して負担が決まるので，

　　①社会的に批判がない。

　　②社会の構成員が多く，個人的決定が社会全体の決定に影響しない。

　場合には，過少な支払い対価，あるいはより小さい需要量を申告した方が負担が

　少なくて済み，かつ社会全体の公共財規模には影響しないので，公共財の性質か

　　ら正直に申告した場合と同じ消費ができる。したがって正直な申告のインセン

　　テaブがなくなることになる。

　　社会の構成員が少ないような場合では，過小な需要量申告が，公共財供給量を

　小さくすることになって必ずしも有利にはならなくなるので，過小申告の問題

　　は，社会が大きくなる程，実用上の欠陥となってくるということができる。

　　上記のような状況では，社会構成員の各人について，過小申告の動機がはたら

　　き，公共財の生産規模が最適量D＊より小さいものになってしまうことによる。

　　　したがって，リンダールの方法による負担方式の決定は実用上の問題点があ

　　り，各人の支払対価について，便益の推計などの何らかの外生的決定が必要とな

　　る。

2）能力説による原則（費用に基づく方式）

　次に能力説について検討を加える。能力説の場合は，所得の限界効用λが重要な

役割を果たしており，まず次の仮定を必要とする。

　仮定：所得の限界効用は所得の増大と共に低下する。

　負担能力の指標は，負担の犠牲感の大きさであり，この犠牲感の小さいほど負担

能力があるとする。犠牲感は（＝効用の喪失感），失った所得（負担）に限界効用を

乗じたものである。また，この能力説は，犠牲感の個人間比較を行うため

　仮定：個人の間の効用は犠牲感（負担費用×λ）によって比較できる

を前提としているということができる。効用の喪失量（＝犠牲量）を（所得×λ）

で定義して定量的比較を可能にすることにより，能力説においては公正の具体化と

　して，2つの負担方法が提案されている。
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i）総犠牲最小化方法

　　全体の効用が大きければ帰属は問わないことを社会が合意した場合である。家

計の総和を最も小さくする費用負担が求められる。今，家計1と家計2で，それ

　ぞれの負担をC，，C2，プロジェクト費用をCとすると，次の最小化問題

　　　　λICI十λ2C2→Min　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．57．　a）

　　　　Cl十C2＝C　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．57．　b）

　の解として，全体の犠牲量を最小にする負担費用が決定される。ここにλbλ2は

　家計1および家計2における所得の限界効用である。

　　目的関数が一次であるので，λ，とλ2の小さい方の家計が全体の所得が等しく

　なるまで全費用を負担し，残余については同額ずつ折半して負担することになる。

ii）犠牲均等方法

　　両主体の犠牲を等しくすることによる公正性を定義した場合であり，これを負

　担原則とする。この方法は，上と同じ記号を用いて

　　　　λ1Cl，＝λ2C2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．58）

　が成立するので，所得の限界効用の比に応じて負担することになる。

　　以上の能力税に基づく方法は，所得の限界効用に大きく依存しており，この計

　測については，いくつかの研究例が存在する2°）21）。

iii）適用上の問題点

　　上記の両方式共，公正に対する価値判断が入っており，社会の合意が必要であ

　る。また便益を考えない公正は，例えば便益帰属が個人に特定できない純粋な公

　共財の負担においては合理的であるが，便益帰着の差異が明確な場合には合意に

　は至りにくいと考えられる。

（2）交通施設便益を用いた費用負担方式

　上記した負担原則について，利益説は，利益の評価の顕現システムが存在しないた

め，自発的負担が不可能である。また能力説は，総犠牲量の最小化や公正についての

定義に関して合意を得る必要があること，また，プロジェクトから得る利益について

は言及していないことなどの理由で，充分な原則とはいい難い。
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　したがって負担原則の構築に向けては

①利益に応じた負担はパレート基準にみるように現在までの社会的合意の唯一の

　　ものであること。

②現実的租税制度においては累進税が一般的であり，このことから類推するに，

　　能力説にしたがって各家計の限界効用に応じた負担も一応の社会的合意と考えら

　　れること。

の理由により，便益を組み込んだ上での能力負担方式の検討が考えられよう。

　3－1の評価手法によって計測された貨幣タームでの各主体便益をB，，B2とする

と，能力説における方法に便益を考慮した形として次のものが，負担方式として考え

られる。

1）総効用最大化基準

　　次の効用最大化モデルによって決定されるものである。

　　　　　λ，’B】十λ2’B2一λ1◆C一λ2・C2→　Max　　　　　　　　　（3．59．　a）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ci，C2）
　　　　　Cl十C2＝C　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．59．　b）

　　いま，B，，　B、が，負担には無関係に生じているとすると，この方法は能力説にお

　けるものと全く同じになる。

2）等純効用基準

　　以下の式に充たすように負担を決定する。

　　　　　λ1．（Bl＿Cl）＝λ2．（B2＿C2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．60）

3）等純効用比基準

　　以下の式を充たすように負担を決定するものである。

　　　　　λ1（BrC1）＝λ・（B・－C1）　　　　　　　（3．61）
　　　　　　u（γ1）　　　　　　　　　　　　　　u（γ2）

　　ここに，U（・）は所得で決まる効用関数である。

4）等費用便益比基準

　　2）の変形として犠牲と効用の比を等しくするものであるが，この比は，

　　　　　　λ：’B「二旦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．62）

　　　　　λ、・Cz　Ci

　となり，結局貨幣タームの費用便益比を等しくするという基準となる。

　以上の1）～4）の方式の是非についても“公正性”の定義についての社会的合意
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を必要とするが，受益者負担が考慮された分だけ，より社会的合意に近いと考えられる。
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3－－3　結　　言

　本章においては，交通施設投資の評価にあたって，従来の費用便益理論の枠組を拡

張して，交通施設投資のもたらす外部財（環境財，時間財）の評価手法の検討およ

び，評価便益の費用負担方式への適用を試みた。ここで得られた結論は下記のもので

ある。

①費用便益理論における便益の定義方法のひとつである等価的変差（Equivalent

　Variation：EV）は市場財の評価について厚生経済学的に理論づけられたものであ

　るが，ここではこのEVが公共財（外部財）としての効果が含まれる交通施設便益

　の評価方法としても有用である。

②費用便益理論においては，便益定義の方法として補償的変差（Compensating

　Variation：CV）の考え方もあるが，いくつものプロジェクトによる効用変化の大

　きさを比較するような場合には，EVの方がのぞましい。これはEVによる便益が効

　用関数値の変化の単調変換になっていることによる。

③交通施設整備のインパクトによる構造的変化を考えない場合は，市場的変化（こ

　の場合は諸価格）の正と負が社会全体では相殺されてゼロとなる。この結果，結局

　評価計測すべきは，変化前の価格体系，均衡値体系を用いた，交通費用の低下（事

　前の交通量（JrT）×交通投入係数低下による交通価格低下（ΣP、・△α、）），企業活動

　で業務旅客に生じた時間節約（f・△のによる生産上昇（－f・△e・∫E），家計に生じた

　時間価値（e，・XT・dt），および環境価値（eQ・dQ）である。

④③の計測項目のうち，ρ，およびeQについては，非市場的効果であるが，いずれも

　家計効用を用いて，その計測を行うことができる。eアについては自由に労働時間を

　選択できるならば，家計に生じた時間は賃金で評価してよいこと，また雇用機会不

　足だったり，過重な労働が強いられている場合には賃金率による評価は，それぞれ

　真の時間価値を過大，および過小評価することになる。環境価値eQについては，資

　産価値へのネットの影響を抽出する方法や，アンケートによってEVの定義に沿っ

　た計測が可能である。
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⑤交通施設の整備費用負担のあり方について，「利益説」によるものは公共財への

　需要顕示が困難であることにより，また「能力説」によるものは受益者負担の原則

　とまったくかけ離れてしまうことから，そのまま適用することは不可能である。し

　かしながら上で得られた便益を用いることにより，両方を折衷した方法を新しく考

　えることができる。
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第皿編　交通施設整備への適用に関する研究



第4章　交通施設整備による住環境変化の予測および評価D

4－－1　交通施設整備と住宅立地行動

　住宅立地行動モデルを研究するにあたっては従来さまざまなアプローチが試みられ

てきたが，その多くは住宅立地の需要そのものや，交通施設整備の住宅地におよぼす

影響そのもの，あるいは，交通施設や住環境の評価そのものという個別目的をそれぞ

れ個別に分析するというものが主であった。しかし，本来，影響分析と評価とは立地

予測の結果に大きく左右されるものであり，それ故，予測モデルと評価モデルには理

論的斉合性をもつ必要がある。

　この認識から従来の研究を概観してみると，効果予測モデルのための土地利用・住

宅立地モデルそのものに関しては，古くは，Lowry2），NBER3），青山4），最近の日本

では，浅野5），中村，林，宮本6）などの研究にみられるように多大の進展がみられた。

一方，住環境評価のための費用便益分析やその他の総合評価モデルそのものにおいて

も，三菱総研7），戸田8），御巫，森杉9）によってまとめられているように，実用化の

段階に達している。しかし予測モデルと評価モデルの分析の前提が異なるために，予

測から評価までの作業を一貫して推進することが未だ不可能な状態にあり，また，そ

のような試みの研究もほとんど見当たらない。

　以上の問題意識のもとに，本研究では，交通施設整備の効果をみるため時間制約を

住宅立地行動に明示的に組み入れ，さらに住宅財と他財一般との選好関係，所得制約

も組み込むことにより，予測からその評価までの斉合性を保ちうるような実用的モデ

ルを確立し，その予測および評価の統合手法を提案することを目的とする。

4－2　住宅立地行動とインパクト分析のモデル化

（1）住宅立地行動のモデル化

世帯の効用Uが，一般財の消費量Z，地域公共財としての住環境（これは，都心ま
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での時間距離，騒音，公共施設などのようにゾーン内においては一定であり，世帯は

ゾーンを移動する以外には制御不可能な財のベクトルであり，狭義の住環境という。

なお広義の住環境とは，Qと通勤時間tiの両者の総称をいう．）それ以外の住宅属性X

（これは広さなどの住宅それ自身の制御可能な属性ベクトルであり，住宅属性という。

（X，Q）あるいは（X，　Q，のを総称して立地条件という。），および余暇時間Z，

によって説明できるとすると，一般に世帯の住宅選択行動は次のような予算制約と時

間制約条件下での効用最大化行動として表わされる。

　　　　　　　n　　　　　MaxΣU（Z，X，Q，t、）δ、，

　　　　　　　エごハ　　　　　　n　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿

　　　s．t”⑧Σ｛Z‘＋R，｝δ、＝1＋R、，

　　　　　　炉
　　　　　⑤Σ（L＋のδ、＝T－tUi，

　　　　　　崇1
　　　　　◎Σδ，＝L
　　　　　　ド　
　　　　　⑧R，＝R（X、，Q、），

　　　　　◎R，－R（51，，Q，）　　　　　　　　（4・1）

　ただし，Ri：地域iの立地条件が（Xi，　Qi）である住宅価格，　Rj：ゾーン」に所有

している住宅の立地条件が（Xブ，Qj）であるときの住宅価格，1：住宅賃貸収入以外

の年間所得，δi：住宅立地地域の選択変数（ゾーンiを選択したとき1，それ以外は

0の0，1変数），lt：余暇時間，　tw：労働時間，　T：総活動時間，　t、：ゾーンiでの通

勤時間

　なお，住宅価格Rとは，市場で売買される住宅価格を年費用に換算したものである。

　さて，ある特定ゾーンiに立地したとすると，総活動時間丁と労働時間t、は固定さ

れていると仮定できるので，T－tw≡ΩとおくとΩは通勤と余暇への配分対象時間を

意味しtiニΩ一t、となる。この式の制約式⑤および⑤を（4．1）式の目的関数に代入

すると，次のゾーン別住宅属性別間接効用関数V（Xi）が得られる。

　　　　　Vt（X、）＝U（1十RノーR，X、，Q‘，Ω一ち）　　　　　　　　　　　　　　（4．2）

　（4．2）式は（4．1）式と等価であり，最適な住宅属性X？を求めるには，

（4．2）式をXiで偏微分してゼロとおき，X？を求め，これを再び（4。2）式に代

入すると，今度はゾーン別間接効用関数Viをうる。すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　　o　　o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y、　＝u（1＋Ri－R；・　，Xl　，Q，，Ω一の＝Max　U（1＋R，　－R、，Xi，Qr，Ω一tr）　（4．3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（xl）
　ここに，R？はX！を代入したときの住宅価格関数の値を示す。
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　最後に，住宅地の選択は，（4．

として表わされる。すなわち

　　　　　V、。＝Maxγ‘
　　　　　　　　（i）

3）式のViを最大にするゾーンi°を選択する行動

（4．4）

（2）インパクト分析のモデル化

　住宅立地行動におけるインパクト分析とは，（4．2）式におけるXi以外のパラ

メータ（1，X元，　Qj，　Qi，　ti）または住宅価格関数（RゴおよびRi）が，何らかの原因に

より変化したとき，（4．3）式および（4．4）式で求めるX9およびi°がいかに変

化するかを知ることである。たとえば，転勤はtiの変化，減歩はXjの変化となり，一

般に交通施設整備や環境改善などの公共プロジェクトは，直接効果のtiあるいはQi，

Qjの変化のみならず市場メカニズムを通じて，所得1や住宅価格関数Ri，　RJの関数型

をも変化させる。

　本研究の分析範囲は，これらのパラメータと価格関数の変化（これを，以下インパ

クトという）が既知と仮定し，このときの住宅属性X9と居住地tVの変化を知るという

目的に限定する。この前提のもとでは，もしも効用関数型Uを知ることができれば，

建増や住み替えなどを一般的に示すXρとi°を知ることができる。この意味で（4．

2）（4．3）および（4．4）式によりあらゆる立地行動の原因と結果を知ることが

できる。そのための最重要事項は，効用関数（4．2）を知ることであるが，その方

法については4－4において述べる。

4－3　住環境変化の便益と定義とその測定

（1）便益の一般的定義

　今，ある政策によって，所得，狭義の住環境，通勤時間，および住宅価格関数が，

1，Qi，　t，，　Rから1’，　Q’、，　t”，　R’に変化したために，」ゾーンの住宅を所有し，かつ，

ゾーンiAに住んでいたある持家所帯を考え，彼はゾーンiB（iB＝iAを含む）に住み

替えを行ったとする。このとき，彼の効用は，V，AからV’．に変化する。ここに，（4．

4）式により，’のついた変数を変化後とすると，
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　V，，、t二乙1（1＋k，＿RP．xP．，Q，A，Ω＿t、A），V、B＝U（1’＋R’j－R；’，X9，’，Q’、B，Ω一tIB）　（4．　5）

　この効用の変化分を貨幣タームに換算したものこそが（広義の）住環境変化の便益

にほかならない。この便益を次のように定義する。すなわち，住環境変化に対して，

ある世帯が変化後の効用V’、、を維持するという条件のもとに，変化前の状態にとどま

るためにその世帯が必要とすると考える最小補償額（または最大支払い意思額）とい

う。また社会的便益とは世帯の便益を単純に合計したものをいう。

　この定義に基づく便益は，容易にわかるように次式を満足するEVである。すなわち，

　　　　　U（1＋瓦一R；。＋EV，X9・，，Q，。，　9　－t、A）－V’iB　　　　（4．6）

　なk’i　EVは，改善に対してプラス，悪化に対してマイナスとなるように定義されて

いる。また，上記の定義は持家世帯一般を対象としているが，借家世帯に対しては，

R9＝0とすればよく，持家自宅居住世帯に対しては，　R元＝R錫とすればよい。

（2）便益の定義の妥当性

　上記の定義は，いわゆる等価的変差1°）に基づくものであり，この定義の理論的妥当

性，および補償的変差からみた優位性lt）’12）・13）については第3章に述べたとおりである。

（3）EVの測定方法

　EVを知るには，インパクト分析の場合と同じくインパクト自身を与件とすれば効

用関数Uを知ればよい。このようにインパクト分析と便益評価の総合モデルのための

焦点は以下に述べる効用関数の推定にある。

4－4　効用関数の推定方法の提案

　（3）式で定義したゾーン別住宅属性別効用関数V（Xの＝U（1＋RゴーRi，　Xi，　Q‘，Ω一

ti）に着目し，以下の手順で効用関数を推定する。

　手順①　効用関数の特定化：これについては，4－5，事例研究において述べる。

　手順②　データの収集：データの収集法には，実績の場合とアンケートによる方法

の2つがある。アンケート調査の場合は，一対比較法によって次のようにして行う。
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すなわち，ある一組の立地条件と価格をもつ住宅Aを基準の住宅とし，次に価格と，

ある1組の立地条件の中の1個の条件だけを住宅Aと異なるように変化させた住宅を

Bとする。そして，住宅Bの価格，または1個の立地条件指標の水準を順次変化さ

せ，それぞれの対ごとの住宅Aと住宅Bの好ましさを各世帯に判断してもらう。一

方，実績データを用いる場合には，実際に立地している立地条件と住宅価格およびそ

の世帯属性を収集すればよい。そうして，このデータにおいて，居住（または購入）

した住宅を選好し，その他のすべての住宅を選好しなかったと考えればよい。

　手順③　効用関数の推定法：手順②で述べた選好結果は，2つの代替案のうちで，

効用関数γ（Xi）＝U（1＋R∫－Ri，　Xi，　Qi，Ω一ti）の値が大きい方を選択したとみなし

うる。ここで，まったく同一の世帯属性をもっている世帯でも効用関数はまったく同

一でないと考えられるので，本研究では，効用関数V（Xi）に加法型で誤差項を導入す

る。すなわち，U＝V（Xの＋εiとし，ε、は一定の分布をする確率変数を示すものとす

る。このとき，任意の住宅Aと住宅Bの比較において，住宅Aおよび住宅Bを選択す

る確率P．およびP，は，PA＝Prob（乙1A≧U，），P，＝Prob（U．≦〔ノ，）となる。　PAは，もし

ε，を平均0，分散σ2のワイブル分布に従うと仮定するとLogitモデルが誘導され，

1）A＝1／〔1＋exp｛α（V，－VA）｝となる。ただし，α・＝π／后である。また，εiを

平均0，分散σ2の正規分布に従うと仮定すると，いわゆるProbitモデルが誘導され

る。これらのパラメータの推定法には最尤法が使用され，非集計モデルζ）推定方法と

して周知のものである15）。

4－5　住環境変化の予測および評価の事例研究u）

（1）データの作成とそのサンプリング

　本方法の手順は，①データの作成，②効用関数の特定化とその推定，③インパクト

分析，④便益評価，となる。以下に手順を追いつつ事例研究の結果を述べる。

　本研究で用いたデータは，昭和52年7月に行われたアンケート結果7）を利用した。

調査対象者は，伊丹市全域と川西市の一部に住む自宅居住老であり，有効回収数255

である。上記した方法による一対比較質問は，表4．1に示すように立地条件と住宅価
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　　　　　　　　　　　　　表4．1　一対比較質問の例

回答例　　最寄駅までの距離と住宅価格

基礎とする住宅A
住宅A

ｪよい

甲乙つ

ｯがた
｢

住宅B

ｪよい
比較される住宅B

最寄駅まで歩いて15分 最寄駅まで歩いて2分で便利であ
条件① ○

値段は，2000万円 るが，住宅Aより150万円高い

最寄駅まで歩いて2分で便利であ
条件② 同　　　上 ○

るが，住宅Aより100万円高い

最寄駅まで歩いて2分で便利であ
条件③ 同　　　上 ○

るが，住宅Aより50万円高い

条件①において住宅Aの方が住宅Bよりも好ましいと思われたら，上記のように「住宅Aがよい」の欄に

○印をつけて下さい。条件②，③についても同様にお答え下さい。尚比較される住宅Bについて，記され

ていない他の条件は住宅Aと同じであるとします。

格の異なる住宅A，Bを提示し，それぞれに「Aが好ましい」rBが好ましい」「甲乙

つけ難い」の3つの選択肢の中から1つの回答を求めるものである。

　本研究ではこの255のアンケート票から，次のようにして30個のアンケート票を抽

出した。まずアンケート1票につき表4．1に示すような質問群が，属性の組み合わせ

を変えて7種類用意されたが，このうち3つ以上の質問群について，条件は変わって

もすべてAまたはBを選択しているアンケート票を除外した。次に残ったデータか

ら，所得層別に所得別頻度分布に比例して合計30個のランダムサンプリングを行った。

抽出したアンケート1票あたりの一対比較質問33個のうち，「甲乙つけ難い」を選択

したデータを上記33×30＝990個のデータより除外した。これは以下の理由による。

すなわち，世帯が「甲乙つけ難い」の回答を選ぶのは，住宅A，Bから得られる各々

の効用が本当に無差別である場合に加えて無知であることも考えられ，この回答から

ただちに両者の効用が等しいとするには疑問が残るためである。このことは，便益の

定義が一定の値ではなくある範囲になるということをも意味し，推移律が成立せず効

用関数の仮定に反する。結局，パラメータ推定の対象とした一対比較質問数（すなわ

ちデータ数）は，781である。
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（2）効用関数の特定化と推定方法

　上記のアンケート調査は，敷地面積，日当たり，公共サービス，航空機騒音，買物

の便および通勤時間なる立地条件指標を選んでいる。なお，航空機騒音レベルについ

てはアンケート調査では「まったく気にならない」から「耐えられない程うるさい」

まで6段階の主観的記述表現を用いて一対比較を行っているが，この記述表現を，現

地の観測結果をもとに騒音レベルdB（A）との対応関数を回帰分析によって求め，

dB（A）に交換しているのでこの結果を用いた。

　解析方法としてはProbitモデルとLogitモデルを用いた。適合性を判断する基準と

しては，推定された選好確率と実際の集計選択比率との重相関係数COR，的中率

HitRおよびt値である。

　特定化した効用関数型とその変数は，以下のとおりである。

　①線型

　　　　1ノ＝α（1＋R－R）＋β1Xl＋β2（Ω一z）＋β3×2＋β，（B－X3）＋γ（A－Q）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4。7．a）

　②対数線型

　　　　U＝αln（1＋」R－R）＋β　iln（X1）＋β　21n（Ω一tl）

　　　　　　＋fi　3tn（X2）＋β　4tn（B－X3）＋γtn（A－Q）　　　　　　　（4．7．　b）

　③CES型
　　　　U一ユZ。〔。（・＋k－R）一・＋β1（X、）一・＋β、（Ω一t）一，

　　　　　　ρ
　　　　　　＋β3（X2）＋β4（・B－X，）－p＋γ（A－Q）一・〕．　　　　　　　　（4。　7．　c）

　④VES型

　　　　U＝αln（1＋R－R）＋β　itn（X1）＋β　2tn（Ω一t）＋β　3tn（X2）＋β　4tn（B－X，）

　　　　　　　　　　　　　　　　　尊　）β’〔1＋Ω≡t　　　　　　・願一Q）＋・（1＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）β2

　　　　　　　　　　　　　　C（1十R－」R）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c（∫十R－R）

　　　　　　〔　　　　X21十　C（1＋R－R））βて1＋C（諾））P4〔1＋C（結））r

（4．7。d）
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ただし・1：庄宅賃貸収入以外の年間所得（万円／年）、哀：持家庄宅価格（万円／年）、R：庄宅価格（万円／隼）

　　Xl：敷地面積（凋の、　t：通動時間（分）、Xl二日当り（時間）．Xs：公共サービス（便利1・不便2）、

　　　Q：騒音レベル（dB（A））、　A．B，C．Ω．a．βt．B2．as．B4．r．p，1．h：パラメーター

　なお，買い物の便という属性については最初は考慮したが，t値が低いため分析の

対象から削除した。

（3）特定化した効用関数の理論的性質

　線型効用関数（4．7．a）式は最も一般的で単純な関数型であるが，以下の2つ

の欠点をもつ。1つは，立地予測などにおいてLogitモデルやProbitモデルのような

2つの代替案の効用差より選択確率を求あるモデルに線型効用関数を適用した場合，

代替案の選択確率が所得レベルに無関係になるという点である。もう1つは，（4．

6）式および（4．7．a）式によりわかるように住環境評価において線型効用関数

を仮定した場合，所得レベルの影響が無いため環境改善による便益と悪化による被害

が一致することになり，環境変化の規模が大きくなった場合には現実にそぐわないと

いう点である。したがって，もしも予測評価において所得の影響が無視できる程度な

らば，線型が他の関数型の近似式として適用性が保持されるといえよう。

　線型の次に簡単で非線型である関数は対数線型であるので（4．7．b）式を考慮

した。

　次のCES関数（4．7．　c）の主な特徴は次の2つである。すなわち，第1に代替

弾力性ε（＝1／（1＋ρ））が一定であること，第2に代替パラメータρの値に応じ

て線型（ρ＝－1），対数線型（ρ＝0），L字型（ρ→。。）をその特殊型として含む

一般的な関数であることである。なお，代替弾力性とは，財の量の比率の変化率

d（X2／X，）／（X2／Xl）を限界効用の比率の変化率d（U1／U2）／（Ul／U2）

（ただし，U、＝∂U／∂X，）で除した値である。

　VES型関数は，　CESに対応する呼称でεが変動する関数の総数であるが，本研究で

は対数線型を拡張した型である超越関数を採用する。この他にもVES関数の追求に

は数々の接近法があり，必ずしもこの超越関数の仮定が良好な結果をもたらすという

保証はないが，対数線型の素直な拡張であるので対象とした。
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（4）パラメータの推定結果と考察

　上記の効用関数の推定結果を表4．2に示す。（4．7．a）～（4．7．　d）のいず

れの関数型に対しても十分なt値，相関係数COR，適中率HitRを得た。相関係数およ

び適中率でみるかぎり，線型とCESの精度がほとんど差がなく最上位にあり，以下，

VES，対数線型の順である。この4つの型の主な相異点は，無差別曲線の曲率（限界

代替率）の違いにある。表4．2の結果は，現実は，その曲率よりもかなり小さいことを

示している。

　　　　　　　　　　　　　　表4．2　推定パラメータ

A 2 B α β1 β2 β3

　　　　　　　　I
tneaτ　　120
^L◎91t／

150 5 　0．220
i10．235）

　0．255
i10．199｝

0，186
i9．941｝

0，656
o9．320）

／P＝oblt／ 120 150 5 0，165
o6．79。）

　0．190
o7．027｝

0．MO
i7．246，

0，505
ｼ6．550｝

泌9－1⊥neo
Iu殉1ヒ／

120 150 5 16，976
i7．357｝

12，243
ﾐ．137｝

8，554
i7．906）

2，625
o6．564）

！Prob銭／ 120 150 5 3，367
P3．439｝

2，716
o4．709｝

1，920
e5．555｝

0，605
o3．184）

cεs 150 180 4 27，882
o1．976）

27，280
o2．024）

19，150
o2．070｝

27，226
P3．079｝

V2S 150 180 4 23，032
o8．469）

13，921
o6．190）

11，734
e8．560｝

2，918
i6．337｝

β4 γ ρ
カ HitR． COR

4，436
o9，787｝

0，343
o9．752）

0，892 0，966

3，435
i7．096）

0，254
o7．393｝

0，892 0，962

8，095
o7．428）

？，473

s8．731）

0，823 O，832

1，828
o4．575｝

1，694

i6．7711

0，818 0，797

121，692
@（4．201，

29，017
i2．224）

一〇．673

P38．515｝
124，442
ﾐ．31r7）

0，886 0，954

6

　　6．301

tO5．086｝
12，699
P8．704｝

40 0，883
s3．674】

0，834 0，875

（　）　　t－value

　次にLogitモデルとProbitモデルによる推定法の違いについて検討してみると，線

型，対数型共にCORやHitRは，両者の間ではほとんど差はない。このことにより

ProbitモデルとLogitモデルの精度の優劣は，甲乙つけ難いといえる。しかし，モテ

ルの関数形の複雑さに帰因する計算に要する手間を考え合わせると，Logitモデルの

方が有効であると考えられる。
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（5）インパクト分析への適用例

　インパクトの例として，交通施設改善によって，都心までの時間距離が短縮され，

その結果，

①住宅Bの通勤時間ti

②住宅AおよびBの住宅価格関数Ri

の2つが変化した場合を想定する。具体的には，Bの通勤時間の短縮と，AおよびB

の住宅価格が，表4．3の3および4欄のように変化したとする。図4．1は，用いた関数

型別に，住宅AB別所得層別の，上記インパクトによる選択確率の変化を示したもの

である。まず，変化前での選択比率の結果より，Aには低所得者（年収225万円と想

定），Bには高所得者（年収375万円と想定）が住んでいた可能性が高い。このような

予測は線型モデルでは不可能であることは，理論的にも実用的にも図4．1より明らか

である。

表4．3　交通改善インパクトに対する選好比率の推移

初　期　状　態 変　　化　　後

立地条件 住宅A 住宅B 住宅A 住宅B

価　　　　　　　格（万円）

宦@音　レ　ベ　ル（dB／A）

~　　地　　面　　積　（㎡）

ﾊ　　勤　　時　　間　（分）

冝@当　　た　　り　（時間／日）

�@　共　　の　　便　（10r2）

2000

@72

@90

@40

@12

@1

2200

@63

P20

U　12　1

1900

@72

@90

@40

@12

@1

2350

@63

P20

@20『

@12

@1

すなわち，図4．1より線型モデルでは，当然のことながら，所得レベルで選択確率

はかわらない。ところが非線型の結果より明らかなように，変化後はむしろ，Bは高

所得層に，Aは低所得層にさらに純化することが予想され，本事例は，所得の選択確

率への影響を無視できないことを示している。したがって，インパクト分析のために

は，線型効用関数の仮定は不適当であり，精度が同程度であるCES型が最良であると

いえる。また，以下のこともわかる。すなわち，従来の立地分析においては，住み替
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住宅A 住宅B

対数線‘

線　型

bES
uES

住宅A 住宅B

線　型

｡数線I

bES
uES

1・°°・5° ｫ°°・51・°1・°°・5°●…　51・

線　型

ﾎ数線l

bES
uES

線　型

ﾎ数線型

bES
uES

高所得者層　　　　　　　　　　低所得者層

図4．1　交通改善インパクトに対する選好比率の推移

えをするとしたときの最適案と居住し続ける案とを比較するので，2段階選択になっ

ていた。これに対して，本研究の理論は，他財と住宅資金との代替を考慮しているた

め（4．3）式は常に最適案の情報を含んでおり，この式のV，を（4．4）式で比較

するという1段階選択である。また，その推定方法においてもNested　Logitモデル17）

と比較して同程度の簡便さを有している。

（6）住環境改善便益の測定

　便益評価の事例として，騒音レベルが改善された場合（EV，）と悪化した場合（E－

V2）をとりあげ，騒音変化のある地域に居住しつづける持家世帯のうける便益（被害

費用）を評価する。居住しつづける世帯のEVは（4．5）式のV，Bに対して

　　　　i9＝、A　X㌧’ニxL　R’ノA＝RL　t’iB　＝＝　tiA　　　　　　　　　　　　　　（4．8）

を代入すれば，V’、Bが求まる。次に求まったV’，Bと（4．8）式を（4．6）式に代入

すれば，EVが求まる。

　以上の手順を，インパクト分析において不適当と判定した線型以外の3つの非線型

効用関数に適用した結果を図4．2～図4、4に示す。これらの図より以下のことが

わかる。

　まず，EV，（便益），EV　2（被害費用）の相対的な大小関係について検討すると．同
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（万円／年）

　　200

150

100

50

（万円／年）

　　200

（万円／年）

　　200

150

100

50

　72　81　90　99　（dB（A））　　　　72　81　90　99’（dB（A））　　　　72　81　90　99　（dB（A））

・高所得者層；便益　☆低所得者層，便益　　・高所得者層；被害費用　　★低所得者層，被害費用

　　（対数線型）　　　　　　　　　（CES型）　　　　　　　　　　（VES型）

　　　　　　　　　　　　図4．2　効用関数別EV

じ程度の逆向きの騒音の変化に対して高所得者層と低所得者層のそれぞれにおいて便

益が被害費用に比較して絶対値で大きい。すなわち，lEV，1＞lEV、1となってい

る。もう1つは，EV　IとEV　2のそれぞれにおいて，高所得層の方が低所得層より

EVの値は大きくなっていることである。この2つの結果は所得の限界効用の逓減を

前提とすれば便益の定義より明らかである。

　ただし，CES型におけるEV　1とEV2の差は対数型とVES型に比べて非常に小さ

い。これは以下の理由による。CES型のパラメータρは理論的には一1から無限大ま

での値をとりうるが，ρ→－1のとき線型となるのでEV　I＝EV　2となることがわか

る。パラメータ推定で得られたρの値は一〇．67で一1に近いため，EV，とEV2の差が

小さくなったものと考えられる。

　データに対する適合性から判断すると，CES型によって測定されたEV，とEV、が，

真のEV　1とEV2の値に最も近いと思われ，対数線型とVES型はその無差別曲線の曲

率が大きいために，便益評価に対しては敏感すぎるといえる。

　最後にCES型の結果によると，便益と被害との差は実用的に無視できる程度である

が，所得の影響は無視できないことがわかる。すなわち，1dB（A）の改善に対する便

益EV，は，年収325万円の世帯では18，600／年（1，550円／月），年収225万円の世帯で

は，15，300円／年（1，275円／月）とかなりの便益の差を認めることができる。
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4－6　結　　言

　本研究で得られた結論は以下のとおりである。

①本統合モデルが，住宅立地の予測および住環境の便益評価の両者に，理論的にも

　実用的にも斉合性をもって適用可能であることを示した。

②　従来の立地予測手法では段階的予測が主であった。すなわち，いくつかの代替地

　から最適な代替地を選択し，次に現在の住居地と比較して移住するかどうかを決定

　していた。しかし，本研究で提示したモデルは予算制約と時間制約を明示的に導入

　することにより，現在の居住地も代替地の1つとして含め，最適住宅の選定と移住

　地選定を同時に説明することが可能となった。また，その予測方法も従来の代表的

　手法であるNested　Logit　Modelと同程度の簡便さを有していることを示した。

③世帯の効用関数の型としては，線型，対数線型の性質をも一般的に持ち合わせて

　いるCES関数が，理論的にも実証的にも最もふさわしく，相関係数，適中率，　t値

　の全ての面で十分なる適用力を有している。

④従来の非集計で使用されている線型効用関数は，理論的にも実用的にも，予測お

　よび便益評価において所得レベルの変化あるいは相違による影響を抽出できないと

　いう意味で適当でない。
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第5章　騒音の社会的費用の計測手法

　本章では，第3章において交通施設整備のもたらす外部財効果として体系づけられ

た環境価値について，騒音の発生による生活環境の低下にもたらす社会的費用（貨幣

的評価）を例にとって実際的評価，計測を試みるものである1）。

　このため，本章を次の3つの部分で構成する。

　①社会的費用測定の意義……環境の悪化による効用の低下を貨幣換算する（社会

　　的費用）ことの意義を明らかにしている。

②騒音の評価方法の理論的検討…・’種々の騒音評価事例の中から3つの典型的ア

　　プローチを抽出し，本研究で定義した社会的費用の概念からみた，これらのアプ

　　ローチの長所．短所について考察している。

③ケース・スタディ……0空港の周辺地域で行われた騒音に関するアンケート調

　　査の結果をもとにしてt）上記の3つのアプローチに従って社会的費用の算定を行

　　い，算定結果についての比較検討を行っている。

5　一一1　社会的費用概念の役割

（1）社会的費用の諸概念

　生活環境の低下を評価するにあたっては，従来，さまざまな視点からのアプローチ

が試みられてきた。ここでは，この環境の評価を，公共施設計画や環境管理計画等の

具体的な計画評価が可能なように，費用便益分析の枠組の中に組み入れることを試み

る。それは費用便益分析が，プロジェクトによるすべての変化を同一尺度上で評価す

ることを要求しており，環境評価の尺度の統一化が計画の総合評価の可能性を広げる

からである。この場合，人間の効用に影響を与えるもののうちで，環境質のように外

部性の大きい財の変化を評価する手段として「社会的費用」の概念が有用である。そ

れはこの概念が「ある経済主体がある経済活動を行ったとき，そのときに発生する外

部不経済効果を，他の経済主体がどのように評価するかを，なんらかの形で実質的な
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タームで測って，すべての経済主体について集計したもの」として，広義に確立され

たものであり，本研究の「市場的価値と同一一尺度上での環境変化の評価」という目的

に沿っていると考えられるからである。

　ミハエルスキは，社会的費用という概念の解釈として次の4つをあげている2）。

　①国民経済的総費用

　②社会経済的最適からのかい離によって生じる損失

　③非市場財であるため，じゃっ起者が負担しないで第三者に転嫁される費用

　④公共政策実施費用

　本研究ではこれらの4つの解釈のうちの③の立場からの社会的費用に焦点をあてて

研究を進めている。その理由として第1に，環境質の変化の重要性が最近とみに認識

されつつあることから示されるように，①の国民経済的総費用中に占める，③の外部

不経済の割合が過去に比べて増加していること，第2に，①の概念は，③の外部不経

済の評価が行われて初あて意味をもつこと，第3に経済効率という問題を超えて。汚

染者負担原則，受益者負担原則等を例とする所得分配上のシステムの確立に資する可

能性があること等があげられる。

（2）測定の意義

　ある特性の社会経済状態における社会的費用を計測することは，その状態の厚生の

度合をより厳密に示す指標を作成するうえで非常に重要である。特に環境変化による

社会的費用の計測は次のような点で意義をもつ。

　第1は環境の悪化の程度を，たとえぽGNPのような経済指標と対比しうることに

なるので，社会の厚生状態をさらに厳格に示しうるような指標の開発に寄与しうるこ

とである。第2には，環境管理政策の重要な課題の1つである経済的効率性基準に基

づく最適環境水準という概念は，環境改善にもやはり費用を要することから，環境悪

化による社会的費用との兼ね合いで環境水準を維持しようとすることからきている。

すなわち，D（a）を環境水準aが悪化するにつれて増加する社会的費用，　C（a）を環境水

準をaに維持するための防止費用（あるいは経済活動の規制低下分）とすると，もし

双方が同一の尺度で測られているならば，

一79一



　　　　　　鞠｛D（・）＋C（・）｝　　　　　　　（5・1）

として最適環境水準が求まることになる（図5．1のa＊）。通常，防止費用は，たとえ

ば脱硫装置の設備投資，防音壁の設置，生産ダウンによる収益の減少等，貨幣尺度で

測られる。このことが，環境悪化の評価，特に貨幣尺度による計測の要請されるゆえ

んである。

費用

0

D｛a｝

防止費用C｛a｝

　環境水準

→悪化

図5．　1　最適コントロールレベル
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5－2　騒音による社会的費用の計測手法の理論的検討

　環境悪化による効用の低下を第3章においてEVを基にして定義された経済的被害

としてとらえるための理論的検討をここで行う。このため最初に環境の悪化による被

害がいかなる形で現れているかを検討し，その被害と定義された形での被害額がどの

ように直接，間接に関連しているかを検討する。なお以下では，環境を騒音環境に特

定化して述べている。これは騒音被害が多分に心理的満足感を低下させるものであ

り，この満足感の低下の貨幣換算が社会的費用計測の重要な課題であることによる。

（1）個人の経済的被害の出現形態

　個人の経済的被害とは，定義に従えば，環境悪化によって影響を受けたものの中

で，個人が補償してもらいたいと感じるものであり，これは図5．2に示すように金

銭的被害と心理的被害とからなる。金銭的被害は市場での個人の売買行動を通じて顕

在化する被害であり，騒音による治療費や，防音設備費のように実際の支出増となる

ものと，これらの環境悪化地域における家賃の低下などのような収入の減少となるも

のに分かれる。一方，心理的被害はp健康の悪化，いらいらする感情のような満足感

の低下，レクリェーション価値などのように直接には市場に顕在しない心理的価値の

減少として出現する。

　　　　　　　　　　　＿的被害∠謡　）

環境悪化

心理的被害 ＜ド当なと）

　　　　　　　　　　　　図5．2　環境悪化の2つのタイプ

（2）測定手法

　騒音による環境の悪化がもたらす被害を計測する方法として，従来用いられている

アプローチとして次のものがあることはすでに第3章で述べた。

　①騒音による資産価値の変動を利用するもの。3）”6）
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　②騒音または静けさに対する変動を利用するもの。7）～9｝

　③直接に補償額を聞くもの。1°）

これらの方法のうち，①は騒音によって被害を被った個人（家計）の市場における行

動から現出した市場的均衡値（市場価格）から経済的被害を計測するものであり，②

③は被害者の主観に委ねて騒音に対する選好度，あるいは直接補償額を知ろうとする

ものである。以下，これらのそれぞれのアプローチと，定義された経済的被害との理

論的関連，一致のための必要条件について述べる。

　1）　騒音発生による資産価値の変動を利用するもの

　（i）　理論的検討11）

　　騒音の発生によって生じた心理的苦痛を含む，効用低下要因が市場での家計行動

　を通じて資産価値へ転嫁される。本方法は騒音による経済的被害が資産価値に帰属

　された断面でとらえようとするものである。騒音レベルが家計の経済的被害を通し

　て，どのように資産価値に反映しているかは次に述べるとおりである。いま，資産

　価値を家賃rとして特定化し，このrは，その家の広さ，都心への接近性等のいわ

　ゆる住宅サービスレベルhおよび，その場所での騒音レベルNとの関数r（h，N）

　として表されるものとする。もし，この家賃rが通常の市場財と同様に家計の効用

　最大化行動によって決定されるならば，r（h，ノV）は次式のような，家計の効用の

　最大化問題の解として表わされる。

　　　　　　　　U（X，h，～V）一＞Max　　　　　　　　　　　　　　（5．2．　a）

　　　　　const．1）X十r（h，ノV）＝。1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5。2．　b）

ここに，

　　　U：住宅サービス，騒音レベル，およびその他一般財の消費量によって表わさ

　　　　　れる家計の効用関数

　　　X：その他一般財消費量

　　　P：その他一般財価格

　　　1：家計の可処分所得

　　各家計は，限られた所得を，一般財と家賃支払いに費すことにより，効用を最大

化しようとする。上の問題の解の必要条件として次の式（5、3）が成立する。
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　　　　9X－／A一詰　　　　　　　（5・3）
　ここに，λはラグランジュ未定定数であり，具体的には，λニ∂U／∂1が成立する

ので貨幣（所得）の限界効用を示している。式の左辺は騒音レベルの減少（ノVを静

けさの増加する方向を正にとる）による効用の限界増加分を貨幣（所得）の限界効

用で除すことから，騒音環境の良化による効用に等しい効用をもつ貨幣額，すなわ

ち定義された経済的被害額（もし騒音レベルが増加した場合）である。右辺は家賃

の騒音レベルの変化による限界変化分である。したがって，各家計の騒音レベルの

限界変化に対する経済的被害に等しくなるように家賃の騒音レベルによる差が決定

され，市場における均衡家賃を構成することになる。以上が騒音による経済的被害

が市場における資産価値に影響する仕方であり，社会的費用を測定する根拠になっ

ている。たとえば，資産価値をさまざまな騒音レベルを含む要因で説明する重回帰

分析があるが，それは家賃関数を次式のように特定化し，現実の市場データからの

係数の推定を行うものである。

　　　　r（h，N）＝aih十a2／V十a3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5。　4）

　式（5．4）から，∂r／∂ノV＝a2であり，説明力を保持する騒音レベルの範囲

で式（5e　3）によって，騒音レベルにかかる係数a2をもって，効用低下の等効用

貨幣量すなわち経済的被害とみなすことができる。

（ii）　問題点

　資産価値の騒音レベル方向の限界変化が，経済的被害に一致するためには，居住

者の完全流動性（移動に関するコストが零であること）が保証されねぽならない。

しかしながら，現実の資産価値市場においては，移動費用が存在するために式

（5．2）で定式化した家計の自由な居住地の選択による最適化行動が現実に合わ

なくなる。この場合は市場の変動からの経済的被害額は過小評価になる。理由は次

のとおりである。資産価値市場の均衡は，各家計が移動による損得が零のところで

起こる。上の場合でいえぽ，

　　　　li芳一7N－・　　　　　　（5・5）
が成立している．これは鯖レベルの小さい場所に移ることによる便益が一美器

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂r
であり，そのときの家計費用の上昇が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　であるので，移動による損得が零である
　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ノV
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ことを示している。いま，移動に際して費用mがかかるとすれば，もの均衡条件

は，

　　　　　†器＋（∂r∂ノV）＋（－m）一・　　　（5。6）

となる・すなわち剛・よる便益÷；；と移動による損失傷⇒が家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂r計について等しくなったときに均衡が達成される。したがって，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で経済的被
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂N
害額とみなすならば，移動費用mだけ，定義された経済的被害　⊥∂Uを過小評
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂N
価することになる。極端な例で，移動費用が無限大の場合であれば，いかに環境の

よい住宅が売りに出されても，その住宅に移り住むことの便益は負であるから，決

して比較的悪い環境の住宅との家賃差は生じない。便益が負の移動に対しては，移

動に対する値づけである家賃差は生じようがないからである。したがって，たしか

に存在する経済的轄fk’　ft家賃差で評価すると零で評価することになって

しまう。

2）　騒音に対する価値意識によるもの

（i）　理論的検討

　通常の市場化された，価格の存在する財であれぽ，完全市場下という条件におい

て，その価格がその財の獲得（喪失）に対する限界便益（費用），すなわち，等効用

をもたらす貨幣量を示す。これは価格が，無差別曲線上での財の組み合わせの変動

に対する財の限界効用と所得（貨幣）との限界効用の比，すなわち限界代替率，あ

るいは無差別曲線に対する接線の傾きに等しく決定されるからである。しかしなが

ら騒音環境は，それのみが独立した財としては，市場化されておらずその価格を

もって経済的被害を測定することは不可能である。価格意識による方法は，市場に

顕現するデータに頼らずに，各財に対する選好関係をなんらかの方法で知ることに

より，騒音と貨幣との限界代替率を推定しようとするものである。この方法は，選

択行動の結果から限界代替率を逆に推定するという意味では，前記した1）の方法と

ともにいわゆる選好行動分析に含まれるものである。ただ，1）の場合は市場での現

実の結果を選好行動の結果とするのに対して，価値意識による方法は，直接のアン

ケート7）・8）や工夫されたシミュレーショゾ装置による選好結果をもとにする点で異

なっている。この方法は具体的には，アンケートや質問から効用関数を構成する方
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法とまったく同一であり，構成された効用関数から限界代替率を知るためには，こ

の効用関数は，その属性として所得および騒音を含んだ，多属性効用関数でなけれ

ぽならない。いま，2つの住宅A，Bがあって，それぞれの住宅のもつ騒音レベ

ル，住宅価格，通勤時間等の属性ベクトルをaA，aBとすると，このときの多属性効用

関数とは次式のように選好関係と実数値の大小関係を対応づける実数値関数

U（a）である。

　　　く　　　　　　　　　　　　く
　　aA～aB＃u（aA）＝u（aB）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．　7）
　　　〉　　　　　　　　　　　〉
　　　　く　　　　　　　　　　　　　く

ただし，～は選好関係，＝は実数の大小関係である。
　　　　〉　　　　　　　　　　　　　〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く
　したがって，種々の組み合わせの1対の住宅についての各個人の選好関係～を聞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉
くことにより，それを最もよく再現するようなU（a）の関数形を求めることが，効用

関数の構成の基本的方法である。Keenyl2）の方法を除けば次のような加法的効用関

・数が仮定されることが多い。8）・9｝

　　　　u（a）＝ω1・Ul（al）十ω2・u2（a2）十…十ωn・Un（an　）　　　　　　　（5．　8）

　式（5．8）で，Uiは属性別効用関数，ωiは重みとよばれる。この属性別効用関

数の重みの推定について種々の方法が提案されておりr，ここでは詳細は参考文献に

譲るとして，簡単な方法論について一括して表5．1に示しておく。いずれの方法

においても，効用関数が構成された後は，（ω、・∂u，／∂a，）／（ωゴ・∂u，／∂ai）（aiは騒

音レベル，a、は住宅価格）によって限界代替率を計算し，単位レベルの騒音増加に伴

う住宅価格の減少額（money　equiva！lentな経済被害額）を知ることができる。

（ii）問題点

　価値意識による測定は，騒音環境と貨幣との限界代替率を求めるものであるか

ら，経済的被害の定義には合致している。この方法によった場合の問題点は，代替

率を求めるためにアンケートの実施およびその分析を必要とすることに由来する。

得られた結果の信頼性を高めるためには，上記の種々の方法はいずれの場合におい

ても，サンプル数，質問数を十分に大きくとらなければならず，この点でアンケー

トの実施費用の増加が問題となっている。
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表5．1　価値意識の測定方法

方法の名称 方　法　の　概　要 備　　　　　考

12｝ 1対のくじに対する意思決定者の選好を聞く 期待効用仮設に基づく方

1．Keeneyの方法 ことにより，乗法的または加法的多属性効用 法で効用関数の構成方法

個
関数を構成する方法である。 は，Keeneyによる。

人 2つの代替案に関する個人の選好判断が効用 計量経済学の分野で開発
の価 　　　　　　　　13）

Q．Probitの分析法
差に基づくものと考え，選好判断のデータか

迯ﾅ尤推定法によって個人の加法的効用関数
されているProbit分析
@の応用である。

値 を構成する。

土息識の測

　　　　　　　　1の
@　べィズ推定論的3．　方法

2つの代替案に関する個人の選好判断か効用

ｷに基づくものと考え，加法的効用関数の重

ﾝの事後確率密度関数を逐次的に選好判断か

定
むベイズ推定する。

方 2つの代替案の選好判断結果が，1次元尺度 この方法は，間隔尺度の
法 16） 上多群に分離できるものと考え，1次元尺度 構成方法の1つである。

4．回帰判別関数法 上のモデルによる代替案の評価値とアンケー

ト調査結果の相関比が最大となるように回帰

判別関数を構成する。

15） 集団の平均的価値意識を多属性の価値関数の

集識
cの

　　トレード・オフ5．　法

形にモデル化する方法である。

Qつの代替案の選好をアンケート調査し，集

の測 団の選択比率から価値関数を推定する。

価定

l方 17） 集団の平均的価値意識を多属性の価値関数の 計量心理学の分野で開発

意法 　　サーストンの1
U．　対比較法

形にモデル化する方法である点で，トレード

Iフ法と類似しているが，質問形式と数理モ

された方法の応用である。

デルに相違がある。

注）上記の方法以外にも，心理学的尺度構成方法等が数多く提案されているが，本研究では，環境要因による被害

　　を抽出できる方法を開発するという意図から．多属性の価値関数の構成に重点をおいたものを取り出している。
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3）　直接に補償額を聞くもの

（i）　理論的検討

　これは騒音被害者に対して，直接に騒音による被害額を聴取する方法である。被

害額を騒音による効用の損失と等価な貨幣額，すなわち経済的被害として聞き出す

ためには次のような2通りの質問の仕方が考えられる。一方は，「あなたに対して，

どれだけの補償があれば，いま被っている騒音があってもよいと思いますか」とい

う聞き方であり，他方は，「あなたが，いま被っている騒音が完全に取り除かれると

したら，いくら支払ってもよいと思いますか」という聞き方である。前者において

は，騒音のもたらした効用の低下と同等の効用をもたらす貨幣量を聞いており，ま

た後者では，騒音環境の向上のもたらす効用の増加と同等の効用の低下をもたらす

所得の損失を聞いている。したがって，両者ともに，騒音環境の変化に対する等効

用貨幣量を聞き出そうとしており，したがって経済的被害の定義に沿った測定方法

であるということができるが，本研究の便益あるいは費用のEVによる定義から後

者の聞き方をとるべきである。これは後者が，支払が無ければ騒音はそのまま取り

除かれることはないということを前提とした聞き方であり，したがって回答者は騒

音を被っている状況での効用を下回らない支払額を提示すると考えられるからであ

る。騒音を被っている状況は変化後であり，変化後の効用に到達するための支払い

を，騒音が取り除かれるという状況，すなわち変化前の状況で提示することになる

ので後者がEVの定義による評価ということになる。明らかに前者の聞き方は，前

記したCV概念によるものである。

（ii）問題点

　この方法のもつ問題点は，質問技術上のものと，EVに沿った質問の仕方の正し

い用い方の区別に関するものとに分かれる。前者は，アンケート調査に通常伴う，

回答結果の不安定性の問題であり，ここでは，質問が効用変化を貨幣に置き換える

ことを直接に要求するものであることから答えにくくかつ恣意の入り込む余地のあ

ることが問題である。次に後者の問題は，上記の2つの質問方法がともに，同等の

効用変化に対する貨幣への置き換えを聞き点では区別はないが，質問対象者の環境

権の保有の有無によって区別されねばならないということである。すなわち，上記
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の質問のうちの補償額を聞き出す方は，すなわちCV概念によるものは，環境を静

穏にしておくことに対する権利の保有者が，騒音によってその権利を冒されるとき

に減少する効用を補償する貨幣量が聞かれるものである。これに対して，支払って

もよい額を聞くものは，すなわちEVに沿った方法は，上記の権利を保有しない者

に対して，その権利獲得による効用の上昇と同等の貨幣損失（所得支払い）を聞く

ものである。図5．3において，U，，　U2（U，〉、）は効用レベルであり，騒音がA。→

A，と悪化したときの効用低下を示している。

ー

得所

11

Io

12

O　　　　Ao　　　　A1騒音レベルー

　　図5．3　2種類の等効用貨幣量

　このとき第1の質問とすると，図中CVが回答結果となり，第2の質問をする

と，図中EVが回答結果となる。前者はん→んの騒音悪化による効用の低下U。→

U、を1。→1、の所得上昇で取りもどそうとする（以前と効用を等しくする）からであ

り，後者は何もしなければU2の効用に甘んじなければならないが（環境権をもたな

い），もし騒音レベルをA。にすることで効用がU2→U、と増加するならば，　U，の効用

に等しくなるまでは，所得は1。→12と減少してもよいと考えるからである。した

がって環境権の所在がEVの定義に整合している必要があることになり，この点に

関しては，CVによる定義の援用も考慮する余地があると考えられる。
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5－3　事例研究一〇空港周辺における航空機騒音の社会的費用一

　ここでは，社会的費用の測定方法を，騒音環境悪化の事例に適用することによっ

て，測定方法の妥当性の検討を行う。このため，0空港周辺地域の航空機騒音問題を

取りあげ，前章で述べた3つの方法による社会的費用の計測を，この地域でのアン

ケート調査および不動産売買事例調査に基づいて行っている。

（1）事例調査のフレーム

　事例調査対象地域は，0空港周辺地域であり，調査方法，有効回収数は表5．2の示

すとおりである。また，前章で述べた測定方法のそれぞれに対応する，アンケートに

おける質問の仕方，および不動産売買事例の分析方法も表5．2に一括して示すとお

りである。

表5．2　事例調査のフレーム

調　査　名 調査地域 調査方法 調査対象 有効回収数

面接一配布一面

ﾚ回収方式

自宅居住者 259票
アンケート調査

伊丹市全域と川

ｼ市の一部 借家居住者 259票

不動産売買
磨@例　調　査

伊丹市，豊中市

r田市，川西市

不動産業に対す

髟ｷき取り調査

昭和51年以後の

?ヮ沫
85事例

（2）各測定手法による調査結果

　ここで，前章であげた3つの方法の具体的な適用例と，その適用結果を述べる。

　1）　資産価値によるもの

　　対象地域の昭和51年度以降の不動産売買の実態を，特に土地の取り引き価格に限

　定してヒアリングすることにより分析用のデータとした。本章5－・2の（2）によれ

　ば，この取り引き価格（地価γ）は，その土地のもつ騒音レベルも含めたサービス

　属性の関数であり，この関数の騒音レベル方向の傾きが経済的被害を示すことにな

　る。
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　ここでは，この地価関数として，LP（地価（千円／㎡））をLL（宅地のレベル：

1．農村集落，2．普通，3．中級，4．高級），D，（最寄駅までの距離（m）），Z）、（最

寄駅から都市までの所要時間（分））。Cs（日照・通風・乾湿等の条件：1．不良，2．

普通，3．良），CW、（上水道の条件二1．無，2．下水道，3．公共下水），

CW，（下水道の条件：1．無，2．下水道，3．公共下水），ノVL（騒音レベル（dB

（A））らで説明させる線形関数を仮定して，その係数の決定のために，取り引き事

例データを用いて重回帰分析を行った。その結果は次の式（5、9）式である。

　　　　　　　5．043　　　　　　　　　　　　0．0025　　　　　　　　　　　　　　　　　0．265　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．629　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21．238
　　　　〃）＝　　　　　　　　　　LL－　　　　　　　　　　　　　　　z）1－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Z）2十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C、十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　CW，
　　　　　　　（1．44）　　　　　　　　　　　　（0．45）　　　　　　　　　　　　　　　　　（0．68）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1．04）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（0．96）

　　　　　　　　1．351　　　　　　　　　　　　　　0．767
　　　　　　　　　　　CW2一　　　　　　　　　　　　　　　　ノVL十87．78（R＝0．4348）　　　　　　　十
　　　　　　　　（0．46）　　　　　　　　　　　　　　（1．62）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．9）

ただし，Rは重相関係数，（）内はt値である。

　この結果，騒音レベル1dB上昇当りの地価への影響は約770円／㎡の低下であ

り，この係数は∂（L」P）／∂（NL）に等しいことから，この値が経済的被害（1dB

上昇当りの）を示しているということができる。0空港周辺の1戸当り平均宅地面

積は，約140㎡であり，このことから騒音レベルが80dB→100dBと上昇した場合

の1戸当り平均土地価格低下は，

　　　　770円／㎡・dB×140㎡×20dB＝215．6万円　　　　　　　　　　（5。10）

となる。この値を年間価格の低下という形に換算すると，約13万円／年間・戸とな

る。毎年価格の換算は次のように考えた。

　まず，不動産価格P円の住宅を購入し，毎年定額P円で賃貸することによって収

入を得る場合を想定する。耐用年数をn，将来価値の割引率をiとすれば，このP

はP・t／（1－1／＋i）n）で表すことができる。P円には土地価格も含まれているので，n

を十分に大きくとれば，毎年価格PはP・iであり，割引率を金利なみの6％と考え，総被

害215．6万円の6％すなわち約13万円の毎年被害額とした。測定結果として得られ

た地価関数は，実価格と推定値との相関が悪く，また各係数のt値も低いので，線

形式以外の他の関数形による推定も考えられるべきであるが，幅をもって解釈すれ

ば，上記の算定値が経済的被害であるということができる。

2）　価値意識による方法
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　アンケート調査の住宅の選好に関する1対比較質問のデータに基づいて，集団の

価値意識の測定方法であるトレードオフ法を用いて，価値関数の推計を行った。価

値関数を構成する属性としては，Xl（住宅の売り値（万円），x2（敷地面積と土地面

積（㎡）），．r．？（通勤時間（分）），　x4（日照（時間）），　x5（買物の便，所要時間（分）），

x、（公共サービスの便（便利：1．不便：2）⇒，（騒音レベル（dB（A））の7項目を

とった。1対比較法の質問では騒音レベルと住宅価格に関するトレードオフ関係を

質問した。

　質問では騒音がほとんど気にならない住宅（ピーク時で60dB（A）を基準案とし

て，他の属性は好ましいが騒音レベルは大きい住宅を代案として選好結果を求めた。

このモデルでは，騒音レベルも含めたこれらの属性の差によって住宅選好が変化す

ると想定されている。価値関数の推定結果は次の式（5．11）のとおりである。

　　　　U＝－1．Oxl十ll．4x2－8．2x3十35．1x4

　　　　　　－11．5xs－260．4x6－20．lx7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．　11）

ここに，Uは貨幣換算された効用（万円／戸）である。この価値関数を用いたときの

選択比率の推計値と実データによる選択比率との相関係数は0．945であり，良好な

再現性を示しているといえる。したがって，この価値関数を用いて，集団としての

貨幣と経済的被害との限界代替率，すなわち経済的被害をかなりの精度で推定する

ことができる。すなわち，式（5．11）の結果によれば、1dB（A）の騒音レベル

の上昇と，住宅価格20．1万円の下降が効用値を不変におくことになるので，1dB

（A）当りの経済的被害が約20万円であるということができる。ただし，この額は将

来にわたる住宅サービスへの支払い総計なので，上述した年間換算法を用いると，

80dB（A）から100dB（A）の上昇に対しての年間経済被害額は，年間換算で約24

万円ということになる。

3）　直接質問による方法

　アンケート調査により，「もし航空機騒音がなくなるならば，お宅では1ヵ月当

りいくらお金を支払ってもよいとお考えですか」というEVに沿った形での支払い

対価を直接質問している。回答結果は表5．3のとおりである。この結果によれ

ば，回答者の平均的支払い対価としては9千円／月であり，また騒音レベル別にみ
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ると，騒音レベルの上昇とともに支払い対価は増加し，80dB（A）未満の地域で2

千円／月，100dB以上の地域で約3万円／月が支払対価として回答されている。こ

の差を用いると，80dB（A）から100dB（A）への騒音レベルの増加に伴う経済的

被害は年間約25万円～35万円ということができる。ただ，注目されるのは表5．3

にも示されているように無効票率の高さである。これは騒音被害を受けている実感

　　　　　　　　　　　表5．3　航空機騒音の除去に対する

　　　　　　　　　　　　　　支払対価（月）

騒音レベル 世帯平均 無効票率＊
（dB） （百円） （％）

80未満 21．1 65．9

80～　85 75．3 41．9

85　　90 25．0 60．0

90　　95 48．4 62．7

95　100 74．7 65．2

100以上 307．9 62．5

全　地　域 93．0 57．1

＊無効票とは，支払金額の回答がなかったものを

いつ。

と，支払い対価，すなわち損失すべき所得額とは結びつきにくいことが一因になっ

ていると思われる。これは前節にも述べた環境権の問題であり，補償されるべきだ

と思っている回答者に対しては騒音の除去に対して支払いに価する額を聞くより

は，「あなたにどれだけ支払われれば耐えられるか」の形で補償額を聞く方がはる

かに回答が容易であろう。したがって，環境権の帰属状況に沿った質問の設定が，

精度を高めるために必要であると思われる。
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5－4　結 言

　社会的費用の計測の意義およびその意義に沿った被害計測方法について考察を加え

てきた。

　実際のアンケートおよび売買事例調査を通じてそれぞれの手法による経済的被害測

定を行った。その結果を，騒音レベルが80dB（A）から100dB（A）に上昇した場合

の年間世帯当り被害額について表5．4に一括して示している。

　　　　　　　　　　　　表5．4　各計測方法による年間世帯当り被害額

計測方法

直接質問による計測

価値意識による計測

地価分析による計測

騒音レベルが80dBから100　dBに

上がった場合の年間世帯当り被害額

25～35万円／年

　　24万円／年

　　13万円／年

　　　　　　　注）資産価値を年間換算する場合は，6％の償却率を用いた。

　　　　　　　　　本表は主として自宅居住者に対するアンケートからの作成である。

これらの事から得られる結論は次のとおりである。

①経済的被害の測定結果は手法によって差異はあるものの約10～35万円（1世帯

　・1年間当り）とほぼ安定した数値を得た。しかも，この幅は，主観的な意識量

　を直接に抽出した場合と，市場データによった場合の差から生じるものであり，

　これは5－2の理論的検討，問題点でふれたような理由による，市場データを利

　用した場合の過小評価の可能性から裏づけできるものである。このことは，定義

　に沿った経済的被害が，ある程度の信頼性をもって計測されることの可能性を示

　すものである。

②経済的被害を意識量のまま抽出する方法は，直接に支払い対価（補償額）を聞

　くものと，1対比較質問から作成する価値関数によるものがある。前者について

　は，経済的被害の定義どおりの質問形態ではあるものの，無効票率が高く，回答

　の信頼性が低い欠点をもっている。また，EVに沿った聞き方と，環境権の帰属と

　の不整合が回答を困難にする可能性がある。これに比較して，後者の価値意識を

　価値関数から得る方法はアンケートのうえでの単なる比較選好の結果をもとにす
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　るものであり，前者に比べて信頼性は非常に高い。事実，今回の調査においても

　無効票率は非常に少なかった。ただし，今回用いたトレードオフ法は，回答者が

　同一の価値関数をもつと仮定した場合の平均的価値意識を抽出するものであり，

　個人の価値意識を合成する問題はまだ残っているといえよう。

③地価分析による方法は，収集した売買事例データの信頼性によるところが大き

　い。今回の事例研究においても，欧米各国のものと比べるとモデルの説明力は低

　かった。この方法は，モデルの説明力および各係数の信頼性についての統計的検

　定を満たせば，被害の抽出方法として非常に優れているが，実データから構成さ

　れたモデルはなかなかこの検定を満たしにくい。これは地価決定のシステムを容

　易に特定化できないことが反映しているものと考えられる。

④被害の意識量から直接抽出したもの（直接質問，一対比較法）と，いったん市

　場データに反映した側面でとらえたもの（地価分析，個別支出）との被害額で，

　前者は約24～35万円，後者は約13～14万円と差が出た。地価分析の方が低くなっ

　ている理由のひとつとしては，移動障壁，すなわち移動費用の存在により，地価

　の市場データが地域的環境の差を敏感に反映しないことから，騒音に対する評価

　を低くしていることが考えられる。
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第6章　地域経済便益評価の簡便化手法

　第2章および第3章において，交通施設の整備が地域に及ぼす便益の評価理論が示

された。第4章，第5章において，これらの評価理論の，市場評価し得ない便益につい

ての評価手法への適用例を示した。ここでは，市場評価できるもの，すなわち経済評

価の手法への，特に地域帰属便益の簡便化評価手法への適用例を述べるものである。

6－1　地域開発効果体系

　交通施設の整備が地域にもたらす便益を明らかにするにあたっては，交通施設の利

用に由来する種々の波及効果の因果関係を包括的なシステムとして把えておく必要が

ある。図6．1は，その目的で描かれたものであり，各種の効果が時間軸，空間軸さ

らに帰属軸の空間中に位置づけられ，さらにそれらの因果関係についても把握できる

ようになっている。

　まず時間については，諸効果の誘発される時期に応じて，短期（瞬時，1～2年），

中期（5～6年），長期（10年以降）に分割するのが都合がよいと思われる。シミュ

レーションモデルによる効果把握などではもっと細かな分割も可能であるが，諸効果

の様相が異なってくるのを把握するためにはこの程度の大まかな分割の方が適当であ

る。この時間軸に沿って効果の波及を把えていくと，次のようにまとめることができ

る。

　短期においては，間接効果波及は交通調整効果と乗数波及効果Dにより誘発される。

交通調整効果は交通施設の設置，改善に対応して生ずる交易パターンあるいは貨物・

人口流動パターンの変化を意味している。しかしながら短期という限られた時間にお

いては地域的取引関係の変化を通じての，需要量の変化はないと考えられる。した

がって効果は輸送上のものに限定される。一方，乗数波及効果は，改善交通施設の利

用によって利益を享受した主体の再支出から誘発され，その需要を充たすための地域

生産量の増加という形をとる。メリットが確認されると，中期になると，短期におい
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ては不可能であった供給力の増加に由来する産業調整効果が主なものとなる。短期に

おいては生産要素一労働力，資本一の移動が充分でなかったのものが，より望ましい

交易・流動状態に向けての圧カー立地先の変更，契約先の変更一の故に中期において

はそれが充たされ，供給力の増加を促すわけである。いわゆる産業開発効果であり，

対象地域の未雇用生産要素もかりだされるということになると資源開発効果2）という

側面ももっている。長期でみると，より恒久的な効果が誘発される。蓄積された供給

力は集積の効果を介して当地域の競争力を高める。このことは労働力の定着を通じた

地域人口の定住，増加につながり，これらの人によって地域コミュニティ，地域文化

が形成されることになる。

空間

●市場圏拡大効果
1●輸送合理化効果

●産業開発効果
●資源開発効果

●人ロ再配置効果

1　／
1ノ／〔需要喚起〕
1’

・．・、生ξ要素移動，

人口分布の変化
●コミュニティ

●又化の変化

●輸送業者　　　，●一般産業

．荷主（生龍）〆資産価値
　　　　　　　　　　　　　時間
／

　　　　　　　　　　　　　図6．1　間接波及の体系

　上記のような連関波及にしたがって，地域帰属便益を求めるためには，因果関係の

ひとつひとつをモデル化した地域計量モデルのアプローチによるのが一般的であり，

従来からの研究も多い。しかしながら，このようなアプローチでは，一般にモデル構

成の複雑さ，計算量の多大さによって，交通施設の整備の地域に与える影響を明確に

は表現しにくく，また政策上の効果を求めるためのオペレーションも簡単とはいいが

たい。

　これに対して本章では，第2章での便益評価手法の結論に基づいて，交通施設整備

によってもたらされる地域経済便益の簡便化評価手法についてのいくつかの提案を行
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うものである。

　本章で考察した手法は，第2章，第3章における結論の中の

　①節約時間は，家計において発生したものでも，産業で発生したものでも評価で

　　き，適当な時間価値を用いる事により便益とすることができる。

　②家計の所得変化はそのまま便益とすることができる。

といった事実に着目した次の2つのものである。

　いずれも比較的容易に観察しうる交通施設の直接的利用老に発生する個人的利益を

加工することによって地域経済便益を推計する手法であり，第1のものは直接利用者

に生じた時間以外の経費等節約も結局時間価値によって評価しうる（輸入財の評価を

除けぽ）ことを明らかにするものであり，上記の①の結論につなぐことができる。こ

の第2の評価手法は，道路整備評価への適用例として考察した。また第2のものは，

上記の②に基づくべく，交通施設改善と地域所得向上との直接的関連を統計的に把握

するものであり，空港整備による旅客移動時間短縮の評価への適用例として考察した。
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6－2　時間価値による道路整備の統一的評価

　本節は，道路整備の経済効果計測にあたって，特に直接便益計測手法について，一

般均衡分析視点から評価計測する場合は，時間価値を便益評価の統一尺度とすること

ができることを明らかにする。

（1）一般均衡アプローチ

　交通施設整備の経済効果の計測手法として，効果波及の把握のカバレージの区別か

ら，部分均衡アプローチと一般均衡アプローチとがあり，これを，道路整備効果の評

価方法という形で整理すると簡単には次のようになる。

　●部分均衡アプローチ……当該道路施設利用による経費節約分や利用者の所要時間

　　　　　　　　　　　　　節約に時間価値を乗じたもの3）。

　●一般均衡アプローチ……上の経費節約や，時間短縮の結果，誘発される新しい均

　　　　　　　　　　　　　衡状態を従前の均衡状態と比較するもの4）。

　従来，政策適用上は，簡便さが求められる故に部分均衡アプローチによった場合が

多いが，より正確な評価のためには，可能なかぎり後者のアプローチにしたがう事が

のぞましい。ここでは，経費節約の部分について，一般均衡アプローチをとり入れた

形での評価手法について考察したものである。

（2）従来の計測手法

　道路施設整備の経済評価を部分均衡アプローチ（あるいは直接効果アプローチ）に

よって行う場合は，従来から

　　●経費節約

　　●時間節約

　　●事故節約

等を，それぞれ交通施設利用による距離節約量，時間節約量，事故率の減少量に，経

費原単位（円／㎞），時間価値原単位（円／時間），事故被害額原単位を乗じて経済価



値に換算する方法，いわぽ原単位方式をとってきた。道路施設の場合を例にとると，

それらの原単位の構成因子は表6．1のように具体例として示すことができる。

　　　　　　　　　　　　　表6．1　交通費用原里位の例

走　行　経　費 時　　間　　価　　値 事故被害額

・燃　　　料　　　費 （以下の方法が適宜用いられる） ・修　　理　　費

・油　　　脂　　　費 ・国民生産所得方式（GNP／労働時間）

・タイヤ・チューブ費 ・治　　療　　費
・均衡距離方式

・整　　　備　　　費

・車　両　償　却　費
・車両留置料金方式 ・死亡保険支払い

・人　　　件　　　費

（3）原単位方式の問題点と改善の方向

　（2）の直接効果アプローチ，あるいは，原単位方式は，経済評価の簡便法として，政

策適用上，非常に便利であるが，手法全体の整合性に関して次のような問題点を持っ

ている。

　①　評価の視点が明らかでない。走行経費節約の計上は利用者のみの便益評価であ

　　るが，時間価値原単位で用いられている国民所得方式は，どちらかといえば，労

　　働時間単位の諸インパクトの総合化されたものとしてのGNPを用いる点で，国

　　民経済的立場（帰属を明らかにしない経済全体としての立場）からの視点である。

　②国民経済的視点からの立場が明確でないので，「ガソリン節約は，ガソリンス

　　タンドの損失により相殺されるのではないか」というような間接的波及の結果に

　　たいする評価の仕方について何も教えない。直接的利用者を経由して便益が波及

　　することになるが，こういった帰着べ一スでの便益評価と，原単位方式による評

　　価との関連が明らかでない。

　本研究は，上記の問題点をふまえ，国民経済的評価という明確な視点からの計測方

法として，究極的な経済全体の資源節約を労働及び輸入財（我が国にとっては本源

財）の節約で評価することにより表6．1のような直接的節約形態に因らない統一的評

価手法を提案するものである。
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（4）本源財（労働），輸入財による評価の提案5）

1）経費節約の帰着形態

　　交通施設整備による地域経済効果は国民（地域）経済的な視点からは本源財とし

　ての労働及び輸入財の節約に帰着される。

　たとえば，道路整備により，ガソリンが節約される場合，ガソリンの生産・流通過

　程は図6．2のようであり，究極的には輸入財としての原油，および原油の精製，

　ガソリンの販売に投入される労働が節約されることになる。ガソリン自体は売買さ

　れて所有の主体が変化するのみである。また，道路整備による人件費の節約は，明

　らかに労働節約である。ガソリン，人件費以外の諸走行経費，事故被害費用，修理

　費用についても，これらの節約は，上記と同様に産業連関波及経路を逆に辿ること

　により，結局労働と輸入財の節約ということに帰着する。時間短縮は，そのまま労

　　　　　　　1　　　　　表6．2　本源財としての費用項目

労　働（時間） 輸　入　材

・燃　　　料　　　費 ○ ○　（原　油）

・油　　　脂　　　費 ○ ○　（　　）

・タイヤ・チューブ費 ○ ○　（生ゴム）

・整　　　備　　　費 ○ ○

・車　両　償　却　費 ○ ○

・人　　　件　　　費 ○

・時　　　　　　間＊ ○

・修　　　理　　　費 ○ ○

・治　　　療　　　費 ○ ○

・死亡保険支払い ○

＊　本研究において，貨物の時間価値は考慮しない。

輸入財

（原油）

図6．2　ガソリンの生産・流通過程
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働節約（貨物の時間価値は本研究で一貫して対象外としている）につながるので，

本項目の冒頭に示したとおり，交通施設整備による地域経済効果は本源財としての

労働および輸入財の節約に帰着できる。表6．2は各項目の節約が労働節約，輸入

財節約につながる可能性を示したものである。この労働の節約は第2，3章での時

間短縮による便益に関する結論に結びつくものである。なお，生産に必要となる機

械設備等の資本の節約も，長期的には労働と輸入財の節約と考えることができると

みなして，ここでは本源財とはしていない。

2）計測の方法

　交通施設整備による節約の形態的な表現である経費節約，時間短縮，事故軽減等

は，上記したように産業連関波及を辿ることにより節約を伝ばんさせるので、産業

連関投入係数および輸（移）入係数を用いることにより，本源財・輸入財の節約と

　して以下のように統一的に換算することができる。

　　　　　H＝h．X　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6・1）

　　　　　M＝m．X　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6・2）

　　　　　X＝〔n－（ll－m）A〕－1・∫……　　　　　　　　　　　　　　　（6・3）

　　ここに，H，　Mは，産業別労働時間節約ベクトル，産業別輸入財節約ベクトルで

　あり，本研究の提案方法によるアウトプットである。hは必要労働時間原単位ベク

　トルである。fは，形態別の節約を直接的な産業別財節約（ガソリンは販売業，タ

　イヤはゴム製造品業）に置換したもの（ベクトル）である。m，　A，　Xは，産業連

　関分析における輸（移）入率，投入係数マトリクス，均衡生産額ベクトル（この場

　合は節約生産額）である。この（6．1）式～（6．3）式を用いることにより非

　常に簡単に，産業別に生じた労働節約および輸入財節約を定量的に把握できる事に

　なる。

3）評価の方法

　　2）の計測方法により輸入財および時間節約が交通施設整備の効果として算定さ

れるが，いまひとつ経済効果への統一的尺度化を行うためには，時間節約の経済評

価が必要である。これについては，第2章における，企業活動に生じた節約時間価

値，および，第3章における家計に生じた節約時間価値の計測方法を用いればよい。
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直接的には，産業波及を辿ることから，企業活動に生じた節約時間といえるが，当

該企業の労働需要如何によっては家計に生じることになる可能性もある。これにつ

いては，結果としては陽に出していないが，第3章のモデル体系で，（3．3）式で

生産側からの労働需要量，（3．2）式で労働側から供給量が可変に決あられてお

り，具体的に均衡値を得ることができる。
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6－3　旅客時間短縮の経済評価

　人の動きが地域経済に与える効果のひとつとして「接触の便益」とよばれる，具体

的には「商取引」「打合わせ」「商機」の増加を通じて発生するものがある。

　この「接触の便益」については，従来p定性的に述べられているのみで．その定量

的方法についてはほとんど未開発であった。ここでは，この「接触の便益」を含む旅

客時間短縮便益についての定量化に交易関数を用いるひとつのアプローチを試みたも

のである。

（1）旅客距離，貨物距離を区分した交易関数

　ここでは，人の動きが地域経済全体に与える影響として，生産所得増をとりあつか

う。このため日本のブロック相互間での取り引きに基づく交易係数の変動がどれだけ

接触のしやすさ，すなわち旅客距離に依存しているかを，重回帰分析によって把握す

る。このあと，推定された関数を用いて，旅客距離の短縮に伴う交易係数の変化，す

なわち，最終需要増および生産所得増の変化を求める。

1）　交易関数

　　第元財の交易係数（Zうを販売地域（r）の元財生産資本ストック（Kりの全国に

　占めるシェア，販売地域→購入地域（S）間の貨物距離（礁）および旅客距離

　（49）で説明するものとした。ここにS地域戊財のr地域に対する交易関数tcsは，

　S地域元財の総購入量に占めるr地域からの購入量のシェアとして定義されている。

　　この関数は，r地域のS地域に対する元財販売力が，　r地域のもっているノ財供

　給力，r→S地域の距離抵抗に依存するであろうという推論を定式化したものであ

　る。

2）　交易関数の型

　　1）の交易関数は次の3つの要因に依存するものとする．

　　①その地域の資本ストック量の全国量に占めるシェア

　　②　旅客距離
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　③　貨物距離

　①の資本ストックシェアは，その地域の供給力を示すものであり，供給量の大き

さ，あるいは，これに由来する価格面の有利性を反映させたものである。②，③の

両距離は，販売力に対して負の要因であり，②の旅客距離の増大は「取引」「打ち合

わせ」に伴うコストの増加，「商機」低下，また③の貨物距離の増大は貨物の輸送に

伴うコストの増加が，販売力を低下させることを考慮している。従来この異種の距

離が総合化されたものとして説明要因とされていたが，ここでは，これらの異種の

距離を区別し，旅客距離独自の影響をみるものである。

　交易関数は次のように特定化する。

　　　　r、　k（（，）r

rsち＝ iガ）・．（雄）r

t」：交易係数

K）：r地域の資本ストック（プ財生産）の全国に占めるシェア

露：r→S間・貨物距離

娠：r→S間・旅客距離

k・α・β・γ：推定パラメータ

（6．4）

　　βおよびγはそれぞれ旅客距離，貨物距離のウェイトであり，それぞれの距離の

ちがいによる交易係数の実績データの変動の大きさを反映するように推定される。

3）　貨物距離，旅客距離

　距離は，所要時間および料金の合成値であり，所要時間は時間評価値を乗ずるこ

　とにより料金と同一単位とした。輸送手段が複数個存在する場合は，輸送分担シェ

アにより加重平均する。したがって以下の式に従う。

　　　　　　d＝T×W十F　　T』Σt，・rh　　　　　　　　　　　（6．5．　a）

　　　　　　　　　　　　　　　　h
　　　　　　F，＝Σfk　．　rh　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．5．　b）

　　　　　　　　h
　　d　l経済距離

　　T　：所要時間

　　F　：料金

　W　：時間評価値

　Z、　：手段kを用いた時の所要時間
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∫h：手段kを用いた時の料金

rh：全輸送手段に占める手段kの輸送量シェア（輸送分担率）

（2）算定のためのフレーム

1）対象地域

　　交易係数データは地域産業連関表における地域間取引額をべ一ヌにして求めるこ

　とから，対象地域としては現存の地域間産業連関表にならって下記の全国9ブロッ

　クとした。

　　1．北海道　　2．東北　　3。関東　　4．東海　　5．北陸

　　6．近畿　　　7．中国　　8。四国　　9．九州

2）対象財

　　交易関数は財（産業）の種類によってそのパラメータが異なる。本調査では，資

　本ストックデータの制約により，次の5つの財（産業）を対象とした。

　　1．農業　　2．鉱業　　3．製造業　　4．電気・ガス・水道供給業

　　5．サービス業

3）ブロック中心

　　距離算定のためのブロック中心は，ブロックの重心，輸送量のシェアを考慮して

　表6．3のように設定した。

　　　　　　　　　　　　　表6．3　ブロックの中心地

ブロック ブロック中心

北　海　道 札　　　幌

東　　　北 仙　　　台

関　　　東 東　　　京

東　　　海 名　古　屋

北　　　陸 小　　　松

近　　　畿 大　　　阪

中　　　国 広　　　島

四　　　国 松　　　山

九　　　州 各県の県庁所在地を統合峯

＊九州以外のブロック中心から九州各県までの距離を

九州各県の人口でウェイトづけして距離を算出した。
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（3）算定結果

1）距　　離

　　時間評価値原単位としては表6．4に示すものを用いた。表中，旅客については

　第3章に述べたことより賃金率を用いた。貨物については既存データの存在を重視

　して表中の算定根拠のものを用いた。

　　　　　　　　　　　　　　　表6．4　時間価原単位

W 算　　定　　根　　拠

旅　　客 21．0円／分

給与所得者実働時間　174．7時間／月

@　　　　平均給与　219．62千円／月

@　毎月勤労統計調査報告（地方調査）

貨　　物 5．67円／分
「運輸省・建設省協定の有料道路料金設

閨vのための時間価値算定値

　輸送手段によるウェイトづけについては，中心地の所属する都道府県間の流動に

関する輸送分担シェアを用いた。旅客流動については昭和51年度実施の旅客地域流

動調査による分担シェア，貨物流動については，昭和50年度実施の貨物純流動調査

による貨物流動の分担シェアを用いた。表6．5，表6。6は各々の距離の算定結果であ

る。
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表6，5　旅客距離算定結果

北海道 東　北 関 東 東　海 北　陸 近　畿 中　国 四　国 九　州

621 180 200 611 200 1，388 1，475 455

北海道 11，753 19，565 24，000 18，588 29，260 24，950 26，040 36，266

（札幌） 10，782 24，794 23，345 28，200 31，419 33，460 54，098 57，015 45，821

266 386 607 475 546 702 763

東 北 5，300 11β00 15，250 14，200 17，900 18，990 21，723

（仙台） 4，751 10，886 19，906 27，997 24，175 29，366 33，732 37，746

121 318 211 308 266 253

関　東 6，600 9，950 9，300 12，700 15，315 18，550

（東京） 4，256 9，141 16，628 13，731 19，168 20，901 2a863

207 143 191 198 224

東 海 4，550 4，316 9，200 10，243 13，760

（名古屋） 3，288 8，897 7，319 13，211 14，401 18，464

409 597 420 523

北　陸 8，813 14，440 1a210 17β91

已） 3，910 17，402 26，977 22，030 28，874

一 一一． 122 301 226

近　畿 6，200 5，700 10，802

所要時間（分）

料 金（円）
（大阪） 3，288 8，762 12，021 15，548

トリップ費用（円） 87 191

中　国 4，600 3，427

トリップ費用一所要時間Xw＋料金 （広島） 2，987 6，427 7，438

W　： 時間評価値一 2LO円／分
259

四　国 3，324

（松山） 2，987 8，763

九　州
（各県の荷
d平均） 3，222
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表6．6　貨物距離算定結果

北海道 東　北 関　東 東　海 北　陸 近　畿 中　国 四　国 九　州

1，185 3，134 4，681 1，930 3543 4，730 a555 3，508

北海道 1L429 3，658 6，449 17，157 15，520 6，550 10，093 14，390

12，159 18，148 21，428 32990 28，100 35，609 3a369 40，250 34，280

642 1，183 1，105 2，099 1，940 2299 2146

東　北 5，584 8，665 10，813 4，726 11，681 19，995 13，371

6，180 9，224 15，373 17，078 16，627 22681 3ao30 25，539

666 905 1，002 2400 2，067 2，647

関　東 7，690 9，273 10，023 10，273 12，259 13162

6，180 11，466 14，404 15，704 23，881 23979 28，170

501 336 938 966 1，844

東　海 5，406 4，975 9，528 9，742 15，411

4，610 8，247 6，880 14，846 15，219 25，866

830 1，432 1，460 1，545

北　陸 9，078 13329 13544 11，444

5，525 la784 21，448 21，822 19，904

1，289 2，673 1，680

所要時間（分）
近　畿 4，086 7，923 9，122

料 金（円）

トリップ費用 （円）
4，610 11，395 23，079 18，648

1，449 2011

トリ ップ費用＝所要時間×w＋料金 中　国 a193 3，450

W ：時間評価値＝5．67円！分 7，634 11，409 i4，852

2，045

四　国 8，108

7，644 19，703

九　州

9，951

一108　一



2）交易係数・資本ストックシェア

　　交易関数の被説明変数である交易係数は，rS。45年9ブロック地域間産業連関表」

　より次の式で求あた。

　　　　　　rs　　c；5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．6）　　　　　tl＝
　　　　　　　c；（＝Scl）

　　　　　　　　　　h

　　ここにC7は，　S地域が，　r地域から購入したノ財の購入額を示している（図6．3

　参照）。

S地域

　　　　　　　総・・一一…　一一需…”

@　　　　　　要

　1

n域

：・is

F

2地域
：・is

F

：cS：」

　　　　　　　　　　　　　　図6．3　地域間産業連関

　　次に資本ストックシェアについては「地域分散政策とその効果」6）における推計

データを用いた。

3）推定結果

　　交易関数t3s＝eh・（K；）α／（f6）β・（f容）「のパラメータk，α，βpγの推定結果は

以下の表6．7のとおりである。
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表6．7　推定結果一覧表

　　パラメータ

ﾆ種

〃 α β γ 　　R
d相関係数

農　　　　業 14，405 0，939 0，488 1，173 0．6502

鉱　　山　　業 24，247 1，257 0，982 1，677 0．7865

製　　造　　業 12，127 0，806 0，702 0，666 0．8808

電・ガス・水道 40，585 0，823 0，162 4，495 0．7593

サ　ー　ビ　ス 23，049 0，927 1，310 1，350 0．8255

4）結果のまとめ

　　対象5業種共に係数の符号条件は充たされており。説明力も農業（重相関係数

＝0．6502）を除いて，ほぼ充たされるといえよう。旅客距離にかかる係数をみると

サービス業が1．310ともっとも大きく，競争力を決めるうえで旅客距離の占める重

要性が証されたことになる。もちろん旅客距離の単位変化による交易係数の変化の

大きさはD対数線型式であるのでこの係数のみでは決まらずに，他の要因の絶対的

大きさにも依存している。しかしながら，他の要因が全く同等であれぽ，旅客距離

短縮による交易係数の変化量は，サービス業が最も大きくこうむると考えられる。

旅客距離と貨物距離との比較では，貨物距離にかかる係数の方が一般に大きく，依

然として貨物輸送の産業に占める重要性が表われている。製造業において旅客距離

にかかる係数が貨物距離のそれを上回っていることについては，統計的不安定性を

考慮すれば明確な意味づけを行うことはできないが，サービス業と共に旅客距離の

重要性は大きいと考えられる。得られた交易関数を用いる事により，交通条件の変

化（τ答）が交易係数に与える影響，すなわち他地域への出荷量の変化を抽出するこ

とができる。出荷量が増加である場合には，その地域にとっての最終需要増となる

ので，産業連関分析手法を適用することにより，地域所得の上昇を導くことができ

る。

一110一



6－4　結　　言

　本章では，市場評価の可能な交通施設整備による効果について，効果の最終的帰着

断面での便益評価の簡便化をふたとおりの方法で試みた。得られた結論として次のも

のが挙げられる。

　まず，道路整備効果の評価については，

　①従来の利用者に限定した原単位方式による便益評価は，特に経費節約による評

　　価について，それが地域便益を正当に表わさない場合もある。実際の経費が公定

　　価格の設定などにより支払対価を示していない場合がこのケースにあてはまる。

　　また，利用者に限定しているために当然，その帰属については明らかでない。

　②①の従来方式の問題点を考慮して，経費節約を産業連関波及に沿って本源財に

　　分解し，帰着としての労働節約と輸入財節約で評価する方法を提案した。この方

　　式によって，時間価値という単一の評価尺度で統一的に便益評価が可能となる。

　③②の方式は，産業連関波及を用いる方法であるので，従来の産業連関分析手法

　　を適用することにより，定量的に評価が可能である。また，産業別の帰属および

　　地域移入（地域の自給率）を考慮することにより，分析の対象とする地域への帰

　　着も定量的に明らかにすることができる。

などを挙げることができる。

　次に旅客時間短縮の経済評価については

　①地域経済（ここでは交易）の向上に果たす経済距離（トリップに要する費用と

　　時間）の役割について，貨物の輸送と旅客の輸送とに区別して，統計的な手法に

　　より定量化することができた。

　②旅客輸送と貨物輸送の重要性について，交易関数のパラメータを観察すること

　　により，産業間の差違を確認することができた。サービス業において，旅客距離

　　の重要度が高いことは実感もに合っており，得られたパラメータに対する信頼性

　　を高めていると考えられる。

　③　推定された交易関数を用いることにより，交通施設の特性一主として旅客輸送
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を対象としたものか，主として貨物輸送を対象としたものか一に応じた施設問の

整備効果の比較を行うことができる。
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第7章　交通施設整備の費用負担D

　本章では，公共交通施設の整備費用の負担方式を合理的に決定するための2，3の

方式を提案し，提案した方式を現行のものと比較することにより，その長所短所を検

討する。負担問題の例として国庫補助率の設定の場合をとり，国と地方公共団体の2

者の負担を考える。ここでは対象とする施設の受益者と，その享受する便益は既知の

ものとする。

7－1　費用負担方式の比較

　費用負担方式の決定について，租税負担原則を参考とすることが考えられるが，第

3章で「利益説」も「能力説」もいずれも現実の費用負担を決定するにあたっては説

得力をもちえないこと，したがって，両者の折衷案として，負担による犠牲と便益と

を含む，負担方式が必要となることを指摘した。本章では，実際の負担問題への適用

を「能力説」方式と「折衷」方式について行いその差異を検討したものである。「利益

説」方式は形としては，「折衷」方式と同じであるのでnここでは比較の対象とならな

い。ここでとり上げた方式は下記のとおりであり，方式1は第3章（3．57）式に方

式2は同（3．58）式に対応しておりいずれも「能力説」にもとずくものである。ま

た，方式3は同（3．62）式に対応しており，第3章で便益を用いた負担方式とよん

だところの「折衷」方式である。

　方式1。均等限界犠牲基準……費用負担によって減ずる効用低下で測った国民経済

　　　　　　　　　　　　　　的総犠牲量を最小にする。

　方式2．均等絶対犠牲基準……費用負担によって減ずる効用低下で測った犠牲量を

　　　　　　　　　　　　　　均等化する。

　方式3．均等費用便益比基準…費用負担によって減ずる効用低下で測った犠牲量の

　　　　　　　　　　　　　　便益による効用の増分に対する比率を均等化する。

　以下にこれらの3つの方式による負担を比較する。3つのいずれの案も社会の構成
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員の誰もが所得に関して同一の効用関数をもっているものと仮定している。

（1）均等限界犠牲基準

　これは，費用を効用に変換したとき，費用を貧しい地域（または人）が負担する

か，豊かな地域（または人）が負担するかによって，一定額の費用であってもp効用

（または犠牲量）では変化するという事実に着目し，その総犠牲量を最小にしようと

する基準であり，次式で定式化することができる。

　　　　　　　　　　N
　　　　　Min∫W＝ΣPt｛U（Y、）一乙1（γ，－C，X、／P、）｝

　　　　　　　　　　‘＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．v
　　　　　　　　　十Po｛U（γo）－U（γrΣC、（1－Xi）／Po）｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
　　　　　　　s．t．　　0≦X≦1　i＝1，・・…・，N　　　　　　　　　　　　　　　　（7。1）

　ここに，SW：国民経済的総犠牲量，P，：地域iの人口，P。1国全体の人口，y，1地

域iの人口ひとりあたりの地域（県民）所得，γ。：1人あたりの国民所得，Cil地域

iにおける公共施設の整備費用，B，：公共施設の便益のうちで地域iに帰属する便

益，Bb：地域iに整備される施設の国民経済的総便益，　X，：地域iの負担割合，　U：

1人あたりの効用関数，x、：地域fの費用負担率（したがって，（1－ti）が国の負担

率）

　（7．］）式を地域iの費用負担率エ、について微分したものをゼロとおくと次式を

得る。

　　　　　（∂u／∂γ）1　　　＝（∂び／∂γ）l
　　　　　　　　　　　　Y，－CXI／P，　　　　　　　　　　　　　　　　Yo－zxrx，／Po

　　　　　　　∫or　O≦Xi≦1，iニ1，……，ノV　　　　　　　　　　　　　　　　　（7。2）

　（7．2）式は，負担率がゼロまたは1でないかぎり，各地域の1人あたりの限界

犠牲量が全て等しくなることを示し，表記のように方式1は，限界犠牲量を等しくす

る基準であるということができる。

（2）均等絶対犠牲基準

　本方式は，負担による犠牲量そのものを全ての地域の1人あたりについて等しくす

るように負担割合を決定する基準であり，次式で示される。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　U（y、）－u（y、－C，X，／Pi）－u（γ。）－U（γ。一ΣC，（1－X、）／P。），（7・3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝1
　　　　0≦X‘＜1，i＝1，……ノV

　（7．3）式は，0≦x、≦1という範囲内で必ずしも成立するとはかぎらない。すな

わち，均等犠牲を実現するには，整備費額C以上の負担を課すことが必要な場合が発

生する。このため，負担率をできるだけ（7．3）式に近づける補助基準が必要とな

るので，本研究では，この補助基準として，最小自乗型の（7．4）式を採用する。

　　　　　MIlΣ〔｛U（Yt）－U（Y，一　C，　X／P、）｝　　　　　　　　　　（7．4）
　　　　　（n）i＝1

　　　　　／｛U（γo）－U（yo一ΣCi（1－Xの／Po）｝－1．0〕2

　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　　　　　　s．t。　　0≦X，≦1，　i＝1，……，ノV

（3）均等費用便益比基準

　本方式は，対象とする公共施設の存在する地域に帰属すると考えられる施設整備の

便益による効用の増分に対する，費用負担によって蒙る当該地域の1人あたりの犠牲

量の比率が，各地域について等しくなるように負担方式を決定する基準であり，次式

を満足する負担率x，で示される。

　　〔U（y、）－U（Y、－C，X，／Pt）〕／〔U（Y，十B，／P，）－U（γ、）〕

　　　　　一〔U（y。）－U（y。一±G（1－X1）／P。）〕／〔び（γ。＋左B；／P。）－U（γ。）〕

　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　0≦X、≦1，i＝1，……ノV　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7。　5）

　本方式も，（2）の均等絶対犠牲基準と同様に，全ての地域について（7．5）式を満

足する完全な均等比率を実現することができない場合があるので。（7．4）式と同様

の最小自乗型の補助基準を用いて負担率を決定するものとする。

7－2　所得効用関数の導入

　ここでは，既往の研究成果を用いて，限界効用の所得弾力性ω（＝（∂λ／λ）／（∂

Y／γ），λ＝∂u／∂y）が所得に関係せず一定の値をもっている効用関数を仮定する

2） ｷなわち（7．6）式を仮定し，これをとくと（7．7）式を得る。

　　　　　（∂λ／λ）／（∂y／y）＝w（＝constant），λ・＝∂Lノ／∂Y　　　　　　（7．　6）

　　　　　U＝（k／w＋1）γ・＋1＋U．（k＞O，U。：・・n・t・nt）　　　　　（7．7）
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　ここでは，（7．7）式の（k／w十1）およびU。は（7。1），（7．4），（7．

5）式を満足する負担割合‘t、tl：影響しないため，　U。＝0，（k／w＋1）＝－1とする。

また，wの値は，1965年に経済企画庁が家計消費データを用いて推定した値である一一

1．465を用いる。このωの値は，他の多くの外国（主に先進国）における事例ともよく

一致している。3）’4）したがって，本研究の事例研究において用いる効用関数は（7．8）

式を仮定する。

　　　　　U・＝一γ一〇465　　　　　　　　　　　　　　　　（7．8）

一116一



7－3　空港整備費用負担への適用

（1）提案方式による費用負担の相違

　第3次5ケ年計画による整備事業に残事業を加えた昭和50～60年の予定累積空港整

備への適用結果を以下に示す。このため，第1に，累積整備費を単年度費用に換算

し，第2に，関連資料にもとつく利用者便益をOD利用者数の出発地比率による配分

によって帰属便益を計算し，第3に昭和50年度の県別人口、県民所得を用いて，上記

3費用負担方式を適用した。その結果は表7．1に示すとおりであり，以下のようにま

とめることができる。

　1）　方式1（均等限界犠牲基準）による結果

　　　第1に，1人当りの県民所得の高い自治体ほど負担率が高くなる。第2に，ひ

　　とりあたりの整備費用の大小による影響は，県民所得によって異なる。県民所得

　　が全国平均をうわまわる（下まわる）県では，1人当りの整備費用が大きくなる

　　につれて負担率が増加（減少）する。第3に，1人当りの整備費用が約300円／人

　　年をこえる大きい場合，1人当りの県民所得に応じて，金額を地方が負担する空

　　港（東京，大阪，名古屋など）と，全額を国が負担する空港（新潟，宇部，高松

　　など）とにほぼ完全に分れる。このように，本方式は，累進性が著しい傾向をも

　　ち，ほぼ完全な能力説に近い結果となる。

　2）　方式2（均等絶対犠牲基準）による結果

　　　方式1と同様に，負担率に影響するものは県民所得と整備費用である。しかし

　　ながら，影響の与え方は，方式1とは異なり，一意的である。すなわち、県民所

　　得の大きいほど，整備費用の小さいほど，負担率が高くなる。計算結果によれ

　　ば，整備費用が約300円／人年以下では，全て自治体が負担することになり．費用

　　が高いときのみ，県民所得レベルに応じて10～40％と変化する。

　3）　方式3（均等費用便益比基準）による結果

　　　本方式の負担率に影響を与えるものは，県民所得と費用便益比率であり，県民

　　所得が高いほど，費用便益比率が大きいほど，負担率が高くなる。このように，
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表7．1　現行負担率と提案方式による地方自治体負担率

　　　　　　　　　　　方　式　　　　　＼　　　　　　“＼

�@港

県民所得

i「川／

@人・年）

県民1人
魔關ｮ備
??

i川／人）

県民1人
魔闍A属
ﾖ益
i円／人）

空港整備法その
ｼi塾そ．．、幣錨費川

i「川）

空港便益

i「111）
帰属便益

方式1 方式2 方式3
基本

{設

．｛・滞

{設

第1稀 1　トウキョウ（東　京） 1，631 57，542 166，367 5，075．6 3，520 0，694 1，ooo 0，356 0，251

0 0

2　オオサカ（人　阪） 1β86 38，647 72，208 4β63．1 2，630 0，542 1，000 0，357 0，175

3　ハコ　ダテ（北侮道） 969 587 5，711 111．】 551 4．96 0．0 1，000 1，000

4　センダイ（宮　城） 958 200 3，176 104．6 531 5．08 0，300 1，000 1，000

5　ニ　イ　ガタ（新　潟） 919 1，070 134 450．0 175 0．38 0．0
　｝

O，951

一〇，109

6　ナ　ゴ　ヤ（愛　知） 】，197 1，631 13，744 290．6 903 3．11 1，000 1，000 0，910

7　　ヒ　ロ　シ　マ（広　　島） 1，148 413 226 159．4 32．9 0，208 0，583 1，000 0，059

、　0

8　タ　カマ　ツ（香　川） 】，012 7，433 1，058 7，832．5 346 4．41 0．0 0，107 0，012

9　マ　ツ　ヤマ（愛　媛） 963 316 7，462 215．3 1，630 7．39 0，197 1，000 1，000

10　コ　　ウ　　チ（高　　知） 895 5，0n 5，300 6，140．9 2，270 0，370 0．1 0，102 0，106 0．25

11　フ　ク　オ　カ（福　　岡） 1，117 949 31，284 227．1 2，550 11．2 0，537 LOOO 1，000

　　キタ　　　　　　　　（　〃　）12　　　キュウシュウ

】，117 156 99 37．5 7．37 0，197 0，506 1，000 0，055

13　ナガサキ（長　崎） 857 1，693 4，096 1，066．5 857 0，803 0．0 0，644 0，229

14　オ　オ　イ　タ（人　分） 870 2，856 2，976 2，412．2 754 0，313 0．0 0，234 0，089

15　ミヤザキ（宮　崎） 798 3，594 15，007 3，340．1 3，770 1．13 0．0 0，159

16　カゴシマ（鹿児島） 731 943 25，563 542．6 4，710 8．67 0．0 0，955 1．㎜

17　クマ’モト（熊　本） 813 361 5，125 212．0 1，160 5．45 0．0 1，000 1，000

18　ナ　　　　ハ（沖　縄） 761 1，767 7，658 1，700．7 14，goo 8．76 0．0 0．27r 1，000 0

19　ア　オモ　リ（‘‘；’森） 747 14 116 9：4
14．0 1．49 0，454 0，191 0，417

20　ハナマキ（岩　手） 800 1，136 162 811．4 22．0 2．71 0．0 0，722 0，008

21　ア　　キ　　タ（秋　川） 901 4，177 1，345 3，338．9 捌 8．37 0．0 0，191 0，024

22　ヤマガタ（山　形） 870 1，030 141 849．1 3～5 3．83 0．0 0，759 0，Ol1

23　ト　　ヤ　　マ（富　　lll） 1，001 16 219 15．1 81．1 5．38 0，489 LOOO 1，000

24　　フ　　ク　　イ　（福　　井） 946 1 1．3 0，499 1，000

25　マ　ツ　モ　ト（長　野） 959 7 17 3．5 1．61 0，461 0，493 1，000 0，130 0．50 0．50

26　ナンキシラハマ（和歌山） 939 2 239 1．9 26．8 14．3 0，478 1，000 1，000

27　トッ　トリ（鳥　取） 894 143 197 249．7 959 0，386 0，265 1，000 0，108

28　イ　ヅ　モ（島　根） 826 105 589 136．0 160 1．18 0，264 1，000 0，333

29　オカヤマ（岡　山） 1，136 37 115 20．5 24．8 L21 0，505 1，㎜ 0，340

30　ウ　　　　ベ（山　口） 1，023 輻607 227 1，044．9 42．7 4．10 0．0 0，890 0，012

31　チ　ト　セ（北海道） 969 4β56 92，276 919．2 8，730 9．50 0．0 0，899 1，000

32　コ　マ　ツ（fl川） 996 58 887 55．1 229 4．13 0，459 1，000 1，000
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本方式は，提案した3つの方式の中では，最も受益者負担の色彩が強いものであ

ることがわかる。

（2）現行制度との比較

　表7．1に示すように，現行制度の負担率は，北海道，沖縄，離島を特別として，第1

種0％，第2種25％，第3種50％の地方自治体負担となっている。このことから，地

方との結びつきが密接な空港ほど地方の負担割合が高くなっており，ほぼ「利益説」

に近い考え方であるといえよう。この現行制度と提案した3つの方式とを比較してみ

ると以下のとおりのことがいえる。

　第1種空港については，地方の負担率の高い順序は，〔方式1一方式2一方式3一

現行〕となり，現行制度に最も近い値は，方式3である。現行制度には，東京，大阪

に国際線が発着するという事実が考慮されていると考えれば，方式3は，ほぼ現行制

度の値と等しくなるような基準であるといえよう。

　第2種空港については，県民所得の高いグループ（名古屋，福岡，広島，仙台）と

低いグループ（四国，九州，ただし福岡，北九州を除く各空港）とに分れる。前者の

高所得グループにおいては，広島を唯一の例外として（この理由は広島の費用便益比

率か0．2と極端に小さいためである），各空港ともいずれの方式においても現行の負担

率よりも高い率を示している。したがって，これらの県民所得の高い県に対しては，

負担率を他県よりも高くすることは，少くとも，能力説の考え方には合致した合理的

な方策といえるであろう。一方，低所得グループについては，整備費用と帰属便益に

応じて変動があり，一言ではいい表わせない。しかし，大体の傾向としては，方式1

→方式3→方式2の順に負担率が低下する傾向があるといえよう。

　第3種空港およびその他（防衛庁管理で表7．1には千歳と小松のみを記している）

においても，全般的には，第2種空港についてと同様の傾向がある。つなわち，高県

民所得グループに着目すると，和歌山，富山，岡山，小松の4空港であり，これらに

ついては，いずれの方式においても50～100％の地方負担率となっている。これらの

空港の地方負担率についても，他のグループの空港の負担率よりも高くする方策は1

つの合理的な代替案となりうるものと思われる。
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以上の分析の結果をまとめて各方式の特徴を示したものが表7．2である。

表7．2　各方式による負担割合の特性

負担方式

1．均等限界犠牲基準

2．均等絶対犠牲基準

3．均等比率犠牲基準

割合に影響を与える要因

1人当り県民所得

1人当り整備費用

1人当り県民所得

1人当り整備費用

1人当り県民所得

費用便益費

（自治体帰属便益整備費用）

要因の影響の仕方＊

負担割合を大きくする

負担割合を大きくする

（県民所得が全国平均

　よりも大きいとき）

負担割合を小さくする

（県民所得が全国平均

　よりも小さいとき）

負担割合を大きくする

負担割合を小さくする

負担割合を大きくする

（この方式の場合

　　　　影響が少い）

負担割合を大きくする

　　　　　　　　　　　
等負担割合曲線の概形

1人当り整備費用一一t

※，
高

　　　’低

1人当り整備費用一・

叶！↓コ

便益／整備費用

峯要因の増加に対する負担割合の増減を示す。

＊＊図中、実線は等負担割合曲線（コンター）、すなわち負担割合の等しくなる、1人当り県民所得と1人当り整備費用

　あるいは便益／整備費用との組合わせを実線で結んだものである。破線の矢印はこの方向に負担割合が高くなるこ

　とを示している。
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7－4　結 言

　以上，想定した負担方式のそれぞれについて負担割合を算定、相互比較，現行制度

との比較を行ったが，とりまとめとして次のことが挙げられる。

①負担割合に影響する要因として，まず1人当り県民所得の高さは，どの方式にお

　いても負担割合を高くする。つぎに，1人当り整備費用の大小による影響は，当該

　県の県民所得の大きさによって異る。県民所得が全国平均を上回っているところで

　は，これが大きくなるにつれて負担割合が増加する。これは整備費用の増加分を負

　担感の小さい，すなわち県民所得の大きい県が負担した方が，総犠牲量として小さ

　くなるところからきている。費用便益比の増加は方式3の負担割合を増加させる。

②現行制度との比較では，まず現行制度の負担率は地方との結びつきが密接な空港

　ほど地方の負担割合が高くなっており「利益説」に近い考え方であるといえる。第

　1種空港においては，方式3が現行制度に近いことはこの現われのひとつである。

　第2種，第3種空港においては，県民所得の高い県に属する空港については，どの

　方式を用いても現行の負担率より高いシェアがモデル上は出ている。したがって，

　これらの県に属する空港についての負担率を現行のものより高める方策は検討に値

　すると考えられる。
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第8章　結 論

　本研究は，交通施設の整備が地域にもたらす広範な効果を，統一的な視点によって

評価することの重要性にたいする理論的，実証的考察を行い，さらに，そういった評

価のための手法の整備を行ったものである。本研究では統一的な評価視点として，以

下のようなアプローチでの効果の把握を考えた。社会を構成する諸主体は，各自の行

動を決定する行動目的関数をもち，例えぽ交通施設の整備状況などの外的条件のもと

に，主体間の均衡状態をつくっている。交通施設の整備は，この外的条件を変えるこ

とであり，新たな均衡状態をつくり出すと考えられる。この新旧の均衡の変化が，交

通施設のインパクトであり，この差を各主体の独自の行動目的関数によって評価する

ことがすなわち交通施設整備の評価である。このような効果の把握の仕方によれば，

第1に，効果の重複，欠如なしに交通施設整備のみの効果を抽出することができ，第

2に，環境の変化のような外部財の変化であっても，行動目的関数の中にその要因を

組み込むことにより，市場財の変化の評価との統一尺度化ができ，第3に，交通施設

整備によるインパクトの予測と評価を同じ行動目的関数を用いて行うことができる，

といった従来の交通施設整備評価を一歩超えた形での評価手法を確立することができ

る。この評価手法の確立の過程を，各章毎の考察によって得られた結論を要約すると

以下のとおりとなる。

　まず，第2章では，一般的均衡論的評価のためのモデル構築，行動目的関数の特定

化をふまえた等価的変差による便益の定義を行うことにより，交通施設整備によるイ

ンパクト，交通便益の性格について以下のことが明らかにされた。

　①家計効用の地域間均等化の仮定を一一般均衡経済体系に導入することにより，家

　　計の地域的分布および資本投入の地域的分布を決定論的に求めるモデルの構築が

　　可能である。このことは，交通投資の影響を広域的な比較の観点から把握するこ

　　とを可能にするものである。

　②上記モデルにより，交通投資が，人口移動，その他の経済行動に与える影響

　　（インパクト）を，家計の効用関数および企業の生産関数の特定化を前提とし
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　て，定量的に計測することが可能である。このことは，便益を等価的変差（Equ－

　ivalent　Variation）による支払対価で定義するとき，この支払対価は最適状態間の

　効用差にもとずいていることから，便益の定量的導出を同時に可能にするもので

　ある。

③交通便益を誘発する要因は，交通費用の低下に直接帰因するもの，生産活動に

　おける所要旅行時間の短縮により生産性が向上することによるもの，誘発された

　一般財価格の変化によるもの，資源移動による生産性の変化によるものの市場評

　価できる要因4類型と，家計時間の短縮によるもの，環境質の変化によるものの

　非市場要因2類型とに分けることができる。

④交通便益の量的計測にあたっては、交通施設の直接インパクFとして微少なも

　のを考える場合，すなわち他の価格体系，均衡値が変わらない場合（ケース1），

　価格体系は変わるが他の均衡値は変わらない場合（ケース2），均衡体系が全部

　変わる場合（ケース3）と3段階に分けて考えることができる。ケース1の場合

　は従来から実用的に用いられてきた把え方であり，需要を固定した場合の費用低

　下による費用節約額，生産性の増加による生産高の増額で便益を計測するもので

　あり，両地域に正の便益が発生する。ケース2の場合は，新たに一般財の価格の

　変化の影響が表われる。この影響は，価格変化を正とした場合，その財の移出者

　に正の便益を，移入者は同量の負の便益として表われる。したがって，移出入の

　多寡に応じて各地域に異った便益を誘発するが，社会全体からみると，これらの

　合計は相殺されてゼロとなる。ここでの負の便益を受けた地域でも，ケース1の

　いわゆる直接便益を加えると必ず正である。これは各家計は効用が均等化される

　ように分布し，かつ，社会全体の便益は正（価格変化の効果はゼロでありケース

　1の便益は正である）であることによる。ケース3の場合は，均衡解の変化を逐

　一求めるためのインパクト分析を必要とするものである。

⑤インパクト分析は，家計分布，輸送量，生産量などの均衡値の変化（構造的変

　化）を求めるものであり，交通投資の便益をより正確に把握するためのものであ

　る。直接的インパクトの部分については，交通費用低下による輸送量増加，従前

　の移入類の大きい地域への人口流入などを定性的に明らかにすることができる
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　　が，その他の諸々のインパクトについては，家計の効用関数，企業の生産関数の

　　特定化を行ったのちに，本章での一般均衡モデル体系を用いて均衡値の変化を求

　　めることにより定量的，総合的に明らかにすることができる。

　以上，第2章においては，効用関数の特定化を前提として，インパクト分析→評価

の方向が可能である事が明らかにされた。ただ，第2章においては，依拠した便益の

定義（等価的変差による支払対価）は市場財を対象としたものであった。第3章で

は，この点を考慮して，まず従来の費用便益理論の枠組を拡張した，交通施設整備の

もたらす外部財（環境財，時間財）の評価手法の検討及び，評価便益の費用負担方式

への適用を試みた。ここで得られた評価は下記のものである。

　①費用便益理論における便益の定義方法のひとつである等価的変差（Equivaient

　　Variation：EV）は，市場財の評価について厚生経済学的に理論づけられたもので

　　あるが，ここではこのEVが，公共財（外部財）としての効果が含まれる交通施

　　設便益の評価方法としても有用である。

②費用便益理論においては，便益定義の方法として補償的変差（Compensating

　　Variation：CV）の考え方もあるが，いくつものプロジェクトによる効用変化の大

　　きさを比較するような場合には，EVの方がのぞましい。これはEVによる便益が

　　効用関数値の変化の単調変換になっていることによる。

③交通施設整備のインパクトによる構造的変化を考えない場合は，間接的市場的

　　変化（この場合は諸価格）の正と負が社会全体では相殺されてゼロとなる。この

　　結果，結局評価計測すべきは，変化前の価格体系，均衡値体系を用いた，交通費

　　用の低下（事前の交通量（x。）×交通投入係数低下による交通価格低下（ΣP、・

　　△α、）），企業活動で業務旅客に生じた時間節約（f・△2）による生産性上昇

　　（－f・△2・∫，），家計に生じた時間価値（e。・rT・dt），環境価値（eQ　・　dQ）で

　　ある。

④③の計測項目のうち，e。およびeQについては，非市場的効果であるが，いずれ

　　もEVによる方法でその計測を行う事ができる，　e．については，自由に労働時間

　　を選択できるならば，家計に生じた時間は賃金で評価してよい事，また雇用機会

　不足だったり，過重な労働が強いられている場合には賃金率による評価は，それ
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　　それ真の時間価値を過大，および過小評価することになる。環境価値eQについて

　　は，資産価値へのネットの影響を抽出する方法や，アンケートによってEVの定

　　義に沿った計測が可能である。

⑤交通施設の整備費用負担のあり方について，「利益説」によるものは公共財へ

　　の需要顕示が困難であることにより，また「能力説」によるものは受益負担原則

　　と全くかけ離れてしまうことから，そのまま適用する事は不可能である。しかし

　　ながら上で得られた便益を用いることにより，両方を折衷した方法を新しく考え

　　ることができる。

　以上，第2章，第3章によって，統合的評価手法の理論的確立を行った。以下の章

においては，ここで確立された手法をそのまま援用，あるいは簡便化を行う事によ

り，具体的評価を行った例を示した。

　第4章では，同一の効用関数により，住環境の選択（住宅立地）へのインパクトの

予測とその評価とを行った事例を示したものである。この事例研究の結果，効用関数

の特定化の方法等について以下の事が明らかにされた。

　①住環境因子を含んだ効用関数に基づく住宅地立地予測と，同効用関数を用いた

　　EV評価とを統合したモデルが，住宅立地の予測とまた住環境の便益評価の両者

　　に，理論的にも実用的にも斉合性をもって適用可能であることを示した。

　②　従来の立地予測手法では段階的予測が主であった。すなわち，いくつかの代替

　　地から最適な代替地を選択し，次に現在の住居地と比較して移住するかどうかを

　　決定していた。しかし，本研究で提示したモデルは予算制約と時間制約を明示的

　　に導入することにより，現在の居住地も代替地の玉つとして含め，最適住宅の選

　　定と移住地の選定を同時に説明することが可能となった。また，その予測方法も

　　従来の代表的手法であるNested　Logit　Modelと同程度の簡便さを有していること

　　を示した。

　③世帯の効用関数の型としては，線型，対数線型の性質をも一般的に持ち合わせ

　　ているCES関数が，理論的にも実証的にも最もふさわしく，相関係数，適中率，

　　t値の全ての面で十分なる適用力を有している。

　④従来の非集計で使用されている線型効用関数は，理論的にも実用的にも，予測
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　　および便益評価において所得レベルの変化あるいは相違による影響を抽出できな

　　いという意味で適当でない。

第5章は，外部財の価値評価の典型例として騒音を評価した事例を示すものであ

り，評価手法，評価結果により，以下の事が明らかとなった。

①経済的被害の測定結果は，手法によって差異はあるものの約10～35万円（1世

　帯・1年間当り）とほぼ安定した数値を得た。しかも，この幅は，主観的な意識

　量を直接に抽出した場合と，市場データによった場合の差から生じるものであ

　　り，これは同章5－2の理論的検討，問題点でふれたような理由による，市場

　　データを利用した場合の過小評価の可能性から裏づけできるものである。このこ

　　とは，定義に沿った経済的被害が，ある程度の信頼性をもって計測されることの

　可能性を示すものである。

②経済的被害を意識量のまま抽出する方法は，直接に支払い対価（補償額）を聞

　　くものと，1対比較質問から作成する価値関数によるものとがある。前者につい

　ては，経済的被害の定義どおりの質問形態ではあるものの，無効票率が高く，回

　答の信頼性が低い欠点をもっている。また，EVに沿った聞き方と環境権の帰属

　との不整合が回答を困難にする可能性がある。これに比較して，後者の価値意識

　を価値関数から得る方法はアンケートのうえでの単なる比較選好の結果をもとに

　するものであり，前者に比べて信頼性は非常に高い。事実，今回の調査において

　も無効票率は非常に少なかった。ただし，今回用いたトレードオフ法は，回答者

　が同一の価値関数をもつと仮定した場合の平均的価値意識を抽出するものであ

　　り，個人の価値意識を合成する問題はまだ残っているといえよう。

③地価分析による方法は，収集した売買事例データの信頼性によるところが大き

　い。今回の事例研究においても，欧米各国のものと比べるとモデルの説明力は低

　かった。この方法は，モデルの説明力および各係数の信頼性についての統計的検

　定を満たせば，被害の抽出方法として非常に優れているが，実データから構成さ

　れたモデルはなかなかこの検定を満たしにくい。これは地価決定のシステムを容

　易に特定化できないことが反映しているものと考えられる。

④被害の意識量から直接抽出したもの（直接質問，一対比較法）と，いったん市場
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　　データに反映した側面でとらえたもの（地価分析）との被害額で，前者は約24～

　　35万円，後者は約13～14万円と差が出た。地価分析の方が低くなっている理由の

　　ひとつとしては，移動障壁すなわち移動費用の存在により，地価の市場データが

　　地域的環境の差を敏感に反映しないことから，騒音にたいする評価を低くしてい

　　ることが考えられる。

　第6章においては，交通施設整備が地域経済に与える影響の評価手法，すなわち経

済評価の手法について，その簡便化を試みた。道路整備効果の評価，旅客時間短縮の

経済評価について簡便化手法の検討を行ったが，以下の事が明らかにされた。

　まず，道路整備効果の評価については，

　①　従来の利用者に限定した原単位方式による便益評価は，特に経費節約による評

　　価について，それが地域便益を正当に表わさない場合もある。実際の経費が公定

　　価格の設定などにより支払対価を示していない場合がこのケースにあてはまる。

　　また，利用者に限定しているために当然，その帰属については明らかでない。

　②①の従来方式の問題点を考慮して，経費節約を産業連関波及に沿って本源財に

　　分解し，帰着としての労働節約と輸入財節約で評価する方式を提案した。この方

　　式によって，時間価値という単一の評価尺度で統一的に便益評価が可能となる。

　③②の方式は，連業連関波及を用いる方法であるので，従来の産業連関分析手法

　　を適用することにより，定量的に評価が可能である。また，産業別の帰属および

　　地域移入係数（地域の自給率）を考慮することによりe分析の対象とする地域へ

　　の帰属も定量的に明らかにすることができる。

などを挙げることができる。

　次に旅客時間短縮の経済評価については，

　①地域経済（ここでは交易）の向上に果たす経済距離（トリップに要する費用と

　　時間）の役割について，貨物の輸送と旅客の輸送とに区別して，統計的手法によ

　　り定量化することができた。

　②旅客輸送と貨物輸送の重要性について，交易関数のパラメータを観察すること

　　により，産業間の差違を確認することができた。サービス業において，旅客距離

　　の重要度が高いことは実感にも合っており，得られたパラメータに対する信頼性
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　　を高めていると考えられる。

　③推定された交易関数を用いることにより，交通施設の特性一主として旅客輸送

　　を対象としたものか，主として貨物輸送を対象としたものか一に応じた施設問の

　　整備効果の比較を行うことができる。

　第7章では，第3章で整理した費用負担方式を，国と地方自治体の2老の負担問題

にたいして適用した。負担方式毎の負担割合を算定し，他方式，現行制度との比較を

行ったが，その結果は以下のようにまとめることができる。

　①負担割合に影響する要因として，まず1人当り県民所得の高さは，どの方式に

　　おいても負担割合を高くする。つぎに，1人当り整備費用の大小による影響は，

　　当該県の県民所得の大きさによって異る。県民所得が全国平均を上回っていると

　　ころでは，これが大きくなるにつれて負担割合が増加する。これは整備費用の増

　　加分を負担感の小さい，すなわち県民所得の大きい県が負担した方が，総犠牲量

　　として小さくなるところからきている。費用便益比の増加は方式3の負担割合を

　　増加させる。

　②現行制度との比較では，まず現行制度の負担率は地方との結びつきが密接な空

　　港ほど地方の負担割合が高くなっており「利益説」に近い考え方であるといえる。

　　第1種空港において方式3が現行制度に近い事はこの現われのひとつである。第

　　2種，第3種空港においては，県民所得の高い県に属する空港についてはどの方

　　式を用いても現行の負担率より高いシェアがモデル上は出ている。したがってこ

　　れらの県に属する空港についての負担率を現行のものより高める方策は検討に値

　　すると考えられる。

　以上，第4章～第7章において，実際の評価事例を述べてきたが，各章において妥

当な結論が得られており，統一的評価手法の適用可能性を示していると考えられる。
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